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第 3 章 各企業人事担当者等インタビュー調査結果 

 

第 1 節 日本アイ・ビー・エム株式会社20（情報） 

 

1 会社基礎情報 

 

(1）事業展開の特徴 

 日本アイ・ビー・エム株式会社（以下、「日本 IBM」という。）は、米国ニューヨーク州に

本社を置くグローバル企業 IBM コーポレーション（以下、「IBM」という。）のグループ会社

として日本での事業展開を行う企業である。国内拠点 90 ヵ所以上を擁するが、事業展開に

おいては、米国本社及び海外の IBM グループとの関連性が強く、人事においても一定の方針

を共有している。 

 

(2) 人事処遇制度 

ア 人事の基本方針 

 「発揮された能力、業績に基づいて処遇する」との人事理念に基づき、「発揮された能力に

基づく能力主義」を人事管理の基本とする。社員が分担している仕事を役割の重要さや要求

される能力程度の等の観点から評価して仕事そのものの社内序列を決め、この役割評価結果

を「職務等級制度」という形で制度化し、人事管理システムの核としている。産業界で一般

的な職能資格制度とは一線を画してこのような職務等級制度を取っているところが日本 IBM

の人事システムの特徴である。この職務等級制度に業績評価制度、報酬および表彰制度、異

動配置、人材開発等の人事諸制度をリンクさせ、職責と業績に基づく処遇を実現するように

している。 

 大卒についてのいわゆる一般職、総合職といったコース別雇用管理制度は導入していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            
20 今回のインタビュー調査は、企業名を匿名とする前提で実施したが、日本アイ・ビー・エム株式会社につい

ては、同社の協力および要請により、社名を公開することにした。 



- 21 - 

イ キャリアアップの仕組み 

図表 1－1 日本 IBMにおける社員格付け体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     会社公表資料より執筆者作成 

 

 社員は図表 1－1 に示されているような職務等級（BAND）に基づいて区分される。組織の

大きさ、責任の大きさによって BAND がことなる。IBM グループ内では、BAND は全世界共通

である。 

 日本 IBM では入社 1 年目はトレイニーで、そのあと BAND6 に昇進する。早ければ 5 年ほどで 

BAND7 に昇進するし、BAND7 から専門職となり、企画業務型裁量労働の対象となる。その意味

で BAND7 が係長級であり、小グループのリーダーなども務めるということである。ただし、

日本の一般的な意味での部下の育成に責任を持つ管理職は課長級の BAND8 からである。BAND8 

からは部下を持つ可能性があるが、全ての専門職が部下を持つわけではない。なお、バンド

はビジネスの範囲や職責によって決定されており、例えば東アジアのある国の法人の社長は 

BAND10 であり、日本法人の部長職と同じ BAND である。ビジネスサイズの小さな国の法人で

は、昇進を希望する社員は、かなり頻繁に国を越えて異動する。逆に家庭の事情で、BAND 

を下げてもかまわないから特定地域での勤務継続を希望する社員も存在する。 

 日本 IBM は外資系企業であるが、新卒採用に比重を置き、社内教育を重視しており、MBA を

取得した人をいきなり高いポジションに付けるというやり方の人事は行っていない。むしろ

生え抜き尊重である。しかしそれは長期勤続を前提にしてステップを踏んでいく年功序列型

ではない。年齢や経験年数にかかわらず成果に応じて処遇し、飛び級的な昇進もある。一方、

長く会社に貢献した社員を表彰する永年勤続表彰も 10 年、15 年、20 年、25 年の単位で行っ

ている。欧米でも老舗の企業はおおむねそう言う状況ではないかというのが人事担当者とし
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ての認識である。ただ、日本と外国ではジョブセキュリティの違いがある。海外法人では、

能力と職責が見合わなければ、降格または解雇も弾力的に実施される。また、業種の性格上、

事業分割、統合も頻繁に発生する。 

 育成方針としては、会社に対して継続して高い貢献を示す社員を早い段階で所属長、部門

長の推薦によって選抜し、毎年見直しを行いながら育成し、さらなる奮起を促すことを目的

に本人にも通知する。この集団に選抜されると高度な内容の育成機会などが優先的に与えら

れるが、将来の昇進や地位を約束するものではない。こうした幹部候補育成プログラムは、

経営幹部予備軍と技術幹部予備軍の二本柱で行われている。 

 

（3）従業員の構成 

 日本 IBM は、正社員総数約 16000 であり、そのうち女性は 20％程度である。また、下記の

通り平均勤続年数、平均年齢にも一定の男女差がある、ただ、1998 年から積極的に取り組

んでいる女性活躍支援施策によって、若年層の女性の定着率は確実に向上している（現在女

性正社員の 6 割が 35 歳以下）。 

 

図表 1-2  日本 IBMの正社員平均年齢・平均勤続年数 

  平均年齢 平均勤続年数 

男性 42.4 17.3 

女性 37.6 13.3 

           （2010 年現在） 

 

2 女性社員の採用状況と女性管理職の状況 

 

(1) 採用状況 

ア 四年制大卒女性の採用開始時期 

 日本 IBM では、1960 年代から四年制大学卒女子を積極的に採用し、男女同一賃金を導入

している。ちなみに IBM 本社は 1935 年にはすでに男女同一賃金の方針を採用している。

コース別雇用管理は実施したことがないため、管理職候補として女性を最初に採用した年度

も前記に同じである。 

 

イ 各採用区分の採用状況 

 日本 IBM では、近年、100 人から 300 人程度の大卒以上の新卒採用を行っている。応募者数

に占める女性比率は毎年 30％前後であるが、採用者に占める女性の比率はここ数年 40％前後

となっている。また、1998 年以降の積極的な女性活躍支援策の一環として、全ての採用面接

に女性面接官を配置し、採用者に占める女性比率を 30％以上という目標値を掲げている。 
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 現在、系統別の採用活動を行っており、大きくいえば、採用者全体に占める系統別の割合

は IT エンジニア系が 7 割、営業系が 2 割、研究開発系が 1 割程度となっている。その中で採

用者に占める女性の比率をみると、2007 年から 2009 年の 3 年間の実績平均で、IT エンジニ

ア系 35％、営業系 50％、研究開発系 27％となっている。なお、新卒採用数は、ビジネス

ニーズに応じて弾力的に決定されるため、年度によって系統別の採用人数にばらつきはある

にしろ、総じて採用者に占める女性の比率は現在の女性従業員比率に比べて高く、IT エン

ジニア系においても女性を多く採用している。 

 

(2) 管理職の登用状況 

ア 女性管理職の構成比と役職 

 

図表 1-3 管理職に占める女性比率 

役員 部長相当職 課長相当職 係長相当職 

11.1% 9.4% 11.4% 19.6% 

         係長相当職が BAND7、課長相当職が BAND8、部長相当職が BAND9以上に該当する。 

          (2010 年 6 月現在） 

 

イ 女性上級管理職の誕生時期と入社年次 

 日本 IBM における初の女性役員誕生は 1995 年で、1971 年入社の生え抜き社員。 

 同女性が課長職に昇進したのは 1986 年、昇進時 38 歳で、同社では平均的な昇進年齢で

あった。また部長に昇進したのは 1990 年、昇進時 43 歳であった。 

 

3 両立支援制度の状況と拡充経緯 

(1) 育児休業、短時間勤務制度など育児・介護への参加を支援する制度 

 1985 年に育児休職制度（ 1 年間）を導入し、1987 年には子どもの年齢が満 2 歳になるまで

取得可能とした。1991 年には介護休職制度（ 1 年 再取得可）を、2002 年には家族の看護休

暇制度（有給。2010 年に介護休暇と子どもの看護休暇に変更し、子ども 2 名以上で年間 10 

日間取得できるように変更）を、また 2004 年には短時間勤務（勤務時間の 60％、及び 80％）

を導入している。 

 

(2) 柔軟な働き方の支援や経済的負担軽減の制度 

 1989 年には既にフレックスタイムが導入され、1997 年にはサテライトオフィス、1999 年

に育児・介護ホームオフィス制度として在宅勤務を導入している。当制度は 2000 年には e-

ワーク制度と名称を変更すると同時に、事由を問わず、所属長の許可によって在宅勤務の利

用を可能とし、男性社員の利用促進を図っている。さらにこの動きは 2005 年のフリーアドレ
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スの全社導入や 2005 年のホームオフィス制度（週 4 日以上自宅で勤務を行い、会社に固定席

をもたない働き方）等で加速した。2010 年には短時間勤務制度の見直しによってフレック

ス短時間勤務（月単位で 60％および 80％の勤務を調整するコアタイム無しの短時間勤務）

といったものも導入されている。 

 さらに 2011 年には本社ビルに企業内保育施設を設置し、現在 0 歳から 3 歳までの 30 名を

保育している。(2012 年 1 月現在) 

 

(3) 職場復帰のための講座など 

 産前産後休暇または育児休職中の社員を対象に、復職応援セミナーを託児付きで行っている。 

 

(4) 育児休業等の利用状況 

 

図表１－4 育児休業、育児短時間勤務の利用状況 

育児休業取得者数の推移 

男（管理職） 2006 2007 2008 2009 2010 

出産者数 520(158) 447(100) 462(114) 474(81) 507(79)

休業開始者数 6(1) 4(0) 3(0) 4(2) 6(0)

休業取得率％ 1.2(0.6) 1.0(0) 0.7(0) 0.8(2.7) 1.2(0)

平均休業日数 220(340) 108(0) 204(0) 174(187) 160(0)

復職者数 4 5 3 4 4

復職率％ 100 100 100 100 100

 

女（管理職） 2006 2007 2008 2009 2010 

出産者数 97(4) 124(8) 118(8) 116(4) 141(11)

休業開始者数 90(4) 122(7) 116(7) 108(3) 137(11)

休業取得率％ 93(100) 96(88) 98(88) 93(75) 97(100)

平均休業日数 330(250) 358(351) 331(283) 295(376) 314(224)

復職者数 74 85 129 105 125

復職率％ 92.5 93 84 96 94

 

育児を理由とした短時間勤務利用者 

  2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 

男 10 4 3 3 4 1 0

女 35 44 41 37 57 53 69

計 45 48 44 40 61 54 69

 

 

 上記のように、女性は 95％前後の育児休業利用率となっているのに対し、まだまだ男性

の利用状況は低調であるが、平均取得日数が 3 ヶ月から 6 ヶ月、最長取得 1 年と、一般的

な企業の男性の育児休職の取得日数に比較すると長い。育児短時間勤務制度の利用も増えて

いるが、育児休業ほどではない。 
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(5) くるみんマーク 

 次世代支援対策推進法にもとづく、くるみんマークを 2007 年および 2009 年に連続取得し

ている。 

 

4 女性社員の活躍推進に係る取り組みとその経緯 

 

(1) ポジティブ・アクションとしての取り組み 

ア 方針の策定と明示 

 日本 IBM は、ダイバーシティの中の要素としてポジティブアクションを推進し、方針を表

明している。また この方針を推進する意思決定のためのハイレベルな機関及び実際の推進

に当たる組織を設け、数値目標を示して取り組みを推進している。 

 具体的に述べると、次のような状況である。IBM では現在、性別に係るポジティブ・アク

ションの上位概念として年齢、民族、人種、身体障害等も含めたダイバーシティ全般をビジ

ネスの競争力の原点であると認識している。したがって、親会社の会長兼 CEO のコミットメ

ントとして、人種、肌の色、宗教、性別、性的志向、国籍、障がい、年齢による差別を行わ

ない旨及び、ダイバーシティを戦略的に推進することを表明している。 

 このグローバルレベルでのダイバーシティ施策は、まず Diversity 1.0―機会均等に始ま

り、Diversity 2.0、Diversity 3.0 と発展してきており、当初は法的順守、数値目標達成、

社会的責任、透明性の 4 項目に基づいていたが、2.0 で多様性ある働き方、ワークライフバ

ランスなどが盛り込まれ、3.0 では多様性を積極的に活かす、グローバル適応力、ワークラ

イフインテグレーションといった概念も登場するなど、内容的にも進化してきた。 

 日本 IBM も上記グローバルレベルの方針に従うと同時に、女性、障害、性的志向、国籍、

ワークライフ、クロスジェネレーションといったテーマでそれぞれ社長直属のダイバーシ

ティ・カウンシルを設け、様々な課題にの検討と施策の整備に当たっている。 

 女性に関する取り組みを行うジャパン・ウイメンズ・カウンシルは、これらの中で最も早

く 1998 年に設置され、女性の能力活用の阻害要因の発見と、解決策の検討等に当たっている。 

 具体的な取り組み目標としては、2020 年までに部下を持つ管理職（バンド 8 以上）の比

率を 30％に！というのを 5 期（2008 年～2009 年）以降のジャパン・ウイメンズ・カウンシ

ルの目標にしている。 

 

イ 取り組みの理由 

 取り組みの理由は上記のようにポジティブ・アクションを含むダイバーシティ全般がビ

ジネスの競争力の原点であるという認識に基づく。 

 ポジティブ・アクションに取り組む理由についてインタビューシートから選択すると以下

が当てはまると考えられる。 
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１．女性の能力を有効に活用し、経営の効率化（生産性向上や競争力強化）を図るため 

５．優秀な人材を確保するため 

８．企業の社会的責任を果たすため 

９．男女雇用機会均等法等法令の趣旨、男女共同参画基本計画等を踏まえて 

 

ウ 取り組みのための組織 

 ジャパン・ウィメンズ・カウンシル（以下、「JWC」という。）は、女性役員をリーダーに、社

内の有為な女性を選抜し、本来業務に加えて全社プロジェクトとして、女性の能力活用の阻

害要因の発見と、解決策の検討と経営への提言策定を行うものである。現在第 6 期メンバー

が、営業職の女性の強化をテーマにさまざまな取り組みを行っている。この活動自体が女性

の組織や年代を越えたネットワーク構築の場であると同時に、全社的な物の見方、考え方を

学び、エグゼクティブに対する報告、プレゼンテーションのスキルを磨くなど、幹部候補生

としての教育の場にもなっている。 

 

(2) 女性活躍推進にかかる取り組み経緯 

 1984 年からイコール・オポチュニティー推進の専任担当者を人事組織に設置し、1998 年

にはダイバーシティ推進に名称変更の上継続している。 

 1998 年当時の社長と女性取締役が、親会社の方針とも相まって、女性社員の活用を促進

するため社内に JWC を立ち上げた。JWC 設立当初は、定着率向上、ワーク/ライフバランス、

メンタリングという 3 つの主要テーマでワーキンググループを作り、各種調査やヒアリン

グで事実確認を行った。その結果、女性のキャリア継続阻害要因を、①将来像が見えない

（ロールモデルの不在）、②仕事と家事育児の両立(働く時間と場所の制約)、③男性特有の

ネットワークに女性が入りづらいことであると判断したその結果を踏まえ、段階を踏んで取

り組みを進めてきており、JWC が日本 IBM の女性ポジティブ・アクションの取り組みの核と

なっている。 

 第 1 期（1998 年～2000 年）の取り組みは、現状把握、目標設定、真の退職理由の調査、

女性フォーラム開催、育児と仕事の両立策、在宅勤務制度の提言であった。 

 第 2 期（2001 年～2002 年）の取り組みは、女性管理職の支援、係長職女性職員育成、

ロールモデル提示、e -ワーク促進、ワーク/ライフセミナーの実施などであった。 

 第 3 期・第 4 期（2003 年～2007 年）は、女性経営層の育成、営業職の育成、ネットワー

キング、第 5 期（2008 年～2009 年）は、女性のグローバルリーダー育成、パイプライン強

化、柔軟性のある働き方を推進する施策の検討を行った。 

 現在は第 6 期（2010 年～2012 年）の活動中である。営業職女性に特化した活動を行って

いる。 
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(3) 取り組みの内容 

ア 数値目標を明示した取り組み 

 実際にポジティブ・アクションとして取り組んでいることは、内閣府方針の「2020 年ま

でにリーダー的役割を担う女性を 3 割にする」にのっとり、2020 年までに部下を持つ管理

職（BAND8 以上）の比率を 30％にするという目標を掲げており、これに向かった取り組み

をしている。例えば、管理職候補予備軍の育成及びすそ野の拡大を目的としたメンバーによ

るキャリアアップに関するメンタリングの実施、経営職と一日又は一週間日々の活動を共に

し、経営職の視野で物を見る力を付けるための「シャドウイング」の取り組み等がある。た

だし、このうち「シャドウイング」など一部はすでに女性だけではなく男性社員にも対象を

拡大している。 

 また採用においても数値目標をもっており、女性の採用比率を 30％以上にするように努

力している。配置についても、全ての部門においてそれぞれの役職ごとに女性を配置し、女

性だけでも 1 つの会社組織として成立するように、同時に全社員のうちの女性比率を 30％

にするという目標をもっている。 

 

イ その他全般的な取り組み 

 インタビューシートにおける選択枝でいえば、ポジティブ・アクションとしての取り組み

内容としては、次のようなことがあてはまる。 

 

２．新規採用時における女性の積極的な採用（数値目標の設定） 

３．女性がいない・少ない部門・部署、職域・職務への積極的な配置 

４．管理職への女性の積極的な登用（数値目標に照らしてのチェックと助言） 

５．女性の管理職登用に係る数値目標の設定 

９．モデル（模範）となる女性社員の育成 

１０．メンター（助言・指導者）の導入など女性が業務やキャリア等について相談しやすい体制の整備 

１２．男女の機会均等に向けた企業内推進体制の整備（ＥО推進室など専門部署・チームの設置等） 

１５．社内公募制や自己申告制等、男女に隔たりなく希望に応じ登用・配置するための体制の整備（ポジティ

ブ・アクションとしてではない。） 

１７．専門職系管理職など管理職ポストの拡充、及び昇進ルートの複線化（ポジティブ・アクションとしてで

はない） 

１８．職場風土の改善（とりわけ中間管理職や同僚の男性等の意識啓発） 

１９．経営層の参画（トップによるメッセージ発信等） 
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(4) ポジティブ・アクションの取り組み効果 

ア 概況 

 JWC の提案から生まれた施策として、在宅勤務（1999 年）、短時間勤務（2004 年）女性技

術者のネットワーク（2005 年）女性管理職のネットワーク（2005 年）フレックス短時間勤務

（2010 年）等がある。 

 2008 年に 35 歳以下の女性と全管理職を対象に意識調査を実施したところ、男女の仕事差

を感じていない女性が 90％、昇進意欲を明確に持つ女性が増加し、男性管理職の女性育成の

意識が向上しているという結果がでた。また 2008 年～2010 年の 3 年間に技術系職種の女性

割合が増加、係長職以上の女性比率も高くなっている。 

 

イ 女性の管理職登用 

 このような取り組みの結果女性の管理職比率は日本 IBM において増大しているが、それで

も親会社である IBM の傘下のグローバル水準には遠くおよばないのが実情である。 

 

図表 1－5 日本 IBMの女性比率の推移とグローバル比較 

  日本ＩＢＭ  グローバル 

  1998年 ２003年 2004年末 2008年末 2010年 2011年6月 2008年11月 

全社員 13.0% 15.7% 16.8% 19.1% 19.6% 20.0% 28.0%

役員・ 理事   4.1% 4.9% 11.2% 11.1% 10.7% 20.5%

部長級 
1.8% 

3.7% 6.5% 8.9% 9.4% 9.7% 23.0%

課長級 4.9% 7.1% 10.8% 11.4% 12.4% 24.9%

係長級   12.1%     19.6%     

  １998年分はインタビュー時の企業側説明資料より 

  2003年及び2010年分は、厚生労働大臣最優良賞発表資料より 

  2004年末及び2008年末分は、均等・両立推進企業表彰応募資料より 

  2011年 6 月分はインタビュー時の企業側説明資料より 

  なお、それぞれの資料によれば、理事役員数は、1998年 1 名2003年 4 名2010年24名（26名）。 

 なお、日本 IBM の課長級以上の管理職に占める女性比率は 2011 年現在 約 12％となる。 

 

ウ 新卒女性社員の採用拡大 

 2(1)イで述べたとおり、全ての面接に女性面接官を配置するなどして、学生のポテンシャ

ルを同性の目からみて、より適切に評価を行う取り組みなどを行い、IT エンジニア、営業、研

究開発系で、女性採用の比率を増やしている。 

 

エ 職域の拡大           

 配置においても女性比率が向上している。特に女性の定着率の向上が図られた結果、同社

の主要事業分野である IT エンジニア、営業、研究開発の分野での女性比率増大が著しい。
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2003 年と 2010 年を比較すると営業系 10.4％→13.7％、IT エンジニア系 16.9％→18.7％、

研究開発系 8.2％→14.7％、に増加している。 

 

5 女性社員の活躍推進に係る課題意識と今後の取り組み 

 

(1) 女性が意欲を明確に出しにくいという問題 

 日本においては、文化的にも、いまだに男女の役割意識が残っているため、女性なのに管

理職を目指すといったことを言い出すと周りはどうかということを気にする傾向がみられる。

外資系でも日本人社員が 98％を占めており、日本のビジネス習慣、教育や文化の影響を大

きく受けている。女性社員の意欲を引き出し、高い目標に向かって挑戦することを支援し、

継続して励ますことが女性の活躍支援では効力がある。また、概して女性の起用は、前例が

無いか少ないという状況の中で行われ、良くも悪くも注目を集めることによって、当該女性

がチームの中で孤立しやすい。新しい環境の中で自信をもって実力が発揮できるように、メ

ンタリングなどの精神面でのサポートが有効である。 

 

(2) 長時間労働の問題 

 同社が数年おきに実施しているグローバル・ワークライフ・サーベイでは、日本で働く女

性社員にとって、子供の有無にかかわらず、オフィスでの長時間労働が退職を検討する際の

大きな要因となることが示されており、男性を含めたワークスタイルの変革を行っている。 

 

(3) 管理職の意識改革の問題 

 管理職研修では、この数年、ダイバーシティー教育を強化しており、女性も含む多様な部

下を育成するのは管理職の仕事であり、特にグローバル環境でビジネスをする上で管理職に

求められる重要な資質としている。 

 

(4) 女性社員へのキャリアモデルの提示やライフステージに伴う配置への配慮 

 専門職制度をとっており、一般事務職としての女性の正社員採用は行っていない。異動や

転勤については、性別にかかわらず、基本的には個人の意思や事情が尊重される。転勤でき

ないから評価が下がるということはない。 

 女性のセルフケアセミナーとして、年代に合わせ出産のタイミング、女性特有の更年期な

どの体調不良とキャリア継続といったテーマでのセミナーを実施している。 
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6 個別テーマに係る見解 

 

(1) 育児休業中の評価 

 育児休職したということ自体を業績評価に影響させるのではなく、当該年度の在職期間の

業績や会社への貢献度に応じて公平に評価するように管理職向けにガイドをしている。また、

育児休職期間中であっても意欲があれば、e-learning の利用や英語などの自己啓発教育費

用(福利厚生費)を支援している。 

 

(2) 女性の昇進意欲と子育ての関係について 

 育児休業は 100％近くの取得実績があるが、3 ～ 4 ヶ月で育児休業を切り上げて復帰してく

る者、 2 年間休業を取り、その後も短時間勤を利用する人など、さまざまである。業績は働

く時間の長さではなく、成果で評価するため、育児中の社員でもいわゆる幹部候補者21とし

て選抜されうるというのが日本 IBM の認識である。 

 15 年のダイバーシティー推進の成果として、役員級から一般職まで、さまざまな階層の

女性の 3 割がワーキング・マザーである。子育てと仕事を上手に両立させ、キャリア上も

成功したいという意欲を持つ若い女性が増えている。ジャパン・ウイメンズ・カウンシルが

できた当時は子育てとキャリアの二者択一という状況であったが、最近の調査ではキャリア

ゴールを管理職以上とする女性が 3 割、役員とする女性も 1 割ほどいる。 

 最近、育児休職者の復職応援セミナーで、育児休職後の取り扱いについて質問が出た。こ

れまでは、育児休職から復職直後の評価については、年度の途中に復職したり、子どもが小

さいうちは急な発病によって思うように成果がだせない期間があるので、望むような評価を

もらえないことがあっても、焦るなと言うことをメッセージとして出していた。しかし、今回

の質問は「子どもを産むと昇進とかは焦らないで長い目で見ろと周囲から言われるが、子育

て中は早い昇進を諦めなければいけないのか？ 諦めたくはない。」というものであったの

で、女性社員のキャリア意識もかなり変化してきたことを感じている。今後はこのように出

産しても意欲を持って早い昇進を望む女性への対応も考えなければならないだろう。 

 また実際に、幹部候補生グループのワーキングマザー率が高くなっており、優秀な人材は

柔軟な労働環境が整っていれば、個人生活の制約も上手に工夫し、仕事上で高い業績を出す

ことが可能と言えるかもしれない。 

 

(3) 管理職に占める女性比率の今後の見通し 

 上記のように、日本 IBM での数々の取り組みの結果、2008 年に行った同社の分析では、今

後順調に女性の定着率が向上すれば、2020 年にはリーダポジションに女性が 30％以上いるだ

                            
21 1(2)イで説明されている、会社に対して継続して高い貢献を示す社員として早い段階で所属長部門長の推薦

によって選抜された社員グループの意である。 
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ろうとの予想が出た。 

 

(4) 女性の管理職登用の数値目標を掲げることについて 

 日本 IBM では、数値目標は設定しているが、数値目標の実現のために実力のないものを無

理に昇進させるシステムではない。スキルベースで役職に見合った人を上位のポストに上げ

るという基本姿勢は崩さない。数値目標の設定は、ポテンシャルのある社員を男女の偏りの

ないように発掘し、育成していくために設定する。そのため、現場主導で数値目標や育成目

標を掲げてもらい、その内容に偏りがないかどうか人事部門が確認し、アドバイスをする。 

 数値目標については、部門ごとに女性の比率を各バンド別に管理しており、四半期毎に部

門長にレポートしている。また社長の業績目標にも、社員と役員に占める女性比率の向上が

掲げられている。同社では部下の育成は管理職の重要な責務であり、部下の育成は管理職個

人の評価項目として必ず含まれる。 

 

7 今後の政策課題についての見解 

 

(1) 女性の管理職登用を進めるのにもっとも必要だと思うこと 

 他社に比べ日本 IBM は管理職の新陳代謝があるため女性を登用しやすいということがある

かもしれない。同社では部下を持つ管理職から持たないポストへの異動等も頻繁に発生し、

職務、職責の変更によっては下位 BAND に変更になることもある。それは必ずしも個人の能

力の低下を示すものではなく、キャリア変更という位置づけで考え、60 歳以上の雇用や、

病後や中途障害の社員の雇用継続にも活用されている。こうした女性のみを対象としない、

汎用的な仕組みや制度、企業文化が管理職層の多様化、女性の登用につながっていると考え

られる。 

 

(2) 一定規模以上の企業に、女性の採用や管理職登用などについての計画の策定を求める

といった法政策についての認識と対応可能性 

 女性の雇用や登用の義務化、数値化といったものについては、自由な競争や人材の流動化

の規制に容易になりえるので、企業側に義務的に行わせるべきものではないと考える。義務

化ではなく表彰や報奨金を充実するなどして、企業側が自社の経営方針に従って、望んで実

施するようなものにしてほしい。 
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第 2 節 建設 A社 

 

1 会社基礎情報 

 

(1) 事業展開の特徴 

 国内において、約 1500 か所の営業所や現場などの拠点があり、基本的には国内の法人顧

客を主力とした事業を行っている。ただし、海外にも多数の営業所、現地法人を擁し、事業

展開を図っている。 

 

(2) 人事処遇制度 

ア 人事の基本方針 

  A 社の格付け・処遇は、職能資格制度に基づいている。職務と等級の関係はある程度アバ

ウトである。 A 社ではいわゆるコース別雇用管理が残っている。ただし、一般職は公募して

いない。総合職については、職種別に採用・育成を行っている。事務系、土木系、建築施工

系、建築設計系、建築設備系、開発系、機電系、情報系の 8 種類である。建築については設

計、施工、設備という各分野で専門人材を育成する。一方、土木系は土木系の中で設計、施

工、研究の業務をローテーションしながら人材育成する制度を採っている 

 

イ キャリアアップの仕組み 

 総合職と一般職ごとに職能資格制度に基づき進級していく。 

 

図表 2－1 総合職及び一般職の等級と役職目安 

区分 等級 役職目安 

総
合

職
 

1 級 管
理

職
層

 

本部長 ライン部長 

2 級 ライン部長 担当部長 次長 

3 級 次長、課長 

4 級 
基本的に課長・課長代理 

抜擢の場合次長もあり 

5 級 
非役層 

6 級 
 

区分 等級 役職目安 

一
般

職
 

1 級   
担当主任（呼称のみ・マネジメントな

し） 

2 級     

3 級 
  

             インタビュー内容に基づき執筆者作成 
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 総合職の場合、1 級から 4 級までが管理職層であり、4 級は課長代理、課長層である。早

い場合は入社 9 年で、標準的には入社 11 年～12 年で最初の役付きである課長代理になる。

そこから課長になる速度は課長の種類により、管理部門の課長などは数も少なく昇進に時間

がかかるが、第一線のプロジェクトなどにはいれば課長代理になって 1 年程度で課長にな

ることもある。ラインの部長になるのは早いものでは入社 25 年目ぐらいからである。 

 各管理職の昇進要件は、直近 3 年の成績が一定水準以上ということである。管理職にな

る以前も等級が上がるためには筆記試験に合格する必要があり、上位等級では面接もある。 

 一般職は、実務職・補助職であり、マネジメント職ではないので、1 級になっても総合職

の役職者の下で働くことになる。一般職の場合 3 級から 2 級の昇格は勤務成績で、2 級から 

1 級への昇格は勤務成績と筆記試験で決定する。 

 

ウ 評価システム 

 半期ごとに、目標設定とそれに対する実績評価を行い、被評価者と評価者がその都度面談

することで、被評価者のキャリアメイクを含めた人材育成を行う。評価者研修も行っている。 

 

エ 配置、能力開発その他の制度 

 社内公募の制度はないが、異動に係る自己申告制（年 1 回）がある。一般職から総合職へ

のコース転換は、上長の推薦が基本であり、その場合の推薦のポイントは「直ぐに、もしく

は近い将来管理職＝課長代理になれる人材か」ということである。転換の時期については、

概ね 45 歳までという目安がある。 

 人材育成は採用後、各職場での OJT 教育を基本に、各職種で階層別に知識や技術など専門

性を高めるためのプログラムや、次世代リーダーを対象に組織マネジメント能力を向上させ

るためのプログラム、共通するコンプライアンス知識などテーマ別研修を実施している。 

 

(3) 従業員の構成 

 

図表 2－2 従業員の男女別年齢階層別構成と平均年齢、平均勤続年数等 

正社員の

採用区分 

転勤、配転、

職種・職務変

更の有無 

在職者数 

（人） 

採用区分内 

の男女比 

（％） 

各採用区分別男女別年齢別構成（％） 
平均年齢 

（歳） 

平均勤続

年数（年） 

勤続１０年

未満の 

離職率（％）
～ 

２０代
３０代 ４０代 ５０代 ６０代～

総合職 

（全国、海外

含め）転勤、

配転あり 

7，500 
男性９７ 12 21 40 28 0 44.2 19.3 

5 

女性 ３ 60 15 17 9 0 32.7 5.5 

一般職 
配転、職務変

更あり 
1200 

男性１２ 4 19 34 44 0 48.6 11.4 

  
女性８８ 11 32 41 17 0 41.1 17.9 

インタビュー応答資料より執筆者作成。在職者数は概数である。 
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 男性の一般職はほとんどが現業部門の技術職の者である。女性の一般職は大卒だけでなく、

高卒、短大卒の者も含まれている。 

 

2 女性社員の採用状況と女性管理職の状況 

 

(1) 採用状況 

ア 四年制大卒女性の採用開始時期 

  A 社が四年制大卒女性を最初に採用した年度は、資料上で確認可能な範囲では 1974 年だが、

それ以前にも採用していた。縁故も含めれば 17 人程度が事務系、技術系を含め大卒で 1974 

年までに入社していたと考えられる。その当時コース別雇用管理と銘打っていたわけではな

いが、女性の大卒を男性の大卒と同じに扱うことは前提とされていなかった。 

 総合職として女性を最初に採用した年度は、人事データ上では 1975 年であり、これは建築

系の採用である。幹部候補として採用したと言うことである。大卒で女性を公募したのは

1980 年度からでありこれも技術系である。土木系の女性第一号がこの年に採用されている。

幹部候補生としての女性の採用は建築系 1975 年、土木系 1980 年と技術系が早かった。ただ

当時の土木系採用の女性は男性と異なり、施工現場へのローテーションを前提としておらず、

本人たちは施工部門への配属を希望していたのに長い間男性と異なる配置におかれていた。 

 事務系四大卒はかなり遅くなり 2004 年度が公募による採用の最初である。事務の場合も

入社 3 ～ 5 年間ほどは現場に配属するのが通例なため、なかなか女性の採用に踏み切れな

かった面があったが 1999 年の改正男女雇用機会均等法施行を機に、女性活用の機運が高ま

り採用に結びついた。2005 年には施工にも配属することを前提に土木系を採用、2006 年に

は建築施工系が採用された。 

 

イ 各採用区分の採用状況 

 

図表 2－3 採用区分別採用数と勤続状況 

正社員の 

採用区分 
男女別 

１９８７年度

の採用者数

（人） 

左記のうち

現在の 

在職者数

２０００年度

の採用者数

（人） 

左記のうち

現在の 

在職者数 

直近の 

採用者数

（人） 

総合職 

男性 200 190 90 80 170 

女性 0 

若干 

（一般職から

の転換者）

若干 0 20 

一般職 
男性 0 0 0 0 0 

女性 70 20 40 20 10 

    インタビュー応答資料より執筆者作成。人数は概数である 
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(2) 管理職の登用状況 

ア 女性管理職の構成と役職 

 

図表 2－4 役職階層別男女別人数等 

  

在職者数

（人） 
男女別（人） 

女性管理職が配置されてい

る主な部門・部署 

役員クラス 70 
男性 70

 女性 0

部長クラス 910 
男性 900 本社管理部門、支店管理部

門 女性 若干

課長クラス 2,300 
男性 2,290 本社管理部門、支店営業部

門、工事事務所、営業所 女性 10

係長クラス

（同社では

課長代理）

1,160 
男性 1,140 本社研究部門、本社土木部

門、支店建築部門 女性 30

     インタビュー応答資料より執筆者作成。人数は概数である。 

 女性総合職の採用が本格化したのが最近であることから、まだまだ、管理職に占める女性

の割合は低い状況であり、課長以上の管理職に占める女性の割合は 0.3％となっている。 

 

イ 女性上級管理職の誕生時期と入社年次 

 女性が初めて部長級の役職に就いたのは 2005 年であり、土木系で 1980 年に入社した者で

ある。この部長は 2011 年にはじめて本社組織のラインの部長に就任した。事務系では一般職

から総合職に 2000 年に転換した女性が 2011 年に部長に就任している。 

 

3 両立支援制度の状況と拡充経緯 

 

(1) 育児休業、短時間勤務制度など育児・介護への参加を支援する制度 

  A 社は、1992 年に育児休業制度（子が 1 歳 6 カ月になるまで取得可能）を導入した。 

 また、1999 年には育児のためのフレックス短時間勤務制度を導入した。このフレックス短

時間勤務制度は、フレックスかつ月 30 時間までの勤務時間短縮が可能な制度である。2010 

年 6 月から、その取得対象期間を「子が小学校就学に達するまで」から、「子が小学校 4 年生

の始期に達する（小学校 3 年生修了時）まで」に延長した。 

 また、A 社の介護休業制度は 160 日取得可能であり、介護休暇として未取得年次有給休暇を

積み立てて 60 日まで利用が可能となっている。介護のためのフレックス短時間勤務制度も導

入されている。 
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(2) 育児休業等の利用状況 

 産前産後休業を利用する女性の 100％が育児休業を利用している。 

 

(3) くるみんマーク 

  A 社は次世代育成支援対策推進法に基づく、くるみんマークは取得していない。 

 

4 女性社員の活躍推進に係る取り組みとその経緯 

 

(1) ポジティブ・アクションとしての取り組み 

ア 方針の策定と明示 

  A 社ではポジティブ・アクションを方針化している。会社の HP 上で明らかにしている CSR

の取り組みにおいても、「社員を大切にする人事制度」として「個性が生かせるダイバーシ

ティ」の中に「女性の活用推進」が明示されている。あわせて「ワークライフバランス」の

推進も明示している。また A 社グループの企業行動規範には、差別をしない、多様な人材が

個々の能力を十分発揮できる人事処遇を掲げている。女性の採用や管理職登用についての数

値目標などは設けていない。 

  A 社のポジティブ・アクションとしての取り組み内容についてインタビューシートの選択

肢から選ぶと、下記の事項が当てはまる。 

 

２．新規採用時における女性の積極的な採用 

３．女性がいない・少ない部門・部署、職域・職務への積極的な配置 

９．モデル（模範）となる女性社員の育成 

１０．メンター（助言・指導者）の導入など女性が業務やキャリア等について相談しやすい体制の整備 

１４．男女で公正な人事考課を行うための評価者研修 

１５．自己申告制等、男女に隔たりなく希望に応じ登用・配置するための体制の整備（注：社内公募制は実

施していない） 

１６．（コース別雇用管理制度を導入している場合）コース転換の円滑化（資格要件の緩和）や、コース振

分け時期の変更、コース区分の見直し等 

１８．職場風土の改善（とりわけ中間管理職や同僚の男性等の意識啓発） 

 

 このうち、特に力を入れている項目は、2 と 3（太字）である。ただ数値目標を置いた取

り組みはしていない。数値目標に慎重な理由は、いまひとつ水準に達しない人を無理して上

げたり採用することにより、その女性がネガティブな見方をされたり、結局ダウンしてしま

うといったことがあるといけないからである。現段階では優秀者を厳選して採用、昇進させ

た方がいいというのが人事部の認識である。 
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イ 取り組みの理由 

 ポジティブ・アクションに取り組む理由についてインタビューシートの選択肢から選ぶと

以下が当てはまる。 

 

１．女性の能力を有効に活用し、経営の効率化（生産性向上や競争力強化）を図るため 

３．職場のモラール向上に資するため 

４．企業のイメージ・アップを図るため 

５．優秀な人材を確保するため 

８．企業の社会的責任を果たすため 

９．男女雇用機会均等法等法令の趣旨、男女共同参画基本計画等を踏まえて 

 

 期待する効果としては、女性社員の意識・意欲が向上し、社員全体の生産性が上がる（資

産の有効活用）ことや、女子学生の就職希望者数を増やすとともに、優秀な人材を確保する

ことが挙げられる。また、働きやすい職場環境づくりから、働きがいのある職場へといった

流れができることや、職場が明るくなりコミュニケーションが良好になること、企業イメー

ジの向上といったことがある。 

 また、取り組み開始には、1999 年の改正男女雇用機会均等法の施行が一つのきっかけと

なったともいえる。 

 

ウ 取り組みのための組織 

 人事部にダイバーシティ担当部長をおいて推進している。 

 

エ ポジティブ・アクションの取り組み効果 

 数字で表すのは難しいが、着実に効果は上がっていると実感している。男性社会と言われ

てきた建設業界にあって、2000 年対比で総合職採用に占める女性の割合は 10 倍に増加し、

一般職から総合職への転換（累積 44 人）も進み、管理職女性も 1.2 倍になるなど、女性の活

躍の幅は少しずつ拡がっている。 

 

(2) 女性活躍推進にかかる取り組み経緯 

 育児休業取得や職場復帰のサポート等、当初は就業継続支援を中心としていた女性活用の

取り組みは、1999 年の男女雇用機会均等法の改正を機に、ポジティブ・アクション（活躍

推進）を意識するようになった。同年人事部にポジティブ・アクションを推進するための担

当女性管理職を配置し、女性社員の①新卒採用の拡大②職域の拡大③一般職から総合職への

職務変更の実施④意識啓発―に取り組んでいった。 
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(3) 新卒女性社員の採用拡大 

 前述の通り、現在総合職の中で 8 種類の採用区分（事務系、土木系、建築（施工）系、建

築（設計）系、建築（設備）系、機電系、情報系）、開発系があり、それぞれの区分ごとに

その責任者が採用や育成方針を決定していた。そのような中で 1999 年の改正男女雇用機会均

等法施行までは、女性の総合職採用は建築や土木の設計技術者や研究員にほぼ限られてきた。

また、建築については設計、施工、設備の各部門で専門人材を育成する一方、土木系は設計、

施工、研究をローテーションさせながら人材育成する制度を採っていたが、女性は設計と研

究にしか配属してこなかった。これらは皆、女性を現場に配属することが難しいと考えられ

たためである。そこで、女性の職域を拡大するには、そもそも入口段階からそうしたキャリ

アに進む（現場に配置する）ことを前提にした採用から始める必要があった。 

 人事部としては各種採用担当者に対して、男女雇用機会均等法改正等を踏まえ、女性も男

性と同じように採用していかなければならない時代になったのだからと働き掛けていった。 

 現在、総合職採用にしめる女性割合は 11％程度。2008 年度のピーク時は 14％を超えたこ

ともあった。最近は女性応募者が急増しており、採用率の目標や上限はないものの、能力レ

ベルが高いことから女性候補の間の選別が難しくなっている。 

 

図表 2－5 採用区分別女性採用数の推移 

新卒採用 ２００２年 ２００４年 ２００６年 ２００８年 ２０１０年 ２０１１年 

事務 0 2 3 8 7 4 

土木 1 2 1 3 4 6 

建築 3 3 7 14 15 10 

数理 0 0 0 0 0 0 

機電 0 0 0 2 0 0 

計 4 7 11 27 26 20 

総合職採用

に占める女性

の割合（％） 

2.9 7.3 8.5 14.4 14.1 10.8 

      会社説明資料などより執筆者作成 

 

(4) 職域の拡大 

 女性社員の職域拡大に関しては、①（上記・新卒女性社員の採用拡大を受けた）現場への

配置②営業職への配置③グループ内外への出向に取り組んでいった。現在、女性社員が配置

されていない部署・職務はなく、女性の管理職も事務系・部長クラス、営業系・課長クラス、

土木系・部長クラス、施工系・現場副所長、建築系・課長クラスなど、広く配置されるよう

になっている。 

 現場への配置を前提とした採用については、総合職事務系は 2004 年度から、土木系は

2005 年度から、施工系は 2006 年度から開始した。各々、採用年度に実際に現場へ配置して

きた。 
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 それまでは、現場に出て仕事をしたい、と考える女性がいてもなかなかチャンスが巡って

こなかった。トイレや宿舎、休憩所など現場の環境面をはじめ、一部には（女性を忌む）風

説や慣習もあった。また、業界の雰囲気的なものがあり、女性の配置が難しかった。そうし

た中で、人事部が旗振り役となって『まず仕事をさせてみてから判断してください、こうい

う仕事は大丈夫ですから気にせずさせてください』と個別に細かいフォローを入れながら説

得を重ねた。現場への配属を願い続けてきた女性社員らがパイオニアとなり、現場で徐々に

認められるようになり、活躍の場が現実のものとして拡がっていった。 

 現在、女性総合職 184 人中、計 45 人（土木系で 12 人、建築施工・設備系で 23 人、機械技

術者で 2 人、事務系で 8 人）が、現場における勤務に就くようになっている。当初は抵抗感

を示す現場もあったが、実際に女性を配置してみると評判が良かった。現場所長や工事課長

に面倒を見てもらいながら、女性ならではのコミュニケーション能力で近隣住民や作業員と

の意思疎通を図りながら業務を円滑にこなし、また、協力会社の職長にも可愛がられた。建

設現場は典型的な 3Ｋ職場と言われるが、女性を配置することで雰囲気は明るくなり、結果

として職場環境の見直しにつながり、男性社員にとっても働きやすくなった。また、顧客側

にもキーマンとして女性がいることが多くなったため、女性の現場配置は社会的にも歓迎さ

れるようになった。 

 一方、現場以外の職域拡大も進んでおり、営業職として現在、4 人を配置している。単品

受注生産が前提である為、一般的な物を売り歩く営業とは大きく異なり、計画や技術を売り

込む営業スタイルとなる。ビジネスの特性上、トップ営業も多くなり、そういう営業スタイ

ルで成果を上げてきた管理職が多いため、営業はやはり男性でなければという意識も払拭し

切れていないかもしれない。 

 

(5) 一般職から総合職への職務変更の実施 

 従来から、一般職で入社後、実力が認められて総合職にコース変更される女性も存在した。

ただし、制度自体は現業の男性を中心に総合職へ引き上げる意味合いが強かった。当初、

コース変更された女性に対しては、総合職に上げることでそれまでの貢献にこたえるといっ

た風潮があり、その後の活用についてはあまり考えられていなかった。 

 現在は、管理職候補にふさわしい意欲、能力等を備え将来はライン課長以上で活躍できる

社員の掘り起こしに努め、本人ならびに職場の活性化を図っている。 

 

5 女性社員の活躍推進に係る課題意識と今後の取り組み 

 

 女性社員のさらなる活躍推進に当たって、同社では①長時間労働（結婚・出産、育児等と

の兼ね合い）の軽減②男性管理職（部課長）の意識改革③女性社員への多様なキャリアモデ

ルの提示やライフステージに合わせた配置への配慮―等が課題になるとみている。 
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(1) 長時間労働の問題 

 建設業の仕事は、納期があるにも係わらず、現場は屋外で天候に左右されやすく、スピー

ドアップの要求が高まるなか、品質・安全等に求められる水準も高度化しているため、長時

間労働に陥りやすい傾向がある。そのため、家庭との両立が求められる女性は言うまでもな

く、男性社員も含めて長時間労働の解消が課題となっている。時短キャンペーンやノー残業

デーなどを通じ、「それぞれの現場・立場で、身近にできることからいかに WLB を進めても

らうか、むしろタイムマネジメントという観点でどう効率的に終わらせてもらうかの働き掛

けを進めている」。 

 

(2) 管理職の意識改革の問題 

 現場に出る女性社員は着実に増え、男性社員の理解も進んだとはいえ、ジェンダー区別意

識がなくなったわけではない。とくに 40 代後半～50 代の男性管理職のマインドセットが課

題となっているそのため、評価者研修では性差を影響させない考え方を徹底するようにして

いるが、加えて「ポジティブ・アクション研修にも取り組みたいと思いつつ、なかなか環境

が整わない」ままになっている。ただ、新入社員については入社後、ダイバーシティ研修と

称してポジティブ・アクションやワークライフバランス等についての教育を行い、組織風土

や雰囲気の改善に努めている。 

 

(3) 女性社員へのキャリアモデルの提示やライフステージに伴う配置への配慮 

 現場に勤務する女性社員も増えてきたが、未だパイオニア的な存在であることが多いため、

気負い過ぎてしまうこともある。これに対して女性社員が男性化する必要はなく、その特性

を個性として活かせるよう人事部がどうフォローしていくか、さまざまなキャリア（ロール）

モデルをどう提示していくかが課題になる。 

 また、現場で勤務している女性社員の平均年齢は 25～6 歳であり、今後迎えるであろう子

育て期をどう乗り切るかが悩ましいところである。結婚・出産、育児等ライフステージに合

わせ、例えば子が小さい間は現場から一時的に管理部門へ異動させ、本人の不安もなくなっ

てからまた現場へ配置するなど、現場と言っても職住近接に配慮するといった、サポート体

制の工夫が必要になるとみている。 

 

6 個別テーマに係る見解 

 

(1) 育児休業中の評価 

 上位等級への進級は過去 3 年間における成績評価等で判断するが、途中で育児休業がある

場合はブランクとし、復帰後、休業前の評価と通算してみるようにしている。 
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(2) 女性の昇進意欲と子育ての関係について 

 そもそも建設業に総合職で入社してくるような女性は、それなりの覚悟を持っているので

職業意識が高い。未既婚・子の有無に係わらず、自らのキャリアを大事にしながら仕事に打

ち込んでいる。実際、女性総合職の属性を整理してみても、管理職昇進等に大差はないよう

だ。男性社員も、女性社員の働きぶりに良い刺激を受けている。 

 なお、前述の通り A 社の女性総合職が年齢が若いため、未婚者が多い。 

 

(3) 総合職以外の女性のさらなる活躍のための取り組みについて 

 一般職はあくまで、総合職の役職者の下で実務をこなしている。その上で意欲、能力等の

ある人については、既に総合職へ引き上げてきている。一般職の中にも子育てをしながら仕

事を頑張っている人もたくさんおり、一般職でも結婚・出産等に際して退職する人はほとん

どいない。 

 

(4) 管理職に占める女性比率の今後の見通しについて 

  A 社は女性も離職率は低く、定年まで働き続ける人が大半のため、総合職に限ればある年

齢以上で非役の人はいない。ポジティブ・アクションをスタートさせて以降積極採用した総

合職女性が、課長代理クラスに差し掛かっているため、課長クラスなら今後の増加が期待で

きるだろう。ただそれから先の部長クラスのさらなる増加には未だかなりの時間を要するだ

ろう。 

 なお、現在部長職にある女性の部長への昇進は、男性よりも長い期間、30 年を要した。 

 

(5) 女性の管理職登用の数値目標を掲げることについて 

 昇進・昇格要件に男女差はなく、女性だからと言って要件に満たない人を嵩上げるような

特別扱いはしていない。実際、初の女性部長もポジティブ・アクションではなくまったくの

実力で昇進した。数値目標を持つことで無理を生じ、丈に足らない人を上げることでその後

の女性管理職登用にネガティブな意見が必ず出る。結局は足枷になるだろうから、 A 社とし

て数値目標を掲げることをはじめ、人事部内の目安として持つことも含めて考えていない。 

 ただ、これまで能力発揮の機会が必ずしも付与されてこなかったケースもあるため、キャ

リアメイクを阻害しない支援体制を整備するよう、ポジティブ・アクションを推進している。

例えば、対象資格要件に満たなくても、初級・中級管理職対象の社内研修に参加させるなど

している。また、女性社員の採用にも引き続き注力していく。総合職に占める女性比率は現

在、2.5％程度だが、少なくとも 10～15％水準へ引き上げていかなければ、一つの勢力とし

て存在し得ないのではないかと思う。 
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7 今後の政策課題についての見解 

 

(1) 女性の管理職登用を進めるのにもっとも必要だと思うこと 

 女性の活躍を推進するためには、育児休業など両立支援制度を整備するとともに、セク

シュアルハラスメントを防止し、ジェンダーフリーの意識を徹底する必要があると思う。弊

社ではそのための体制づくり（セクハラ・パワハラ防止規定の就業規則への明記、本社・支

店に相談窓口（担当者）の設置、管理職研修で役割分担意識改革プログラムを実施等）にも

取り組んできた。 

 その上で、男女雇用機会均等法改正以降に採用された女性総合職社員については男性社員

と遜色なく昇進していくと考えられる。 

 しかしながら、更に短期間で女性管理職を増加させるとなると、A 社はコース別管理をし

ているため現一般職社員の総合職への職務変更が必要となってくる。長く補助業務を担当し

てきた一般職社員を管理職に登用するには、現状満足層の女性社員の意識改革とマネジメン

ト能力をつけるための教育、また男性管理職の意識改革が必要と考える。 

 

(2) 一定規模以上の企業に、女性の再四や管理職登用などについての計画の策定を求める

といった法政策についての認識と対応可能性 

 一般的に「管理職に登用して育成する」という考え方もあるが、特に技術者については建

設現場を任されることを考えると、能力の及ばない者を無理に管理職に引き上げることで重

大事故や品質低下を招く懼れもあり、ただ数値目標を掲げて数を増やすことには問題がある

と考えている。 
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第 3 節 小売 B 社 

 

1 会社基礎情報 

 

(1) 事業展開の特徴 

 持ち株会社の下に、中心企業である B 社ほか多数の同業の子会社が所属し、国内全域で事

業を展開する。海外店舗もあるが主力は国内の事業である。 

 

(2) 人事処遇制度 

ア 人事の基本方針 

  B 社は B-α社、B-β社という 2 つの会社が合併してできた会社である。 

 人事制度は両社とも既に統合されている。もともとは職能資格制度であったが、統合前に

仕事（職務）基準の制度へ転換していた。 

 いわゆる大卒についてのコース別雇用管理は実施していない。 

 

イ キャリアアップの仕組み 

 仕事基準のランクとしては、Ａ（部長クラス）、Ｂ（課長・係長クラス・・マネージャーと

呼称）、Ｃ-2（主任クラス・・アシスタントマネージャー）、Ｃ-1（一般社員…リーダー、メ

ンバー）に分けられる（図表３－１参照）。ただし、大卒の場合は入社後Ｃ-1 に入らず別の

大卒育成専用のテーブルで 4 年間処遇し、5 年目に Ｃ-2 に合流する。短大卒、高卒は正規社員

としての学卒採用でなく、契約社員としての新卒採用から、正社員登用試験を受けＣ-1 に

入ってくる。 
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B 社の仕事
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 各ステージ内でも仕事基準で細かい刻みがある。例えば同じＢのバイヤーでも売上規模な

どでグレードが異なるなど。したがって、人事ローテーションによる仕事の異動で賃金が上

下することがある。 

 

ウ 配置転換についての制度 

 年に 1 回、全員に人事異動希望の自己申告をさせている。そのほか、新規プロジェクト時

等の社内公募制や、自分で手を挙げこういう仕事をやりたいと希望してから人事と面談する

ケースもある。また、数年おきに人事担当が個人面談し、今後のキャリアについて摺り合わ

せを行う機会も設けている。 

 

(3) 従業員の年齢別構成 

 

図表 3－2 従業員の年齢階層別男女別構成と平均年齢、平均勤続年数 

 

 インタビュー応答資料 

 

2 女性社員の採用状況と女性管理職の状況 

 

(1) 採用状況 

ア 四年制大卒女性の採用開始時期 

 四年制大卒女性を最初に採用した年度は明確な記録がなく、かなり以前から実施していた

と思われる（既に定年を迎えている者もいる）。 

 

イ 各採用区分の採用状況 

 過去、高校・専門学校、短大卒で採用していた層は、月給制契約社員（ 1 年契約更新）で

の採用となっており、その後の社員定期採用は大卒のみとなっている。そのため、若年層に

は高卒・短大卒の社員が相対的に少なく高年齢層には多い。逆に高年齢層には大卒の割合が

低く、在籍する 40 代女性（1106 人）のうち、大卒・定期採用者は 2 割程度であり、同様に

50 代在籍者の女性（424 人）では 1 割程度となっている。 

 なお、契約社員から正社員への転換制度があり毎年相当数が転換している。 

 

 

在職者数

（人）
男女別

～

２０代
３０代 ４０代 ５０代 ６０代～

平均年齢

（歳）

平均勤続

年数（年）

勤続１０年

未満の

離職率

（％）

男性３，１７８ 390 560 1,156 1,072 0 43.6 21.1

女性２，９６３ 346 1,087 1,106 424 0 40.2 19.2
６，１４１



- 46 - 

図表 3－3 男女別採用者と過去採用者の勤続 

 

  インタビュー応答資料 

 

 勤続 10 年未満の離職率は、例えば 1990 年の大卒採用では現在までに、男性 192 人中 63 人

が退職（32.8％）、女性 105 人中 74 人が退職（70.5％）している。また、2009 年大卒採用で

は男性 78 名中 19 名が退職（24.4％）、女性が 65 名中 18 名退職（27.7％）となっている。最

近は離職率が低下しており、男性に遜色なく定着率が高まって平均勤続年数も延びてきてい

る。大卒はある程度定着することを前提とした数しか取っていないが、辞めるケースがあっ

ても自然に任せている。 

 

(2) 管理職の登用状況 

ア 女性管理職の構成比と役職 

 

図表 3－4 階層別男女別管理職数 

 

  インタビュー応答資料 

 

イ 女性上級管理職の誕生時期と入社年次 

 既に定年退職となっている者もおりデータとしては特段追いかけているわけではない。現

時点で 1975 年入社の女性部長がおり、まもなく定年を迎えるが、この者が管理職となったの

は 1998 年である。 

 

正社員の

採用区分

男女

別

１９８７年度の

採用者数

（人）

左記のうち

現在の

在職者数

２０００年度の

採用者数

（人）

左記のうち

現在の

在職者数

直近の

採用者数

大卒

新規

採用者

契約社員

からの

転換者

男性 102 63 63 35 36 25 11

女性 65 15 49 19 54 18 36
正社員

（内訳）

在職者数

（人）

女性管理職が配置されている

主な部門・部署

男性 43
女性 0
男性 381
女性 19
男性 2,098
女性 485
男性 456

女性 1,800
2,256

課長・係長クラス

（ステージＢ）

バイヤー、セールスマネージャー等

のほかスタッフ部門を含むあらゆる職場

主任クラス

（ステージＣ-2）

アシスタントマネージャー、アシスタント

バイヤー等のほかスタッフ部門を含む

あらゆる職場

2,583

役員クラス 43

部長クラス

（ステージＡ）
400

百貨店店長、関連会社社長、

副社長等

男女別（人）
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3 両立支援制度の状況と拡充経緯 

 

(1) 育児休業、短時間勤務制度など育児・介護への参加を支援する制度 

 

  B 社の育児休職制度は、子どもが 4 歳になるまで 1 人につき最長 3 年取得可能なものであ

る。また育児短時間勤務制度は、小学校 3 年生終了時まで取得可能となっている。なお、在

籍期間中、育児休業と育児勤務を合わせて最長 10 年まで取得可能としている。 

 この他、育児や子の学校行事、不妊治療等に取得できる「ストック有給休暇」や「看護休

暇（小学校就学前の子が 1 人の場合年間 5 日、2 人以上であれば年間 10 日・契約社員も同

じ）」等がある。 

 

(2) 職場復帰のサポートなど 

 育児休業後の職場復帰にあたっては、人事制度の説明（復職時の労務知識の向上）や職場

復帰した制度利用経験者からのアドバイスを聞ける「ワーキングマザー・セミナー」を開催

している。 

 育児勤務中の従業員が悩みや情報を共有できる「ワーキングマザー情報交換会」や、育児

休業者を対象とする「復職準備質問会」も開催。育児休業者には毎月、社内報や月次トピッ

クスレターを発送し、帰属意識の持続を図るなど、職場復帰支援を展開している。 

 

(3) 事業内託児施設の不設置 

 企業内保育施設の設置は検討したが、都心、副都心の事業所の立地（通勤ラッシュ時に育

児を都心まで連れてくること）を考え、踏み切っていない。 

 

(4) くるみんマーク 

  B-β社は合併前にくるみんマークを取得している。現在は合併後の会社として新たに一般

事業主行動計画策定届を提出しており、計画期間終了後マーク取得予定。 

 

4 女性活躍促進の取り組みとその経緯 

 

(1) ポジティブ・アクションとしての取り組み 

ア 方針の策定と明示 

 旧来から女性採用者数が多く、また業界として女性の重要度は高いことから、特段ポジ

ティブ・アクションとして取り組んでいることはない。女性に関する人事処遇は、ポジティ

ブ・アクションとしてではなく通常の人事管理として行っている。 

 下記はインタビューシートの選択肢のうち通常の人事管理として既に実現したり当然のこ
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ととして行っていることであるが、参考までに記しておく。 

 

１．女性が満たしにくい募集・採用、配置・転勤、昇進・昇格基準等の見直し 

２．新規採用時における女性の積極的な採用 

３．女性がいない・少ない部門・部署、職域・職務への積極的な配置 

４．管理職への女性の積極的な登用（要件を満たす男女がいれば女性を優先等） 

９．モデル（模範）となる女性社員の育成 

１０．メンター（助言・指導者）の導入など女性が業務やキャリア等について相談しやすい体制の整備 

１１．（結婚・出産等で離職した場合の）ОＧ登録・復職支援制度の導入 

１３．（性別の嗜好に左右されにくい）人事考課（評価・査定、昇進・昇格等）基準の整備 

１４．男女で公正な人事考課を行うための評価者研修 

１５．社内公募制や自己申告制等、男女に隔たりなく希望に応じ登用・配置するための体制の整備 

１８．職場風土の改善（とりわけ中間管理職や同僚の男性等の意識啓発） 

１９．経営層の参画（トップによるメッセージ発信等） 

２０．管理職登用を意識した、パート・アルバイト等非正社員から正社員への登用・転換 

 

イ 女性活躍推進にかかる取り組みの理由 

 ポジティブ・アクションとしてではないが、女性の活躍はインタービューシートの選択

肢の中の以下の理由で B 社にとっても重要である。 

 

１．女性の能力を有効に活用し、経営の効率化（生産性向上や競争力強化）を図るため 

２．顧客ニーズ（消費者・生活者の視点）を経営に活かすため 

 

 特に B 社の業態から顧客にも従業員にも女性が多いため、女性の活用は必須であるという

のが会社の認識である。 

 

ウ 取り組みのための組織 

 ポジティブ・アクションを実施していないので、特別の取り組み組織もないが、女性の

人事処遇は、人事部門で検討判断している。 

 

(2) 女性活躍推進にかかる取り組み経緯 

 両社とも 2000 年代にそれぞれ、女性マネジメントの積極的登用等のポジティブ・アク

ションに取り組んだ経緯がある。現在は女性の課長・係長クラスも急速に増えてきたため、

発展的に解消している。女性の部長クラス以上は少ないため、そこの意識をしている。 
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(3) 女性社員の管理職登用 

 採用の段階で女性が多いこともあり、特段のことをしなくてもやる気のある女性はアセス

メントを受けて管理職になっていく。例えば都心店舗の婦人ヤング部門でみると、最上位の

商品部長に男性と、販売部長に女性（1985 年大卒）が就いている。その下の課長・係長クラ

スにもかなりの女性が配置されていて、セールスマネージャー、バイヤーには 2000 年以降入

社の勤続 10 年程度の女性たちが普通に就いている。若手では 2004 年入社同期のトップの女

性が 7 年目でステージＢに入ってきている。 

 女性に特化して管理職にしやすくするために何か措置しているようなことはないが、ここ

10 年くらい、販売面だけでなくマネジメント面においても男女に関わらない管理職登用が実

現するようになっている。かつての女性の部長クラスは、男性以上に頑張ってきたような特

別な存在の人や、部門を特化すれば非常に得意だからと象徴的に上げたような人がいたが、

現在は他社に行っても通用するような人、結婚も子育てもしてバリバリ頑張っている普通の

人が増え、そうした良いロールモデルを部下が見て学び受け継ぎ始めている。 

 

(4) 開かれた教育機会 

 ステージＢへの昇格に差し掛かった社員には男女を問わず、通信教育及び集合教育を活用

し学ばせている。 

 また、昇格セミナー時にコーチングを学ばせたり、ビジネスゲームを行わせたりして、広

く経営的な視点・意識、ノウハウ等を養うような教育を、ここ数年テコ入れしてきている。 

 従来は、優秀な社員を社外留学させたりといったように、一部の社員にだけ経験を積ませ

ていたが、そのような形態では男性社員に偏ってしまった。 

 こうした方針を転換し、男女に関わりなく広く教育機会が開かれたことで、女性管理職登

用にも拍車が掛かっている。 

 

(5) 職場の意識啓発 

 元来、女性が多い職場であり、男性にとっても入社 2 ～ 3 年目から年長の女性たちをマネ

ジメントすることを求められて育つため、セクハラ自体は少なく、セクハラしたら全員に嫌

われて働き続けられないという意識が定着していると人事担当はみている。 

 しかし、ハラスメントはセクハラに限った話でなく、またセクハラについても男性に限っ

た話ではない。女性管理職も増えていることから、従業員が互いを尊重し生産性の高い職場

環境を築くための活動を（2007 年の均等法改正で措置義務に厳格化される以前から）継続し

て行ってきている。女性を「女の子」「おばさん」、同様に男性を「坊や」「おじさん」と呼

ばないなど、日常の会話や行動に潜む「ハラスメントをしない・させない・見過ごさない」

ハンドブックを作成し、全員に配布して、性別に関わりないセクハラ・パワハラ防止の意識

啓発を強化している。また、労使で「ハラスメント防止対策委員会」を設置し、アンケート
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調査の実施や広報誌の発刊、ホットラインでの相談対応等も行っている。 

 

5 個別テーマに係る見解 

 

  B 社人事担当としての見解は以下である。 

 

(1) 育児休業等の時期の評価と昇格について 

 ステージＣ-2 までは、実際に勤務をすることが上に上がる条件になるが、Ｃ-2 からＢに上

がる時からは、復職後 1 年のフルタイム勤務があれば、昇格考課23さえ良ければ外部アセス

メントを受験する候補者になることは可能。昇格考課は単年度で行い、過去 3 年間の評価を

見たり、ポイントの蓄積を見たりはしない。ただ、過去どのような仕事経験をしてきたかと

いったことを聞くので、結果としてある程度の勤務経験を要することにはなるだろう。 

 

(2) 女性の昇進意欲と子育ての関係について 

 女性の中には、ステージＢに上がっても家庭責任等で転勤はできないからステージＣ-2 の

ままいたいといった層は確かにいると言うのが人事担当の認識である。一方で、子どもが 2

人いても、必要最低限の育児休業の後はばりばり働き部長になる女性もいる。ただこの傾向

は女性に限った話ではなく、男性にも同様のケースがあり、昇進意欲の相違は未既婚・子の

有無に依るわけではなく、本人の仕事とプライベートのバランスのとり方ではないだろうか

と理解している。 

 

(3) 家庭生活優先型、ワーク・ライフバランス型の働き方での昇格可能性について 

 これまでは結果として、長い間プライベート重視の働き方をしてきたような女性で、ステー

ジＡまで上がった人はあまり出てきていない。だが、これからはそのようなタイプの女性で

Ａを目指す人も増えてくると考えている。問題はその間の過ごし方である。優秀な人でも、

外部アセスメントに合格するには、柔軟性や感性がある 40 代のうちにチャレンジする必要が

あるだろう。50 代になって、40 代とのグループディスカッションをこなしていくことは大変

である。ライフ・キャリアプランは自分で描けるものだとしても、昇格のタイミングに遅れ

ずキャッチアップする努力は求められるだろう。 

 

(4) 総合職以外の女性のさらなる活躍のための取り組みについて 

 旧短大・高校卒等採用の女性でも皆、ステージＣ-2 までは普通に行くが、それ以上は躊躇

するような状況にある。大卒はステージＣ-2 に 1 年以上でステージＢに上がるアセスメント

                            
23 昇格考課は通常の賃金決定のための考課とはわけて実施している。一緒にすると昇格に近い時期の人に高い

評価をつけ、相対的に若い層の評価が低くなってしまうのでこれを防ぐ狙いがある。 
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にチャレンジしてくるが、短・高卒等は 10 年程度要したり、あるいはステージＣ-2 でキャ

リアを終えていく人も少なくない。 

 また、短大・専門学校卒等を月給制契約社員へ切り換えて以降は、年間 30 人強の契約社員

を社員へ転換しているが、その際はステージＣ-2 の主任ができるか否かを重点に判断してい

る。契約社員当時のいわゆる販売のエキスパートから一歩進み、ある程度、主任クラスの仕

事はしてもらう前提はあるが、将来の伸び代まで勘案するというよりは、確実に主任クラス

の仕事までできそうかで判断している。 

 人事部としては、店頭でしっかり頑張っているような女性たちこそが、昇格していけるよ

うなキャリアパスを重視していきたいと考えているが、ステージＣ-2 からＢへの昇格を目指

すかどうかは、本人の希望に依っている。Ｂに上がると、例えば、得意としていた婦人から

未経験のリビングなど、同一店舗内でも知らない分野を含めて部門をまたぐ異動の可能性が

高くなるし、場合によっては海外店や出向を含め、規模の異なる店舗―店舗間、あるいは店

舗の販売部門―本社のスタッフ・営業等部門間といった、転勤の可能性も高まってくる。そ

のような辞令が来るかもしれない覚悟を持つことになるので、結果として手を挙げる人がご

く一部にとどまっている可能性はある。 

 

(5) 管理職に占める女性比率の今後の見通し 

 部長クラスの女性が量産されてくるのは、7～8 年先になるのではないかと考えている。大

卒については、バブル期の 1990 年代前半に入社の固まりがあり、現在、初級管理職（ステー

ジＢ）に大人数がなっている。ステージＢ以上への昇格には外部アセスメントを活用するが、

最近のアセスメント結果をみると女性の質がよい方向へ大きく変わってきているように感じ

られる。かねてより頭は良かったが、先述したような育成プロセスによって揉まれた結果、

さらに人を束ねる力や分析して切り込んでいく力など非常に高い能力を持つ人材がみられる

ようになってきている。こうした層は着実に形成されているが、この世代が部長クラスに上

がってくるにはもう少し時間を要する。役員クラスともなればさらに先の可能性がある。 

 

(6) 女性の管理職登用の数値目標を掲げることについて 

 管理職に占める女性比率については、とくにステージＡは課題意識があり、もう少し昇格

させたい。ただ、人事から各部署にアセスメント受験候補者をエントリー依頼するときも、

取り立てて女性を出して欲しいということはしていない。意図して女性をエントリーさせ

る・昇格させるような数値目標を明確には持っていず、あくまでも審査は男女問わず公平に

実施している。 
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6 今後の政策課題についての見解 

 

  B 社人事担当としての見解は以下である。 

 

(1) 女性の管理職登用を進めるのにもっとも必要だと思うこと 

  B 社では、結婚・出産・育児、介護等を経ても意欲のある社員を支援し、それぞれのライ

フステージで安心して働き続けられる環境づくりに取り組んできた。短時間勤務は日中のシ

フト固定となりオペレーションが大変になったり、夕方の店頭販売員が手薄にならないよう

人員を用意するなど、経済的な負担があるものの、従業員のモチベーション面での効果を享

受してきた。例えば、月給制契約社員にも社員同様の育児休職・短時間勤務制度を 2 年前に

導入したところ、定着率が着実に向上した。出産・育児等を経てもずっとこの会社にいられ

るだろうという安心感が高まったとみられる。 

 ただ、ステージＣ-2 程度にとどまる層の定着率等には効を奏しても、それでより上位に昇

格しようかというと別の話である。むしろステージＢ以上とりわけＡまで行く場合には、両

立支援制度の拡充はあまり関係がない。昇格への意識が高い人は結局すぐフルタイム勤務に

復帰してくる。実際、部長クラスにいる女性をみると、子どもを 2 人持って産前産後休暇、

育児休職も半年～ 1 年程度は取得するけれど、ブランクが空くので、会社の制度は関係なく

最低限のものしか取らずに復帰している。だから、むしろ部長クラスの女性が増えるよう強

化したいのなら、現在の両立支援拡充の方向性は違うのではと思う。要は企業が、どのよう

に女性を活用したいかに係っているだろう。 

 その上で、部長クラスの女性を増やすための方策としては、やる気のある女性が早期にフ

ルタイムで復職できるよう、保育環境を拡充すべきである。流通業界は土日も営業し、ロー

テーションで遅番のシフトもあるので、土日開設や保育時間の延長を措置してもらいたい。

現在は、祖父母に預けられる場合等のみ、フルタイム勤務でのキャリア継続が可能になって

いる感覚だが、保育環境が拡充されれば、やる気があっても子どもを物理的に預けられない

ために短時間勤務せざるを得なくなっている女性の解消に寄与し、昇格者の増加にもつな

がってくる可能性があるだろう。また短時間勤務は、我々のように夕方に顧客が集中して忙

しくなる業界ではなかなか難しいという事情もある。短時間勤務者の 9 割は朝番を選択する

ので、残った通常勤務者が遅番をカバーせざるを得ず、不公平感の解消も課題になっている。 

 

(2) 一定規模以上の企業に、女性の採用や管理職登用等について計画の策定を求めると

いった法政策についての認識と対応可能性 

  B 社においては業界特性として女性採用が多く、またステージＢには大多数の女性がいる

ので課題は少ないであろうが、業界によっては大変ではないかと考える。 
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第 4 節 エネルギーC社 

 

1 会社基礎情報 

 

(1) 事業展開の特徴 

 国内の法人、個人の顧客 1000 万件以上に対してエネルギー関連事業を行う。 

 

(2) 人事処遇制度 

ア 人事の基本方針 

  C 社においては職能資格制度に基づいた人事処遇を行っており、現在の制度は 2003 年度に

完成したものである。いわゆる生え抜きを中心とした長期継続雇用型の人事管理を行ってい

る。コース別雇用は行っていない。現場での業務に就く社員の数も多い。 

 

イ キャリアアップの仕組み 

  C 社における職務等級と役職の関係は以下のとおりである。大卒で入社した場合、初任 1

年の後、担当職から階段を上がっていく。担当職 6 階層（ 1 級Ａ、Ｂ 2 級Ａ、Ｂ 3 級Ａ 

Ｂ）、指導職 4 階層（1 級Ａ、Ｂ 2 級Ａ、Ｂ）、主幹職 2 階層（1 級、2 級）、幹部職 2 階層

（1 級、2 級）の計 14 階層になる。階層ごとの給与レンジに一定の重なりはあるが、昇格しな

ければ処遇は大きく改善しないシステムになっている。 

 大卒の場合、入社後主幹職に到達するには、最短で 10 年程度、幹部職に到達するには同じ

く最短で 20 年程度が目安になる。 

 

図表 4－１ 職務等級と役職の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

・会社側説明資料及びインタビュー内容より作成。 

・上記表中の「手当」は家族手当である。また本社の部長クラスは一部を除き職位の呼称

はマネジャーである。担当部長も同様。 

 

 

区分 等級 ランク 処遇

1級 本社部長クラス

２級
本社担当部長

現場部長クラス

１級 課長クラス

２級

１級 Ａ・Ｂ

２級 Ａ・Ｂ

１級 Ａ・Ｂ 月俸+本人給+手当

２級 Ａ・Ｂ

３級 Ａ・Ｂ

管

理

職

層

非役

役職目安

初任（１年）

年俸

月俸

職能給+本人給+

手当

幹部職

主幹職

指導職

担当職
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ウ 評価制度の概況 

  C 社の人事考課は能力育成考課と業績考課の 2 本立てである。業績考課には、目標管理制

度を取り入れている。能力育成考課及び業績考課の結果は、職能資格基準に基づく「昇格」

に影響し、業績考課結果は部門査定（相対評価）を経て「賞与」及び「月例賃金」に反映す

る。なお、年俸・月俸の同一資格内の号俸は、一定期間の賞与成績の累積ポイントに基づい

て決定される。これらは、昇格における検討の一要素となる。昇格は、様々な要素を総合的

に評価して決定されるため、業績考課結果が即昇格につながるわけではない。 

 能力育成考課結果や社内キャリアの記録等を含む「人材開発シート」を用いて毎年 9～10 

月にキャリア面接を行い、異動希望等もこの時点で聴取して、人事に報告する。本人には上

長からのアドバイス部分のみ開示する。また、業績考課については、目標の設定と達成度確

認のため、年度はじめ、中間、期末の計 3 回、「ミッションシ－ト」を用いた直属上長との

面接を通じて行う。 

 またこれらの考課を的確に運営するため、考課者訓練を行っている。 

 

エ その他配置、能力開発に関する制度24 

 通常の人事異動を補完する制度として、新規事業等に対して社員が自発的に応募する「人

材公募制度」と、社員自ら希望する職務にチャレンジできる「FA 制度」を設けている。 

 幹部社員に対しては、期待役割と能力の発揮方法によりスペシャリストとビジネスリーダー

の 2 コースを設定し、管理能力に加え、高度な専門性を持った人材の育成を目指している。 

 人材育成は、「職場での上司による仕事を通じた指導育成（OJT）」を中心に、「教育・研修

（Off-JT）」、「本人による自己啓発」「異動・ローテーション」等を効果的に組み合わせて社

員の能力開発を実施している。 

 

(3) 社員の構成 

 

図表 4－2 C社の正社員の男女別年齢別構成、平均年齢、平均勤続年数など 

男女別 
～ 

２０代 
３０代 ４０代 ５０代 ６０代～

平均年齢

（歳） 

平均勤続 

年数（年） 

勤続１０年 

未満の 

離職率（％） 

男性 ７,２７８ 1,055 1,291 2,158 2,751 25 44.5 24.0  0.6 

女性   ９２５ 130 266 423 106 0 40.3 19.0  1.6 

    インタビュー応答資料。 

 

 

                            
24 この項目の記述は、D 社の CSR 報告書による。 
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2 女性社員の採用状況と女性管理職の状況 

 

(1) 採用状況 

ア 四年制大卒女性の採用開始時期 

 四年制大卒女性を最初に採用した年度は不明である。ただし男女雇用機会均等法が導入さ

れた 1987 年以降、採用数は増加している。その以前にも、採用実績はあった模様である。同

社はコース別雇用管理を採用していないため、管理職候補として女性を採用した年度につい

ても同様となる 

 

イ 採用状況の推移 

 新卒採用は、時代を反映して 1992 年をピークに減っていき 2000 年ごろには 70 人程度まで

絞り込まれた。2008 年は 100 名程度だったがその後徐々に増え、現在は男女合わせて 260 名

前後となっている。近年は、同社の仕事の多くを占める現業・土木系の高卒採用（工業高校

卒中心）を増やしており、この高卒の区分では女性が少ないことから、結果として新卒採用

全体に占める女性の絶対数・割合とも少なくなっている。 

 直近 2011 年の採用では、院・大卒 105 人のうち女性は 14 人（13.3％）、高専卒 4 人のうち

女性 2 人（50.0％）、高卒 155 人のうち女性 2 人（1.3％）の計 264 人中 18 人（6.8％）と

なっている。 

 今後の展望としては、高卒が採用の 6 割を占める中で、そこでの女性比率が極めて低く、

女性が増えることも期待できないことや、大卒の中でも技術系職種は求められる専攻の母集

団に女性が少ないこともあり、女性比率の著しい上昇はおきにくい。 

 

図表 4－3 新卒採用の学歴男女別内訳 

  

2005年 

4月入社 

2006年

４月入社

2007年

4月入社

2008年

４月入社

2009年

４月入社

2010年 

4月入社 

2011年

4月入社

計 

男性 88 80 94 93 171 244 246 

女性 12 19 19 24 28 22 18 

女性比率 12.0  19.2  16.8  20.5  14.1  8.3  6.8  

大卒大

学院卒 

男性 38 31 47 42 59 73 91 

女性 10 18 17 18 22 17 14 

女性比率 20.8  36.7  26.6  30.0  27.2  18.9  13.3  

高専卒 

男性 5 4 4 3 5 10 2 

女性 2 1 1 4 3 2 2 

女性比率 28.6  20.0  20.0  57.1  37.5  16.7  50.0  

高卒 

男性 45 45 43 48 107 161 153 

女性 0 0 1 2 3 3 2 

女性比率 0.0  0.0  2.3  4.0  2.7  1.8  1.3  

   上記の表は C 社 CSR 報告書より作成 

 



- 56 - 

図表 4－4 採用とその後の就業継続状況 

  男女別 
1９８７年度の 

採用者数 

左記のうち 

現在の在職者数

２０００年度の

採用者数 

左記のうち 

現在の在職者数 

直近の 

採用者数 

正社員 

男性 188 174 63 62 246

女性 

75 43

7 6 18

うち

高卒29名

短大卒37名

大卒事務 4名

大卒技術 5名

うち

高卒20名

短大卒20名

大卒事務 1名

大卒技術 2名

  計 263 217 70 68 264

    インタビュー応答資料。在職者は 2011 年 4 月現在。直近の採用者は 2011 年度。 

 

 1987 年ごろの女性の採用は、高卒、短大卒が多くを占め大卒は事務技術を合わせ 10 名に

満たなかったが、採用者に占める女性の割合は比較的高かった。その後 2000 年ごろになると

不況により採用を一番搾りこんでいた時代で女性の採用も非常に少なくなった。直近の採用

者を見ると、女性の採用数は増えているが、採用者全体に占める割合は 2000 年（11％）より

さらに低く（7％）なっている。 

 

(2) 女性管理職の登用状況 

 

図表 4－5 階層別男女別管理職数 

  
管理職 

名称 
在職者数 男女別人数 女性管理職が配置されている主な部門・部署 

役員クラス 執行役員 24 
男性   24

  
女性    0

部長クラス 幹部職 573 
男性   568 本社のシステム系マネジャー、本社の広報系マ

ネジャー、支店長（地域の広報）等 女性    5

課長クラス 

主幹職 3019 

男性  2855   

係長クラス 女性   164   

   2011年 8 月 1 日現在。インタビュー応答資料とインタビュー応答内容より。役員数は、会社HPより。 

 

 上記のように、女性に占める管理職の比率は、幹部職で 1 ％弱、主幹職で 5 ％程度となって

いる。 

 

3 両立支援制度の状況と拡充経緯 

 

(1) 育児休業、短時間勤務制度など育児・介護への参加を支援する制度 

 両立支援制度については、育児休業や介護休業の法制化や改正のタイミングごとに拡充し
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てきた。 

 1992 年 1 月より社内制度化された育児休職制度は、2003 年 7 月から子どもが満 3 歳に達し

た直後の 4 月末日まで取得可能とするよう拡充した。 

 育児勤務制度は、その適用期間を妊娠中および子どもが小学校 3 年生を卒業するまでとし、

① 1 日 2 回までかつ 1 日につき 2 時間以内の勤務時間を免除する「育児時間」②当該月の所

定勤務日数× 2 時間を上限に勤務時間を免除する「育児のためのフレックス・タイム制」の

選択が可能な制度となっている。 

 男性の育児休業取得者はこれまでに 3 人であり、まだ職場に定着したとは言えない状況で

ある。 

 このほか、女性の産前産後休暇に対応するものとして、男性の場合は配偶者出産に伴う 5 

日間の「特別休暇」が使えることとなっている。 

 1992 年 1 月より制度化された介護休職制度は、現在は 3 年以内に拡充されている。 

 

(2) フレックスタイムなど柔軟な働き方を認める制度 

 交替制の職場以外、全社的にほぼフレックス・タイム制が適用されており、半日休暇もあ

る等時間管理は比較的自由度が高い。 

 また、2010 年度からは子や孫の保育園や学校等の行事に参加するため「保存休暇」を取得

できるよう制度を拡充した。 

 

(3) 育児休業等の利用状況25 

  C 社の育児休職利用者は、2010 年度で 101 名（うち男性 1 名）、育児勤務については 202

名、介護休職については、5 名となっている。 

 

(4) くるみんマーク 

  C 社は、次世代育成支援対策推進法上のくるみんマークは取得していない。 

 

4 女性の活躍推進にかかる取り組みとその経緯 

 

(1) ポジティブ・アクションについての現在の認識 

  C 社では、ポジティブ・アクションとして意識した取り組みはしていない。したがって、

採用数や管理職にしめる女性比率等の数値目標はなく、ポジティブ・アクションのための特

別な組織は設けていない。 

 CSR として、人権尊重を基盤にした「公正な採用選考」と、社員一人ひとりが能力を充分

                            
25 この項目の記述は D 社 CSR 報告書による 
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に発揮できる「差別のない明るい職場づくり」等を掲げている。 

 女性社員の活躍推進を目的化してはいないが、①性別や学歴等に依らない公正な採用②適

性や育成等を勘案した配置③能力・成果等に基づく昇格・昇進―を徹底させることで、結

果として女性社員の活躍の場が拡がってきた。また、男女を問わず両立支援制度を充実させ

てきたことも、結果として女性社員の継続就業に寄与してきた。 

 

(2) 公正な採用 

 「ＯＰＥＮ ＦＡＩＲ ＨＯＴ」をスローガンに、日本経団連「採用選考に関する企業の

倫理憲章」を遵守しながら、公正・公平で透明性のある採用活動を行っている。 

 

(3) 性別によらない配置 

 以前は、そもそも女性社員が身近にいたことがないという職場も多かった。ここ 10 数年、

少しずつ各職場への女性配置が進んできた。現在では、支社（地域広報等）や営業所（現場

の管理等）に配置される女性は着実に増え、技術系を中心とする現場の業務でも配置がみら

れるようになった。 

 一方、現在でも、交替勤務職場に女性社員は配置していない。更衣室や宿泊施設など環境

整備面での課題が未だ残っているほか、過去に前例がないことから、配置を躊躇してしまう

という事情もある。 

 他方、一般家庭のお客さまからは、女性社員の方が安心で家に入れやすいというお声もあ

り、現場や営業にこそ戦略的に、もっと活用していくべきではないかといった社内意見も出

始めている。 

 

(4) 能力に基づく昇進 

 男女雇用機会均等法導入 20 年以上が経過し、ここ数年は女性管理職の割合も伸び続けてい

る。 
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図表 4－6 管理職にしめる女性の割合 

 

        データは C 社ＣＳＲ報告書による。ここでの管理職は主幹以上である。 

  

(5) 女性社員の定着促進 

 仕事と生活の両立支援制度を充実させてきたことで、現在では出産・育児等に伴う退職は

ほとんどみられず、職場でも継続就業が当然と受け止められる環境が整えられてきた。その

ため、女性社員の平均勤続年数は 2004 年度当時の 15 年程度から、2010 年度現在では 19.0

年（男性は 24.5 年）、同様に平均年齢は 36 歳程度から 40.4 歳（男性は 44.7 歳）と着実に上

昇してきた。 

 

(6) キャリアモデルの構築 

 女性のキャリアモデルを作る必要性は、感じているが、現状ではまだ十分その体制になっ

ていない。女性の絶対数が少ないことと、力を発揮しやすい職場の数も少ないことから、会社

としてもキャリアモデルを作りにくかった事情がある。キャリアモデルについては、後述する。 

 

(7) 対外的アピールの意味での女性役員登用、組織体制整備への認識 

 他社では、女性役員を外部から登用したり、対外的にダイバーティをアピールする意味

でも女性役員を登用するということも行われていることは意識している。このようなパター

ンまで踏み込むべきかについては、検討するべきかどうかを思案中といった状態である。た

だ、ダイバーシティ推進室などの特別の組織を作ることと女性をしっかりと評価するかどう

かは別だと考えている。 

 なお、現在、人事制度全体の見直しの動きの中で、その分科会として人事部内で女性活躍

のワーキンググループを作って様々な課題を議論している。最近立ち上げられたもので、人

事部長がキャップでメンバーには人事部内の女性社員も含まれている。 
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5 個別テーマに係る見解 

 

(1) 育児休業等の時期の評価と昇進昇格について 

  C 社において、昇格は前述のように業績評価を含む総合的な評価の中で行われる。育児休

業期間については、個別に配慮することになる。育児休業に加えて、育児休業後に短時間勤

務を選択する人も多く、結果として昇格が同期に比べて遅くなることがある。 

 主幹職 2 級以下では、アウトプットが労働時間に比例する面もあり、同期の男性社員に比

べて、仕事をする上での時間的制約があることから、男性社員の昇格が早くなる傾向はある。 

 

(2) 女性の昇進意欲と子育てとの関係について 

 女性管理職の昇進に対する考え方は、家族構成等に関わらず様々である。ただ、出産・育

児等を経る場合、現在のように両立支援制度が整備され、育児休業や育児に伴う短時間勤務

をどの程度取得するかについては、悩ましいといった声も女性活躍ワーキンググループの中

で聴かれた。育児休業は早ければ 2 カ月～半年で戻ってくるケースもある一方、会社がそう

した働き方を許してくれるのであれば、とりあえずは制度を最大利用しようとするケースも

ある。 

 人事担当者としては、育児休業や短時間勤務を取得後も引き続き活躍してほしいと考えて

いる。しかし女性社員は、そうした後に自分が会社の中でどのように評価されるのか、どう

いった仕事を与えてもらえるのか等の不安があるようだ。 

 現在、女性の幹部職がポストに就任し始めているが、キャリアモデルはまだ不足している。

会社がどのような職務を任せ、女性社員自身もどのように応えていくかというモデルを作っ

ていきたい。既に両立支援制度は整備され、継続就業が当然の環境になったのだから、これ

からはどうしたら、女性社員も持てる能力を最大発揮し、働いていけるのかという部分を、

考えていかなければならない。 

 

(3) 管理職にしめる女性の比率の今後の見通しについて 

 現在、大卒女性の安定的採用期以降の層が主幹職域に入ってきているため、管理職に占め

る女性比率が当面増えていくことと思われる。 

 

(4) 女性の管理職登用の数値目標を掲げることについて 

 現在の制度の中で、平等にチャンスが付与されて期待する役割を果たし正当に評価される

ことで、結果として、女性管理職の増加にもつながっていくことがもっとも望ましい。ポジ

ティブ・アクションとして管理職に占める女性比率を増やす等だけでは女性活用の本来の目

的にそぐわないのではないか。女性活躍のワーキンググループでも、単に女性だけを取り上

げて検討することについては様々な意見があった。 
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6 今後の政策課題についての見解 

 

(1) 女性の管理職登用を進めるのに今後必要だと思うこと 

 現在の管理職世代の中には、ワーク・ワークに専心してきた人が少なくない。そうした中

にあって、女性社員は出産・育児等を経験すると、ライフの比重が高まるケースが多くなる

だろうし、男性社員の中にも、ワークもライフも大事にしたいという人がみられるように

なっている。今後管理職に対して、職場を運営するためには、ワーク・ライフとも重視する

という意識改革が必要だと思う。ただし、会社としては、社員にはワークをしっかりした上

で充実したライフを送ってもらいと考えていることは、きちんと伝えていきたい。 

 両立支援などの環境は整っているので、キャリアモデルの提示や先輩社員との情報交換の

機会の提供などについて、議論をしていく予定である。 

 

(2) 一定規模以上の企業に、女性の採用や管理職登用等についての計画の策定を求めると

いった法政策についての認識と対応可能性 

 これまで述べたとおり、公正な採用選考を行い、入社した後は期待をかけて育成し、適切

に評価するということができれば、数値目標等は不要と考えているため、一律的な計画を作

成する必要はないと認識している。また、一律な計画の策定は、企業が必要とするニーズや

そのための人材の確保とミスマッチをおこす可能性があり、ひいては採用や育成、職場環境

づくりに少なからず影響するため、慎重な対応が必要と考える。 
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第 5 節 エレクトロニクス D社 

 

1 基礎情報 

 

(1) 事業展開の特徴 

  D 社は電気機器を中心に多角的な事業を展開している。事業持ち株会社として、多数

の連結対象会社を擁し、グループとしてグローバルに生産、販売を展開する。国内と海

外の売り上げ比率はほぼ半数である。連結ベースでは日本国内の従業員数よりも海外の従業

員数の方が多い。なお以下で述べるのは、D 社単体についての状況である。 

 

(2) 人事処遇制度 

ア 人事の基本方針 

  D 社の人事の基本である「全員経営（自立した個人によるお客様第一の実践）」「実力主義

（現在の実力・実績に基づく評価・処遇）」「人間尊重（会社と個人の『Win-Win』の関係）」

に基づき、人材育成を重視した経営を積極的に展開している。 

 いわゆる大卒についてのコース別雇用管理は実施していない。 

 

イ キャリアアップの仕組み 

  D 社の人事制度は職能資格制度が基本である。入社後役職者になるまでは職務給的な「仕

事の格付」という制度、主事以上の役職者になると職能資格的な「特称」に基づく制度が適

用される。その資格体系は図表 5－1 のとおりであるが、「仕事グループ」とは仕事を「複

雑度」「困難度」の視点で評価したものを言い、「特称」とは職務遂行能力の発揮度・伸長度

に応じて付与される資格を言うものである。特称と、組織の必要性により任命される役職と

を切り離して運営し、役職に関係なく特称を処遇の基本としている。なお、役職には、いわ

ゆるライン職として組織を束ねる役職やスタッフ職としての専門職的な役職などがある。 

 

図表 5－1 D社の資格体系 

仕事グループ 特称 

  上席理事 

  理事 

  参事 

  主事 

G5  

G４  

G3  

G2  

G1  

      会社説明資料より執筆者作成 
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 特称が上位ランクに上がること（例：主事→参事）を「昇格」と言い、毎年 1 回（ 4 月 1 

日付）を基本として実施する。等級が上位ランクに上がること（例：主事  1 号→主事 2 号）

を「昇号」と言い、毎年 1 回（ 4 月 1 日付）を基本として実施する。この昇格・昇号の仕組

みを図示すると図表 5－2 のとおりである 

 

図表 5－2  D 社の昇格･昇号の仕組み 

仕事グループ 特称 等級 

 
上席理事 １～8 号 

  理事 １～8 号 

 参事 １～15 号

 主事 １～12 号

G5     

G４     

G3     

G2     

G1     

             会社説明資料より執筆者作成 

 

 役職者については、能力・適性・意欲に応じた人材の配置や活用、最適な組織編成を行い

やすい職能資格制度を維持し、さらに数年前には資格体系を大ぐくり化した。このことに

よって一段と若手登用が進み、組織責任者の平均年齢が下がった。 

 職能資格制度においては、組織の必要性によって任命される役職と処遇とを切り離して運

営することが可能となるため、組織責任者から外れた場合でもすぐに賃金が下がることはな

いが、その後、従前と同等の実績を出せない場合は徐々に賃金が下がる仕組みになっている。 

 参事以上は非組合員層であり、年棒制が適用される。年棒の内訳は、毎月定額で支給する

「基本年俸（本給＋幹部職加給）」および、いわゆる賞与である「業績年俸」で構成される。 

 主事以下は組合員層であり、毎月の給与（本給＋職責加給＋残業手当等）および賞与の形

で賃金を支給する。 

 主事への昇格は早ければ 28 歳くらい、参事への昇格は早ければ 34 歳くらいである。30 歳

代半ばで部長相当職を務めている者もいる。一方で、50 歳を過ぎて参事に昇格するケースも

ある。 

 

ウ 評価の仕組み 

 評価制度は、社員の職務遂行能力を評価して異動や配置、昇格などの任用につなげるもの

と、実績を把握・評価して賃金の改定につなげるものとの 2 本立てで行っている。 

昇号
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 実績の評価については、いわゆる目標管理制度を運用しており、それを通じて把握された

実績に基づき、年 1 回実績評価が行われ、翌年度の本給・賞与の決定に反映される。 

 また、昇格については、事業年度の初めに、今後のキャリア計画について上司と本人が面

談を実施することになっており、その場を通じて、上司が本人の意向・意欲をはじめ、職務

遂行能力の状況や将来の配置希望・育成の方向性等を確認しながら、昇格候補にするか否か

の見極めを行う。その後、昇格候補者を対象とした昇格選考（課題研修、面談、筆記試験等）

を実施し、年明け頃までに翌年度の昇格者が決定される。 

 

(3) 従業員の構成 

  D 社は正社員数 5 万人弱の企業であり、その中での男女別、年齢階層別構成比は図表 5－3

のとおりである。また正社員の約半数が大卒以上の社員となっているが、大卒以上の社員に

占める女性の比率は 7 ％程度となっている。 

 

図表 5－3 D 社正社員の男女別年齢階層別構成 

正社員の

採用区分 

転勤、配転、 

職種変更の 

有無 

男女別構成比 

年齢別構成 

平均年齢 
平均勤続

年数 ～ 

20代 
30代 40代 50代 60代～ 

社員 有 
男性 86.9% 5.1% 19.8% 42.7% 32.4% - 45.0  22.9 

女性 13.1% 7.0% 25.9% 52.2% 14.8% - 41.9  21.6 

インタビュー応答資料より執筆者作成 

 

2 女性社員の採用状況と女性管理職の状況 

 

(1) 採用状況 

ア 四年制大卒女性の採用開始時期 

  D 社が四年制大卒女性を最初に採用した年度は確認可能な範囲で 1950 年代である。 

  D 社はコース別雇用管理を実施していないので、管理職候補として女性を最初に採用した

年度も同様に確認可能な範囲で 1950 年代ということになる。 

 

イ 各採用区分の採用状況 

  D 社の正社員の採用は、1987 年度の段階では全採用数のうち大卒以上の採用が 53％程度で

あったが、2000 年代に入るとほとんどが大卒以上の採用となった。この大卒以上の採用者の

うち女性の割合は、1987 年度段階では 11％程度であったものが、直近（2011 年度）では 

14％程度に上昇している。ただし、直近の大卒以上の採用者数全体が趨勢的に減少しており 

1987 年度の採用者の半数以下になっていることもあり、女性の採用数自体は減少している。 

 この大卒以上の学歴区分における採用者のその後の状況をみると 1987 年度採用の女性社員
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の現在の在職率が 42％程度（男性 86％）、同じく 2000 年度採用の女性社員の在職率が 51％

程度（男性 81％程度）となっている。 

  

(2) 管理職の登用状況 

ア 女性管理職の構成比と役職 

 

図表 5-4 役職者の階層別男女別構成比 

  性別 比率 

役員 
男性 98.0%

女性 2.0%

部長相当職 
男性 95.9%

女性 4.1%

課長相当職 
男性 97.4%

女性 2.6%

係長相当職 
男性 92.4%

女性 7.6%

課長相当職以上 女性 3.0%

           インタビュー応答資料より執筆者作成 

     

 各階層における女性比率は、役員 2 ％、部長相当職（図表 5－1 において上席理事・理事及

び参事で役職名に関わらず部相当組織の長）4 ％、課長相当職（図表 5－1 における参事を課

長相当職とみなし算出）3 ％、係長相当職（図表 5－1 における主事を係長相当職とみなし算

出）8 ％である。また、女性管理職の職種別構成比率は、管理他 50.0％、技術 27.9％、営業

17.8％、製造 4.3％（男性では管理他 29.2％、技術 40.9％、営業 22.8％、製造 7.1％）と

なっている。女性社員の職種別構成比率は、管理他 20.3％、技術 23.9％、営業 16.9％、製

造 38.9％。（男性では管理他 12.3％、技術 44.8％、営業 14.2％、製造 28.7％）である。 

 

イ 女性事業経営者の誕生時期と入社年次 

  D 社において女性初の事業部長相当職が誕生したのは 2006 年のことであった。また、2011 

年 4 月には初の生え抜き女性役員が誕生した。 

 

3 両立支援制度の状況と拡充経緯 

 

(1) 育児休業、短時間勤務制度など育児・介護への参加を支援する制度 

  D 社の育児休業制度は 1990 年に導入されたのち、制度改訂・拡充を続け、現在では、子

どもが小学校に入学する 4 月末までの間で、希望する時期に通算 730 日まで休業が可能な制

度となっている（2 分割取得可）。 

 育児・介護のための短時間勤務は、所定時間を 1 時間短縮するもの、 2 時間短縮するもの、

半日勤務、隔日勤務、コアタイム勤務から選択が可能であり、育児については子どもが小学
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校卒業まで、介護については要介護状態の家族 1 人につき 1095 日まで利用が可能である。 

 このほか要介護状態の家族 1 人につき、通算 365 日間まで休業が可能な介護休業制度、育

児・介護のための多目的休暇（配偶者の出産、家族の看護・疾病予防・検診、家族の介護、子

の学校行事への参加、不妊治療）などもある。  

 さらに、育児・介護のための時間外労働免除（育児の場合子どもが小学校卒業まで申請が

可能）、不妊治療のための休業制度などもある。 

 

(2) くるみんマーク 

  D 社は 2007 年に次世代育成支援対策推進法に基づく、くるみんマークを取得している。 

 

4 女性社員の活躍推進に係る取り組みとその経緯 

 

(1) ポジティブ・アクションとしての取り組み 

ア 方針の策定と明示 

  D 社は 1999 年よりポジティブ・アクションを方針化している。具体的には、オープンで

フェアな職場環境づくりや向けたイコールパートナーシップの取り組みを開始し、ポジティ

ブ・アクションプログラムの策定や均等雇用担当部長の設置などを進めた。現在は、性別・

年齢・国籍などの属性に関わらず活躍できる多様性あふれる組織風土の醸成に向けて、女性

のみならず若手や外国人へとさらに取り組みの枠を広げ、全社をあげて多様性推進に取り組

んでいる。 

 

イ ポジティブ・アクションの取り組み状況 

  D 社のポジティブ・アクションの取り組み内容としては、社長直轄の専任組織の設置や均

等雇用担当部長の設置、女性の管理職への積極登用を推進するための数値目標の設定と個別

育成の推進、経営幹部候補となる女性中堅社員を対象にした研修の開催、ロールモデルの紹

介や女性同士のネットワークの場の提供など、多岐にわたる取り組みを展開している。 

 インタビューシートにおける選択肢の中では下記のような項目が該当する。 

 

２．新規採用時における女性の積極的な採用 

３．女性がいない・少ない部門・部署、職域・職務への積極的な配置 

４．管理職への女性の積極的な登用（要件を満たす男女がいれば女性を優先等） 

５．女性の管理職登用に係る数値目標の設定 

６．女性に対する昇進・昇格試験受験の積極的な奨励 

７．管理職候補の女性に対する能力・意欲等の底上げ（幅広い職務経験を意図的に付与、重点的に教育訓

練・研修を実施等） 
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９．モデル（模範）となる女性社員の育成 

１０.メンター（助言・指導者）の導入など女性が業務やキャリア等について相談しやすい体制の整備 

１１．（結婚・出産等で離職した場合の）ОＧ登録・復職支援制度の導入 

１２．男女の機会均等に向けた企業内推進体制の整備（DО推進室など専門部署・チ ームの設置等） 

１４．男女で公正な人事考課を行うための評価者研修 

１５．社内公募制や自己申告制等、男女に隔たりなく希望に応じ登用・配置するための体制の整備 

１８．職場風土の改善（とりわけ中間管理職や同僚の男性等の意識啓発） 

１９．経営層の参画（トップによるメッセージ発信等） 

     

また、これらの中では、4,6,7,18,19（太字）の項目に特に力を入れている。 

 

ウ 取り組みの理由 

  D 社がポジティブ・アクションに取り組む理由としてはインタビューシートにおける選択

肢の中では下記のような項目が該当する。 

 

１．女性の能力を有効に活用し、経営の効率化（生産性向上や競争力強化）を図るため 

２．顧客ニーズ（消費者・生活者の視点）を経営に活かすため 

３．職場のモラール向上に資するため 

５．優秀な人材を確保するため 

６．労働者（とりわけ若年層等）の意識・価値観の変化に対応するため 

９．男女雇用機会均等法等法令の趣旨、男女共同参画基本計画等を踏まえて 

 

 なお、インタビューシートのその他として「性別、学歴、年齢、国籍に係わらず、豊かな

個性を持った社員が、それぞれの仕事で創造性を発揮する真のグローバル企業としての職場

風土の醸成を目指すため」という理由を示している。 

 期待する効果としても多様性推進により、事業・経営の強化を図ることを挙げている。 

 

エ ポジティブ・アクションの取り組み効果 

 女性管理職の増加や女性役員の誕生など、経営に参画する女性の拡大によって、事業・経

営の強化を図るという一定の効果は出ていると考えているが、定量的に把握することは難し

いというのが D 社の認識である。 
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図表 5－5 D 社の女性の平均年齢、平均勤続年数、役付き者、最高職位などの推移 

1986年11月 2001年 3月 2010年 3月 2011年 3月 

平均年齢 25.3歳 36.4歳 40.2歳 41.9歳 

平均勤続年数 6.3年 15.8年 20.9年 21.6年 

役付者数 37人 956人 1915人 1982人 

最高職位 副参事 参事 本部長・理事 本部長・理事 

       会社公表資料より執筆者作成 

       また 2011 年 4 月には最高職位が役員となった。 

 

(2) 女性活躍推進にかかる取り組み経緯 

  D 社では 1999 年にイコールパートナーシップの取り組みをスタートし、「ポジティブ・アク

ションプログラム」の策定や、女性の個別育成、均等雇用担当部長の設置など、性別や年

齢・国籍などによる差別のない、オープンでフェアな職場環境づくりを進めてきた。 

 2001 年には、それまで人事部門を中心に取組んできた女性の積極登用を、組織の中に多様

性を育む原動力として位置づけ、女性の経営参画をさらに加速させることで企業風土を変え

るという経営施策の一つとして、社長直轄の「女性かがやき本部」（現、多様性推進本部）

を設置した。 

 そして、この本部が中心となった様々な活動が現場レベルで加速するよう、役員で構成さ

れる「アドバイザリーコミッティ」を設置し、これらのメンバーが各事業部門における推進

責任者となって、女性の積極的な登用や風土改革をトップダウンで推進している。 

 また、毎年 7 月を多様性推進月間と設定し、全社をあげて「多様性推進フォーラム」を開

催し、社長を含め全役員・経営幹部と各部門のリーダーが女性の活躍や多様性に関するテー

マで意見交換を行っている。さらに、2007 年から、経営幹部候補となる女性中堅社員を対

象に視野拡大やマネジメントの実践スキル向上を図るための研修を新たに開講し、これまで

全社から約 250 名が受講した。 

 このような多面的な取組みの結果、これまでに女性の経営責任者、部長相当職、課長相当

職といった管理職の数が増えただけでなく、製造分野をはじめ、あらゆる分野でリーダー

シップを発揮する女性社員も増えている。 

 

5 女性社員の活躍推進に係る課題意識と今後の取り組み 

 

(1) 女性社員の新規採用拡大 

 新卒採用に占める女性比率は現在、大卒・大学院卒で約 14％となっている。 

 大卒大学院卒の採用のうち文系採用者に占める女性比率は 2000 年前後から急激に高まり

50％を超えた時期もある。一方、理系採用者に占める女性の比率は 2000 年度以降徐々に増加

する傾向にあるものの、直近の 2011 年度でも 10％程度となっている。 
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  D 社は製造業であり、文系専攻の学生よりも、開発研究や設計開発などの職種に従事する

理系専攻の学生の採用の方が多い。そのような中、理系専攻の女子学生はそもそも少ないこ

ともあり、結果として上記のような状況となっている。そのためトータルでの新卒採用に占

める女性比率が約 14％と低い状況にある。 

       

(2) 女性管理職の登用促進の取り組みの緩和とその影響 

 2000 年代以降、女性の管理職への積極登用を推進してきたこともあり、この 10 年で女性

管理職数は着実に増加した。全社的に女性の積極登用の流れがある程度定着しつつあること

を踏まえ、本社主導の推進から、各事業場が主体となった計画的な個別育成・登用に、より

重点を置いて推進していくことにした。しかしながら、ここ 2、3 年の状況を振り返ると、例

えば、参事への昇格者に占める女性の割合は、2006 年の 4 ％から 2009 年までの間に倍増し

たが、その後、2011 年には 5.4％まで落ちてきたということである。そのような中であらた

めて本社も関与したかたちでの女性の管理職への積極登用の取り組みを再開した。 

 なお、D 社では、女性の管理職への積極登用を推進するといっても、事業場ごとに数値目

標を割り当てることや意欲・能力面で十分ではない女性までも無理に登用させることは実施

していない。人事が昇格候補となりうる女性をリスト化し、個別に育成・登用計画を策定、

その進捗状況を把握し、昇格に向けた流れをつくるということを徹底している。 

 

6 個別テーマに係る見解 

 

(1) 育児休業等の時期の評価と昇進昇格について 

 昇格は、本人がその資格にふさわしい立場や仕事を通じて、職務遂行能力を遺憾なく発揮

しているかどうかを見極めている。あくまでも（直前の成果ではなく）職務遂行能力を評価

することが基本であるため、育児休業明け直後や短時間勤務中の昇格なども制度上は可能と

なっている。 

 しかしながら、育児休業明け直後や短時間勤務制度を利用しながら勤務している場合には、

業務量・勤務時間に制約のある中での勤務となるため、それでもなお昇格にチャレンジした

いという本人の意向・意欲はあるのか、そして職場の納得性が得られるだけの職務遂行能力

を発揮しているかなどについて、本人とじっくり話し合いながら上司として総合的に判断し

ていくことになる。また、昇格後は今まで以上に仕事に求められるレベルが高くなり、本人

の努力もより一層求められることを本人も受け入れられるかも含め、上司として判断してい

くことになる。 

 

(2) 女性の昇進意欲と子育ての関係について 

 男女問わず、上司から打診されても昇格を希望しない社員はいる。主な理由としては、自
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分の専門技術・専門知識を活かして仕事をしていきたいというスペシャリスト志向が強く、

管理職として組織をマネジメントしていくことに興味関心が薄い、現状の業務内容・職責に

満足しており、より重い職責・権限を担いたいという意識が低いということなどが考えられ

る。よって、昇格を断る女性が多いというような問題は顕在化しておらず、あくまで昇格意

欲は個人差の問題であると D 社としては受け止めている。また、女性社員の学歴構成も四大

卒の比率が増えてきており、2000 年代以降、女性の積極登用の推進や意識改革を行ってきた

蓄積もあるので、若い層では、女性が男性と比較して昇格意欲の面でとりわけ低いというこ

とはないだろうと期待も込めてみている。なお、 D 社としても育児休業制度や短時間勤務制

度を利用しながら是非働き続けてほしいと考えており、女性自身もむしろ「長期間お休みを

いただいた分も育児休業復帰後は今まで以上に組織に貢献したい」という気持ちが強い印象

を持っている。 

 

(3) 大卒以外の女性のさらなる活躍のための取り組みについて 

 1990 年代前半まで短大卒・高卒の女性も採用していたが、本人も補助的な業務に従事す

るという先入観を持って入社しているなど就業観の違いもあったため、「昇格は自分には関

係のないこと」というように昇格が自らの意識の外にある場合も多く、また、上司としても

そのような期待を込めて育成してきていなかった面があるように思う。しかしながら、2000 

年代以降、そのような女性の意識改革も積極的に推進してきたこともあり、本人の意欲・能

力ともに高い短大卒・高卒の女性はすでに管理職に登用してきた経緯がある。よって当面は

このような層の女性に対して特別な取り組みを進めるという考えは持っていない。 

 

(4) 管理職に占める女性比率の今後の見通し 

 女性をはじめとした多様な人材の活躍推進を進めてきた以降に入社した世代が、そろそろ

管理職への登用タイミングを迎える頃であり、今後の女性管理職の増加を期待している。し

かしながら、各年齢における管理職の比率を男女で比較した場合、男性と女性ではまだ格差

がある状況にある。年齢別処遇率、具体的には年齢別の社員にしめる主事の比率及び参事以

上の比率を見ると、男女ほぼ遜色ない年次がある一方、とりわけ参事以上では、女性の場合

男性より比率が低い（45 歳では 20 ポイント程度、50 歳では 25 ポイント程度の男女差）状況

にある。 

 将来的には、女性の標準年齢別処遇率が、男性の標準年齢別処遇率とほぼ一致している状

態、すなわち各年齢における管理職の比率の男女差がなくなるレベルを目指し、女性の管理

職への積極登用を引き続き進めていく。 

 身近にロールモデルとなる女性がいると、次の若い世代も自然とキャリアアップを目指すこ

とができるので、社内のイントラネットでのロールモデルの紹介や女性同士のネットワークの

場の提供など、部門の垣根を越えてロールモデルと接点を持てる機会を積極的に設けていく。 
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 また、女性の管理職への積極登用とともに、事業部長相当職や部長相当職などといった経

営幹部の女性も増やしていきたいと考えており、女性管理職を対象とした経営幹部への登用

の加速に向けた取り組みも新たに推進していく。 

 

(5) 女性の管理職登用の数値目標を掲げることについて 

 人事職能内で共有する目標として、現在の中期経営計画中に女性管理職を 100 名以上増や

すといった数値目標を掲げているが、事業場ごとに数値目標を割り当てるようなことはして

おらず、全社的な目指す方向性を示す程度にとどめている。 

 

7 今後の政策課題についての見解 

 

(1) 女性の管理職登用を進めるのにもっとも必要だと思うこと 

 世代が変われば、確実に意識が変わってくる側面はあると思うが、女性の管理職への積極

登用の重要性を認識し、それを推進する風土をつくっていくためにも、性別・年齢・国籍な

どの属性に関わらず活躍できる多様性あふれる組織風土の醸成に向けて、多様性推進をさら

に進めていくことが必要だと考えている。 

 また、女性の管理職への積極登用にあたっては、女性社員比率が低く、そもそも女性社員

の母集団が少ないという労務構成が大きな課題にもなっているため、女性社員を着実に採用

し、定着に向けて丁寧にフォローしながら、育成・登用していくことが何よりも大切である

と考えている。 

 また、身近にロールモデルとなる女性がいると、次の若い世代も自然とキャリアアップを

目指すことができるので、様々な場で活躍する女性を一人でも多く作っていくこともまた大

事ではないか。 

 

(2) 一定規模以上の企業に、女性の採用や管理職登用などについての計画の策定を求める

といった法政策についての認識と対応可能性 

 女性の積極採用や管理職への積極登用を進めるにあたって、数値目標の設定など推進計画

の策定は必要かつ重要なことだと認識しているが、本来的には、各企業がそれぞれ置かれて

いる状況や社会環境なども反映させながら、各企業が主体となって推進していくべきである。

また、経営者から一般社員にいたるまであらゆる社員がその重要性を理解し納得感の得られ

る取り組みであることが求められるため、行政により全企業一律的な基準を設定されること

で、逆に地に足のつかない取り組みになってしまうのではないかという懸念もある。 
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第 6 節 運輸・郵便 E 社 

 

1 会社基礎情報 

 

(1）事業展開の特徴 

 国内拠点約 300 か所を擁し、国内の顧客を対象とした事業を行っている。 

 

(2) 人事処遇制度 

ア 人事の基本方針 

  E 社の格付け・処遇は、職能資格制度に基づく。2004 年に人事賃金制度を改定した。 

 いわゆるコース別雇用管理を実施している。 

 

イ キャリアアップの仕組み 

（改正前の状況） 

 もともとは 2 から 8 までの職階のテーブルがあった。学歴を問わず同じテーブルを用いた

うえ、スタートラインで高卒 2 職階、大卒 3 職階、大学院卒 4 職階と位置付けを変えており、

昇格のスピードも大きく異なっていた。大卒（大学院卒）は 6 職階までは 1 年ごとに昇格し、  

 6 職階になるときに昇格試験があり、以後は試験で昇格していくというものであった。8 職

階の上に管理職があった。高卒者はこのテーブルの中で一定の在級年数を満たしつつゆっく

り昇格しキャリアが終了するのが原則であり、例外的に管理職になるものは 250 人のうち 1 

～ 2 名であった。 

（改正後の状況） 

 2004 年に新人事制度を導入し、非管理職について職制を基準としたⅠ等級からⅣ等級の 4 

階層に分けた。前期（Ⅳ等級・・・係級、Ⅲ等級・・・主任級）を現業・事務共通で担当職

とし、大卒も高卒も同じスタートⅣ等級のステージ 2 となった。一方、非管理職の後期（Ⅱ

等級・・補佐級・・職場長補佐、Ⅰ等級・・・統括級・・現業の職場長、事務系の課長補佐

相当）では、監督・専門職（監督・専門職Ⅰ等級、監督・専門職Ⅱ等級、）と基幹職（基幹職

Ⅰ等級、基幹職Ⅱ等級）にテーブルを分けた。 
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図表 6－１職務等級と役職の関係 

等　級

担当職 基幹職

基幹職

Ⅰ等級

Ⅲ等級

職能給表
ステージ特

ステージ２

ステージ２

担 当 職

Ⅳ等級

Ⅳ等級

職能給表

ステージ１

Ⅳ等級

係級

現

業

各

係

事

務

係

Ⅲ等級

主任級

班

長

現

業

主

任

主

任

事

務

係

監督・専門職

Ⅱ等級 賃

金

の

幅

Ⅱ等級

職能給表

ステージ１

ステージ２

基幹職

Ⅱ等級

担 当 職

Ⅲ等級

Ⅲ等級

職能給表

ステージ１

職

場

長

主

査

Ⅱ等級

補佐級

職

場

長

補

佐

事

務

員

監督・専門職、基幹職

Ⅰ等級

統括級

監督・専門職

Ⅰ等級

Ⅰ等級

職能給表

主な職制 適用職能給表イメージ

監督・専門職 担当職

 

 会社説明資料より 

 

 いわゆる総合職群という採用区分で入社した者は、基幹職のテーブルを各階層で試験を受

けながら昇格して管理職になっていく。それ以外の現業職として入社した大卒者や高卒のも

のは、監督専門職のテーブルを別の内容の試験を受けたり査定によって上がっていくスタイ

ルとなった。 

 Ⅱ等級に上がった 3 年目と 4 年目に監督・専門職から基幹職への転換試験が受けられるが、

100 名中 1 ～ 3 名の合格という狭き門である。転換の機会が限られるのは、基幹職ではス

テージや等級を上がるごとに試験があり総合職と同等に比較されるため基幹職の中での昇格

がかえって難しくなり、監督・専門職にとどまって在籍年数等で昇格した方が有利になる

ケースもあるためである。 

 監督・専門職はⅡ等級のステージ 2 からステージ 1 へは在籍年数で上がる。Ⅱ等級からⅠ

等級に上がるときには、査定があるが 45 歳で在籍 7 年経過という目安があり、ある程度年

功序列的になっている。一方総合職は、管理職到達前は、勤続年数と昇級試験により昇級す

る。その点昇級試験を受けるためには一定の評価成績を求められる一般職と異なる。その意

味で人事制度改定後の現在も学歴、資格による昇進のスピードの差はあまり変わっていない

と言うことが言える。 

 管理職については 3 段階の等級が設定されている。管理職の評価は、業績評価と職務行動

評価があり、等級ごとに一定割合で考慮され賞与、給与改定、昇降等級に反映される。この

評価は、組織目標に基づく取り組み状況につき達成度自己評価の上年 2 回、上長と面談のう

え決定される。 
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図表 6－2 管理職の役割等級 

役割等級 

  人材群別の役職体系 

基本定義 管理者 専門職 
サブ・マネ 

ジャー(担当職) 

Ⅰ等級 

会社・全グループ経営に関与

しつつ、経営戦略に基づく事

業目標・戦略の構築および担

当する事業・職能の全体を管

理・統括する役割と責任を有

する。 

統括部長     

Ⅱ等級 

会社・グループ経営を視野に

入れて、事業戦略に基づく組

織目標・戦略を構築し、各事

業・職能の重要かつ中心的な

領域を管理・統括する役割と

責任を有する。 

部  長 

主席専門職 担当部長 

Ⅲ等級 

部門戦略に基づきチームの最

適行動を考え、必要な制度環

境を整え、各事業・職能の発

展・高度化のために各事業・

職能の諸機能を管理・統括す

る役割と責任を有する。 

課  長 

主任専門職 担当課長 

    会社説明資料より 

 

 なお、管理職になると社内だけではポストが足りないこともあり 500 名中約 300 名が出向

している。 

 

(3）従業員の年齢別構成 

 

図表 6－3  年齢層別男女社員数と平均年齢、平均勤続年数 

在籍者数 

（人） 
男女別 ～２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代～ 

平均年齢 

(歳) 

平均勤続 

年数(年) 

勤続１０年

未満の離

職率(％)

8180 
男性： 7,966 934  2,253 3,337 1,442 0 41.3 22.3 7.8

女性：    214 118  52 31 13 0 30.8 10.8 19.2

 インタビュー応答資料 

 在職者数は特別嘱託、元管理職常勤嘱託、契約社員等を除いた数である。 

 離職率は 2002 年～2011 年の新卒入社男性 912 名、女性 151 名中の率である。 
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2 女性社員の採用状況と女性管理職の状況 

 

(1) 採用状況 

ア 四年制大卒女性の採用開始時期 

  E 社が四年制大卒女性を最初に採用したのは 1987 年であり、管理職候補となる総合職とし

て女性を最初に採用したのは 1998 年度である。 

 

イ 各採用区分の採用状況 

 

図表 6－4 男女の採用と勤続の状況 

男女別 

1987 年度の 

採用者数 

（人） 

左記のうち 

現在の 

在職者数 

2000 年度の

採用者数 

（人） 

左記のうち 

現在の 

在職者数 

直近の 

採用者数 

男性 527 449 12 11 115 

女性 59 7 0 0 21 

       インタビュー応答資料 

       1987 年の女性社員の内訳は、現業職 39 名、本社大卒 2 名、短卒 2 名、本社以外の事務 16 名である。 

 

図表 6－5 各採用区分の男女別採用数の推移 

  採用年度 総合職 
現業職 

合計 
高卒 大卒 

男性 

2007 20 101 4 125 

2008 17 117 12 146 

2009 20 128 34 182 

2010 22 102 20 144 

2011 16 77 22 115 

女性 

2007 5 14 0 19 

2008 6 18 1 25 

2009 11 19 5 35 

2010 6 16 5 27 

2011 7 6 8 21 

        会社説明資料より執筆者作成 

 

(2) 管理職の登用状況 

ア 女性管理職の構成比と役職 

 現在管理職のうちの女性割合は 1 ％未満である。 
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図表 6－6 階層別男女別管理職数 

 

在職者数

（人） 
男女別（人） 

女性管理職が配置されている 

主な部門・部署 

役員クラス 22 
男性 22 

  
女性 0 

部長クラス 75 
男性 75 

  
女性 0 

課長クラス 134 
男性 132 

流通部門・企画調整部門 
女性 2 

      インタビュー応答資料 

 

イ 女性上級管理職の誕生時期と入社年次 

  E 社において初の女性課長が誕生したのは、2008 年であり、1987 年入社の者 2 名が課長に

昇進した。まだ女性の部長クラスは誕生していない。 

 

3 両立支援制度の状況と拡充経緯 

 

(1) 育児休業、短時間勤務制度など育児・介護への参加を支援する制度 

  E 社では、育児休業については、子が生後満 3 年に達するまで取得が可能となっている。 

 短時間勤務については法定どおり生後 3 歳に達するまで利用可能であるが、現場の業務に

配属されている者は、業務の都合上短時間勤務が適用できないため、必要な者には短時間勤

務ではなく育児休業を取ってもらうこととしている。 

 また産前産後休暇のほか、妊産婦通院休暇、子の看護休暇等を整備している。 

 

(2) くるみんマーク 

  E 社では次世代育成対策推進法上のくるみんマークは取得していない。 

 

4 女性社員の活躍推進に係る取り組みとその経緯 

 

(1) ポジティブ・アクションとしての取り組み 

ア 方針の有無 

  E 社では、ポジティブ・アクションの方針化はしておらず、ダイバーシティの形での推進

もしていない。 

 

イ ポジティブ・アクションの取り組みを行わない理由 

 男女差別は行なってはならないことは当然であるが、わざわざ女性を優遇することは、

業態上多くの男性が会社の事業を支える現場の仕事をになっている中でその理解が得られな

いと人事担当者は認識している。 
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ウ 取り組みのための組織 

 ポジティブ・アクションを行っていないので、そのための組織もないが、人事担当者が

女性の採用や登用などの方針を決定している。 

 

(2) 女性活躍推進にかかる取り組み経緯 

 業態の特性上、1999 年の男女雇用機会均等法改正施行時に行われた労働基準法改正による

深夜業制限の解禁までは、女性を現業の中心的な業務に就かせることが不可能な状況であっ

た。最初に男女雇用機会均等法が施行された後の採用活動で、初めて女性の大卒を 2 名採用

した（1987 年入社）が、入社後の昇進の取り扱いは男性とは異なるものであった。男性の大

卒は図表 6－1「職務等級と役職の関係」の「担当職」から入社後 1 年ごとに職階を上ってい

き 3 年目には「基幹職」として現業職の監督職に相当するⅡ等級に昇進するが、女性の場合

は高卒の現業職の者と同様、各職階で数年の在級年数を満たして上に上がるような感じで

あったし、現業職の中核的役職を経験することもなかった。（筆者注：このこと自体は当時

の男女雇用機会均等法の採用、配置、昇進が努力義務規定であったため、違法ではない。）

したがってかなり昇進昇格が男性の同期と比べると遅れていた。 

 その後 1998 年から総合職での女性の採用を行うようになり、その際に、それまでに入社し

た大卒女性に対して基幹職への転換試験を実施して 3 名の合格者を出した（旧人事制度の際

に採用された者に対する基幹職への転換試験はこの時の一回だけである。） 

 以後は企業全体としては差別のない取り扱いをしてきたが、社員の 8 割が現業職であり、

現業職が圧倒的に男性が多いことから、現在も女性比率がかなり低い状況である。ただし、

最近は総合職については、優秀者を男女差別なく取るようにしておりその結果内定者に占め

る女性の比率は高くなっている。高卒の男女の採用割合は推薦してくる学校の判断により男

女比が毎年異なるため採用割合もこれに影響されるが、現業職の女性社員数は増加している。 

 

(3) 総合職を中心とした採用拡大 

 ポジティブ・アクションという方針を明確に取ってはいないのでその効果ということは

言えないが、近年女性の採用の拡大、配置の拡大がみられる。 

 総合職での大卒女性の採用は 1998 年から行うようになった。当初、女性の採用数は 1998 

年 1 名、1999 年 1、2000 年 0 名、2001 年 2 名と極めて限られていた（なお 2000 年は大卒男

子も 12 名しか取っておらず高卒採用は 0 であった。） 

 が、総合職については、現在、優秀者を男女差別なく取るようにしており、その結果内定

者に占める女性の比率は高くなっている。現在在籍している女性総合職 48 名のうち 2007 年

度以降採用の者が 35 名になる。23 年入社総合職 23 名中女性 7 名（30％）である。これはエ

ントリーシートを出してくる 1200 名ほどの中での男女比が 10 対 1 ぐらいであることを考え
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るとかなりの高率で女性が採用されていると言える。また、技術系総合職においても応募者

数が少ないながら、1999 年以降 4 名を採用している。（うち 1 名は個人都合により退職） 

 

(4) 職域の拡大 

 総合職は、人事、経理、企画といった本社部門の事務系の部署以外に現業部門の監督職な

どのポストに就いている。総合職の技術系も現業、非現業を問わず配属されている。 

 一般職でも現業職係員から監督・専門職になったものも 1 名出ている。ただ女性用施設整

備の問題もあるので一気に拡大ということは難しい。また、女性を受け入れる部門はなれな

いこともあり、非常に気を使うあまり上司が疲弊してしまうケースも一部あり、このあたり

が課題である。 

 

(5) 管理職登用の拡大 

 1998 年にそれまでに入社した大卒女性に対し総合職への転換試験を実施し、3 名が合格し

た。このうちの 2 人は、1987 年入社のものであった。この 2 名はその後 2008 年に課長に就

任し、結局課長就任まで 21 年を経過している。一方、現在総合職で入社した者の課長就任

は最短で入社 14 年経過を要する。したがって、1998 年入社の総合職女性は最短で 2012 年に

は課長に到達する可能性がある。 

 また高卒の女性でも監督・専門職Ⅱ級の 3 年目で基幹職への転換試験に合格して転換した

者もおり、その者は現在基幹職Ⅱ級のステージ 1 にいるので数年したら課長職に到達する可

能性がある。 

 

(6) 一般職から総合職へのコース転換 

 前述のとおり、現在の人事制度においては監督・専門職Ⅱ級の 3 年目と 4 年目に基幹職へ

の転換試験があり、転換の機会はこの時 2 回のみである（前述 1(2)イ参照）。前述のとおり高

卒の女性でも監督・専門職Ⅱ級の 3 年目で基幹職への転換試験に合格して転換した者もいる。 

 

5  女性社員の活躍推進に係る課題意識と今後の取り組み 

 

 女性社員のさらなる活躍推進に当たって、同社では①業態の関係で短時間勤務やフレック

スタイム等のワーク・ライフ・バランスに資する選択肢が整備できない②ロールモデルの不

足③昇進・昇格試験を受けようとしないなど、昇進昇格に消極的な社員が一定数存在するこ

と、④昇進昇格試験システムの問題⑤女性社員に対する管理職の意識を課題に挙げる。 

 

(1) 業態によるワーク・ライフ・バランス制度の制約 

  E 社は業態上、育児・介護休業法の求める短時間勤務制度の実施が困難である。このため、
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短時間勤務に替えて育児休業を 3 年間取れる制度を設けている。短時間勤務の利用に関して

は、運用上縛りをかけている。 

 社員からは自由度の高いフレックスタイムの構築などの制度要求があるが、業務運営上も

実施不可能であるというのが現在のところの会社の認識である。 

 意欲のある女性は、一定期間で育児休業を切りあげ、フルタイムで職場復帰をして活躍し

ているが、なかなかそうもいかないケースもある。 

 

(2) ロールモデルの不足 

 総合職の女性採用が遅かったこともあり、若い女性社員が背中を見ながら育っていける

ような職業意識の高い女性の数がまだ少ないことが一つの課題になっている、しかし現在総

合職での入社の女性が管理職手前の主査クラスに到達し、大変資質や意欲の高い者がいるの

で、今後このようなものが課長職にどんどんついていけば良い方向に向かうだろうと人事担

当としては期待している。 

 

(3) 昇進昇格に消極的な社員 

 女性に限ったことではないが、総合職以外の社員の場合、担当職から上位職である監督・

専門職に昇格するための試験を受けたがらない者も多い。多くの場合試験に合格する資質の

ないものが受験に消極である。一方、給与の増額のみを目指して、本来上位職に必要な資質

のなんたるかを認識せずに受ける者もまれにいる。 

 

(4) 昇進昇格試験システムの問題 

  E 社の昇進昇格は、かなり多段階で試験の合格を求めており、特に総合職に関しては基幹

職テーブルに上がる時点から全ての段階で試験が絡むようになっている。総合職の場合はこ

の昇進試験は勤務成績いかんにかかわらず受験ができることになっており、育児休業で査定

が下がっても、試験が受けられるので、極端な話育児休業中でも試験を受けて合格すること

により昇進・昇格することができる。 

 一方、総合職以外の者は昇進昇格試験の受験には勤務成績の要件（S、A、B、C、D、E の 6

段階のうち S 又は A でなければならない）を満たすことが必要であり、育児休業をとると査

定は C 以下に落ちるため試験を受けられないシステムであった。しかしこれでは総合職との

間のバランスもあり、育児休業が理由で昇進昇格のチャンスを失うことにもなるので、つい

最近育児休業に入る前の査定が A 以上であれば一般職であっても試験を受けられるように制

度を変更した。今後この制度変更の効果が出てくることが期待される。 

 

(5) 女性社員に対する管理職の意識 

 総合職の女性採用を始めてまだ 10 年とすこしであり、男性と女性を同等に扱うことに慣



- 80 - 

れていない職場も多く、現場はもちろんだが総合職についても女性を受け入れるのに消極的

な職場がある。この点人事としては苦労しているが女性自身が自覚を持って仕事に取り組ん

でいる様子が分かるとそのような懸念が消え、女性配属部署の周りの職場でも、うちも女性

を入れないのはおかしいという機運が出てくる。 

 

6  個別テーマに係る見解 

 

(1) 育児休業等の時期の評価と昇進昇格について 

 評価期間中に育児休業があると査定は C 以下（SABCDE の 6 段階中）に下がる。しかし、総

合職の場合は査定に関わらず昇進昇格試験は受けられるので、昇進昇格への影響はない。一

般職については勤務成績の評価（A 以上）が試験を受ける要件になっているため昇進昇格に

影響が出ていたが、つい最近育児休業に入る前の査定が A以上ならば昇進昇格試験の受験が

できるように制度を改定した。 

 

(2) 女性の昇進意欲と子育ての関係について 

 現在課長職に就いている 2 人の女性もそれぞれ子供があり、総合職で入社した者につい

ては子どもをもってもほとんどが昇進意欲をもってしっかり働いている。 

 現業を含めた一般職については、長い間採用を控えていたこともあり、まだ採用再開後

入った人間は 30歳前後で子供を持つ職員が少ない。 

 

(3) 総合職以外の女性のさらなる活躍のための取り組みについて 

 事業の特殊性から長らく現業職に女性を付けていなかったが、現在ではどんどん女性がつ

くようになっている。採用も大卒も含め増えている。現在、多方面での活躍ができるよう女

性用設備の充実を図る取り組み等が行われている。 

 

(4) 管理職に占める女性比率の今後の見通し 

 現在総合職で入社した者の課長就任は最短で入社 14 年経過を要する。したがって、1998 

年入社の総合職女性は最短で 2012 年には課長に到達する可能性がある。 

 また高卒の女性でも監督・専門職Ⅱ級の 3 年目で基幹職への転換試験に合格して転換した

者（この転換制度については後述）もおり、その者は現在基幹職Ⅱ級のステージ 1 にいるの

で数年したら課長職に到達する可能性がある。 

 したがってしばらくすれば、女性管理職も徐々に増えて行くものと思われる。 

 

(5) 女性の管理職登用の数値目標を掲げることについて 

 総合職の女性採用が 1998 年からであり、10 年ちょっとしかたっていないので、E 社とし
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ては管理職の数がどうのこうのという議論はまだ早い気がしている。業界の中でも早いとこ

ろは、男女雇用機会均等法改正後の採用者について女性管理職を出しているが、E 社では管

理職の女性を意図的に増やすということは考えていない。 

 ワーク・ライフ・バランスについても男性の仕事が交代勤務の現業をベースにしたもので

ある以上、事務部門だけワーク・ライフ・バランスの充実を図るとかも困難であると考える。

男性の育児休業者は出ていないし、くるみんマークも取っていない。 
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第 7 節 銀行 F社 

 

1 会社基礎情報 

 

(1) 事業展開の特徴 

 国内拠点 400 ヵ所以上を擁し、基本的には国内の法人、個人の顧客を主力とした事業を

行っている。ただし、海外にも 15 か所以上に拠点を持つ。 

 

(2) 人事処遇制度 

ア 人事の基本方針 

  F 社は、専門性の高い人材の育成や従業員活力の向上といったことを重点として、生え抜

きの人材の登用を基本とした人事システムを構築・運用している。 

  F 社ではコース別雇用管理制度を採用しており、総合職のほか M 職、N 職の 3 コースに分か

れている。 

 総合職は、業務推進、企画、判断、管理等幅広い業務に従事する人材のためのコースであ

る。勤務地は本部のほか国内、海外全ての営業拠点であり、転居を伴う転勤があり得る。 

  M 職は、個人部門を中心に、顧客へのコンサルティングや、判断、管理業務に従事する人

材のためのコースである。勤務地は、首都圏、近畿圏といった圏域内の営業拠点であり、こ

の圏域を超えた転勤がない。主として支店26に勤務し個人顧客に対する営業の業務を担って

いる27。 

 なお、現在の F 社の営業拠点は、法人部門と個人部門に大きく分かれており、原則として

昔のようなフルブランチ（一つの支店で法人営業と個人営業の両方を行う。）ではなくなっ

ている。その前提で上記のような総合職と M 職の役割分担が出来ていると言える。 

  N 職は、支店での事務処理や接客、法人営業拠点や本部でのサポート業務といった事務的

業務を担う人材のためのコースである。勤務地は、首都圏、近畿圏といった圏域単位の営業

拠点であり、この圏域を越えた転勤がない。事務運用の基幹職に成長してもらいたいと、一

般職から発展的に再編した28もので、役職にも就けるようにした。かつて高卒・短大卒で一

般職として入社した者も同職へ吸収されている。近年、この N職の社員の業務内容は自ら店

頭で預金の出し入れといった業務というより、派遣社員などのスタッフを後方から差配する

管理的な業務に変わりつつある。 

 

                            
26  F 社では現在、個人部門の営業拠点を「支店」と称する。 
27
  M 職は、金融ビッグバンの前後に設けられていた総合職に準じた新しいコースをベースに、21 世紀に入って

すぐのころ誕生させたコースである。個人金融資産を巡り競争が激化するなか、戦略的に設けられた。合併

により F 社が誕生したということも契機になった。 
28 この再編は 2008 年度におこなわれた。 
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イ キャリアアップの仕組み 

 総合職は、入社後、最初に役職につくのが 6 年目である。この時の役職は、銀行で一般に

使用する役職である「代理」の若手版とも言うべき役職（以下「 P 役職」という）である。

代理には 10 年目で就くのが最速である。役職者階層への早期登用が可能になるよう、P 役

職を設けた。その後は、15 年目で代理より上の役職（以下「Q 役職」という）になり、この

時点で労働組合員でなくなる。労働基準法上も管理監督者となって労働時間管理規制から外

れてくる。以降は、課長相当職、部長相当職の法人営業拠点の長、本部長（執行役員クラス）

等へと昇進していく。 

 このほかにもちろん本社での職務に就くこともあれば、現状では M 職の適任者が不足して

いるため、個人部門での支店長となったり、個人部門の地域統括部門にも配属される。 

  M 職は、P 役職（総合職の P 役職とは責任の範囲や仕事の内容が異なるので、名称は同じ

だが、待遇その他は異なる）になるのは 6 年目、代理（この代理についても、総合職の代

理とは、業務、責任の範囲が異なる。）には 9 年目で就いてくる。その後は支店の課長にな

るが、現在もっとも若手で 30 歳前後でこの職についている。なお、同じ課長の役職でもそ

の責任の範囲はいろいろであるが、最若手の課長は責任の範囲の狭い課長職に就いている。

課長以降は支店長、さらに支店長の上の役職では、支店を束ねる個人部門の地域統括部門の

ナンバー 2 や、そのトップに当たる副部長、部長等に昇進し得る。このように、M 職のキャ

リアアップは個人部門の営業拠点を中心として行われるが、このほかに本社での職務に就く

こともあり得る。 

  N 職は、一般職から制度を変更して間もない状況であるが、支店の課長にもなり得るよう

なキャリアアップの仕組みを作っている。また、個人部門の地域統括部門の下に、支店とは

別に事務処理部門の組織がぶら下がっており、ここの課長や代理等には N 職から昇進し得る。

また、N 職はそこから M 職への転換の道も開かれている。 

 各コースとも上位職への昇格、昇進は能力評価と、業績評価の両方を勘案して決定する。

能力評価はコンピテンシーや潜在能力を図るものである。業績評価は単年度ではなく、業績

のほか、将来の F 社のために何をしたかという点や、コンプライアンスという 3 つの分野に

分けて行われる。したがって単年度の業績には縛られないようになっている。また昇進・昇

格の決定に際してもこれらの評価の積み上げを見ている。昇進昇格については、これらの過

去からの評価の積み上げがどうかを見ながら、本年は何割を上げようということを考えつつ、

支店長や部長等から推薦状をもらい、人事部が決定する。 

 

ウ 能力開発、配置その他の制度 

  F 社の初任研修は、総合職、M 職、N 職それぞれについて、必要な専門能力の付与を主眼

に行われる。総合職用の研修の場合約 2 年をかけて行われる。また職種を問わず中堅クラス

の先輩社員が日常的な指導・相談を通じて新人をサポートする制度などもある。 
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  F 社は従業員の自律的なキャリア設計をサポートする仕組みの一つとして、各種公募制度

を実施している。1 つ目は、キャリア形成に必要な各種研修プログラム、例えば海外研修生

等を公募する制度、2 つ目は、希望する職務への公募制度、3 つ目は、意欲と能力ある人材

に部店長、課長等のマネジメントポストにチャレンジする機会を提供する公募制度である。 

 

(3) 従業員の構成 

 従業員約 2.5 万人中、女性は 1.1 万人強でその割合は 46％程度となっている。また、総合

職が 1.1 万人（うち女性は 700 人程度）、M 職が 5000 人（女性が 6～7 割）、N 職が 9000 人

（男性は数える程度）という構成になっている。 

 平均年齢は男性 40 歳程度、女性 32 歳程度であり、平均勤続年数は、男性 17 年弱、女性

10 年弱となっている。 

 

2 女性社員の採用状況と女性管理職の状況 

 

(1) 採用状況 

ア 四年制大卒女性の採用開始時期 

 総合職として四年制大卒女性を最初に採用した年度は 1987 年である。従って、管理職候補

として女性を最初に採用した年度も 1987 年ということになる。但し、それ以前にも一般職と

して四年制大卒の女性を採用している。 

 

イ 各採用区分の採用状況 

  F 社の新卒女性採用人数は、2003 年度には 100 名弱（総合職と M 職のみ）であったが、

2008 年度には 500 名（同）を超えピークとなった。その後景気の低迷もあり急減し、現在は 

200 名弱（同）となっている。 

 女性の採用数のピークになっている 2008 年度は、総合職と M 職の男女合計の採用数も 1200 

名を超えピークとなっている。以後 2010 年度、2011 年度と 500 人台後半で推移している。 

 各採用区分別の男女比は、おおむね総合職においては 2 割程度、M 職においては 6 割程度、N 

職においてはほとんどが女性である。2011 年 4 月の総合職と M 職の男女合計 572 名のうち総

合職は 382 人、M 職 190 人、それぞれのうち女性は 22％、55％となっている。 

  N 職については、2010 年度に 400 人程度採用したものの 2011 年度はその 3 分の 1 程度の

140 人弱にとどまった。この中に男性はいない。男性を募集していないわけではないが応募

もないのが実態である。ただ、N 職に全く男性がいないわけではなく、過去に N 職で入った

男性はいる。 
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(2) 管理職の登用状況 

ア 女性管理職の構成比と役職 

  F 社社内では管理職の定義を代理職以上としている。女性の管理職約 770 人のうち現在、

部長クラスは約 30 人、課長クラスは約 250 人、代理クラスは約 490 人である。 

 部長クラスとしては、法人営業拠点の長、支店長、個人営業関係の事務処理部門の長、本

社の室長等に現在女性がついている。総合職女性の現在の最高位は法人営業拠点の長や、本

社の室長、支店長である。彼女らの中には 1987 年の四年制大卒・総合職採用スタート当時の

女性社員がいるが、40 代以上の総合職で残っている人は僅少である。M 職の現在の最高位は

個人部門の地域統括部門のナンバー 2 である。1985 年に一般職で入社し、その後キャリア

チェンジをして M 職になり現職に至っている。他に支店長等もいる。 N 職の最高位は、一般

職から支店の事務等を経て個人営業関係の事務処理部門のお客さまサービス課長等となって

いる。 

  F 社は、代理職を含めた管理職にしめる女性割合は 7 ％台で、一部の同業他社よりも低い

かもしれないが、課長クラスについてはその女性の数の多さは際立っているというのが人事

担当者の認識である。総合職、M 職といった区分の中で、女性の方が傾向的に昇進が遅くな

るようなことはないし、むしろ女性の方が早いかもしれないというのが担当としての認識で

ある。 

 

イ 女性管理職数の推移 

 女性の管理職数は年々増加し、代理以上の管理職の数は、2010 年度で約 770 と、2002 年度

の約 5 倍となっている。登用については、個人部門に限らず、幅広い部門で積極的に進めて

られている。登用後の育児休業取得・復帰後の再登用、また育児休業復帰後の登用などによ

り、子どものいる女性管理職の事例も増えてきた。 

       

ウ 女性上級管理職の誕生時期と入社年次 

 現在部長クラスのポストについている、1987 年入社の総合職の女性や 1980 年の一般職入

社でその後 M 職に転換した女性が初めての部長相当職となる。 

 

3 両立支援制度の状況と拡充経緯 

 

(1) 育児休業、短時間勤務制度など育児・介護への参加を支援する制度 

 育児休業は、子どもが 1 歳 6 カ月までが基本となり、保育所に入所できない時などの場合

は最長 2 歳まで延長できる制度である。この育児休業制度のほかに、子が 1 歳 6 カ月に達す

るまでの間で 10 営業日まで有給で取得が可能な短期育児休業制度がある。 

 短時間勤務制度は子どもが小学校 6 年生の 3 月末まで、1 日当たり 1.5 時間あるいは 30 分
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の勤務時間短縮タイプと、1 週間当たり 1 日の勤務日数短縮タイプから選択が可能なシステ

ムである。 

 このほか看護休暇制度（特別休暇として、小学校 6 年生の 3 月末まで、子ども 1 人の場合

年 10 日・2 人以上で年 20 日）介護休業制度（ 1 年間。なお、他に介護のための保存休暇や

介護のための欠勤もあり）、介護休暇（ 5 日・有給）、介護短時間勤務などがある。また、時

間外勤務の制限、深夜勤務の免除はともに子が小学校 6 年生の 3 月末まで利用が可能である。 

 

(2) 勤務地変更制度など柔軟な働き方の支援や経済的負担軽減の制度 

 勤務地変更制度は、M 職、N 職といった転居を伴う転勤のない職種でも結婚・配偶者転勤

等で居住地が変更となる場合、勤務地域の変更が可能となる制度である。結婚、出産、育児、

介護、配偶者転勤により退職する従業員を再雇用する制度もある。 

 このほか、小学校 3 年生までの子につき延長・病児保育やベビーシッターに要した費用を

月 5 万円上限で補助する制度や、育児等に要する従業員の経済的負担を軽減するため、福利

厚生アウトソーサーを通じて託児所・ベビーシッター等の割引サービスを提供する制度など

がある。 

 

(3) 育児休業後の職場復帰のための支援講座など 

 毎月、育児休業者を対象に職場復帰のための支援講座を開催している。育休中の従業員が

職場の最新情報を得たり、他の制度利用者と情報交換を行ったりすることで不安を取り除き

復帰準備を進める制度である。 

 

(4) 時間外労働の抑制 

 また、ワーク・ライフ・バランスを推進する取り組みの一環として、全社での早帰りを推

進している。週 1 回は早帰り日として定時退出することとし、実効性を確保するため人事部

で実施状況をチェックしている。 

 このような取り組みを通じ、近年残業がかなり減少しており、営業店でも 20 時ごろの帰宅

が可能になった。両立が容易なほどとは言えないが、以前総合職では 21 時、22 時の帰宅が

当たり前だった頃から比べると大きな変化である。 

 

(5) くるみんマーク 

  F 社は、2009 年次世代支援対策推進法に基づく、くるみんマークを取得している。 
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4 女性社員の活躍推進に係る取り組みとその経緯 

 

(1) ポジティブ・アクションとしての取り組み 

ア 方針の策定と明示 

 ポジティブ・アクションという名称は使っていない。しかし、F 社はダイバーシティの推

進方針を掲げて、その名のもとに女性活躍を意識した取り組みも行っている。ベースにある

考え方は能力のある人材は男女に係わらず採用・登用するというものだが、他社のように数

値目標を対外的に公表するといったことはしていない。 

 

イ 取り組みの理由 

 少子高齢化、個人の就労観、家族観の変化、IT 化、グローバル化等のビジネス環境の変

化、顧客ニーズの高度化、複雑化等の環境変化に対応し、持続的成長を図るためである。持

続的成長のためには、最大の経営資源である人材がどのように活躍できるか、活躍できる環

境を整えられるかが重要なテーマであるからである。F 社はこのような考えのもとで、ダイ

バーシティを経営戦略の一つとして取り組んでいる。 

 

ウ 取り組みのための組織 

 女性活躍を含むダイバーシティ推進のための専任組織として、2008 年 4 月に人事部に部内

室を設置した。採用、評価、異動、制度設計等各部門横断的に関わっている。 

 

エ ダイバーシティ教育 

 ダイバーシティについては性別だけでなく障害者、シニア等様々なテーマがあるが、F 社

では、各階層別研修や、外部有識者によるセミナーなどを通じ、社員の理解を深め、意識や

行動の変革、マネジメント力の強化、従業員活力の向上を図っている。 

 

(2) 女性活躍推進にかかる取り組み経緯 

  M 職の採用から数年を経過してきて、女性が多い職場になったこと、また、個人資産の運

用は女性をコンサルティング対象とすること等から、女性の視点を活かした金融商品・サー

ビスを開発してはどうかという当時の担当役員の発案で、そのためのプロジェクトが 2000 年

代半ばに立ち上げられた。同じ年には、女性社員がいっそう活躍できる職場づくりという命

題も加えて、個人業務部に専任組織としての担当室（女性社員のみで構成）が設置された。

この担当室では、女性向け商品・サービスを企画・開発するとともに、翌年、女性の活躍推

進に係る幅広いアイデア・提言を募集し、法定基準を上回る育児休業制度や看護休暇制度、

短時間勤務制度等をはじめ、半日休暇制度や託児補給金制度、勤務地変更制度や退職者再雇

用制度など、両立支援制度の拡充を図っていった。 
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 その後 2008 年には、女性社員の活躍推進という枠組みを超え、多様な人材の個性を尊重

し、それぞれの持てる力をフルに活かせる企業風土を醸成するため、人事部内にダイバーシ

ティ担当の室が設置された。新卒・キャリア採用、性別、国籍などを問わずさまざまな人材

が活躍し、モチベーション高く成長し続けることで、企業業績の向上につなげるために必要

な取り組みを、採用、要員計画、人事評価・異動、制度設計・運用など部門横断的に推進し

ている。直近では、性差による分業意識の払拭に向けた職務の新設や職務階層の細分化等、

また、労働時間の改善のためのより柔軟な働き方や両立支援制度の導入、経済的な負担軽減

を可能にする仕組みづくり等に注力してきた。労働時間の改善は明らかで、総合職では 5 年

前の帰宅は 21～22時が標準形だったのが、現在は 20時頃まで短縮されてきている。 

 

(3) 総合職 M職を中心とした採用拡大と配置の広がり 

 ここ数年の新卒採用については、女性のみを対象としたセミナーを 2000 年代半ばより開催

するなど、女性の採用をテコ入れしてきており、総合職・M 職を合わせた全体では 3～4 割を

女性が占め、結果として女性社員があらゆる部署に配置されるなど活躍の場が拡がってきて

いる。なお、前述の通り、N 職の採用については、2010 年度 400 人程度から 2011 年度はその 

3 分の 1 にまで減少しているが、これは、両立支援制度を拡充した結果、N 職の女性も退職し

なくなってきているためである。N 職でこなす職務が増大しない中退職が減れば新たな採用は

できなくなっていくというのが実態である。 

 

(4) 管理職登用の拡大 

 女性管理職が年々増加しているのは前述の通りである。管理職にしめる女性の比率も、

2009 年度末 5 ％台、2010 年度末 7 ％台と増大している。 

 

5 個別テーマに係る見解 

 

(1) 育児休業等の時期の評価と昇進昇格について 

 育児休業期間中の評価は人事上見ない、言いかえればニュートラルにしている。したがっ

て、育児休業を取得したら、途端に昇格・昇進しにくくなるということはない。暦年の評価

結果の積み上げでみるので、過年度にどれだけやってきたかが重要である。逆に、これから

産前欠勤に入ります、という人でも昇格実績がある。そうでなければ、課長クラスの管理職

がこれほどは増えていないだろう。 

 

(2) 女性の昇進意欲と子育ての関係について 

 総合職には未だ、そもそも既婚・子持ちが多くない。女性総合職は、少なくとも 2001 年以

降は 20～30 人のロットで採用しているが、この採用年代の女性のうち産休・育休からの復帰
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者は両手に入るくらいの人数しかない。女性総合職約 700 人中ワーキングマザーは 60 人程度、 

M 職約 5000 人中では 300 人程度である。N 職約 9000 人中でもあまりいない状況だ。N 職はあ

る時点で割り切って辞めてしまう人も多いと言うことである。結婚を機に辞める人も最近ま

た増えており、それぞれの家庭観、価値観を反映しているものと考えられる。社内結婚の場

合に一方が退職しければならないといったルールがあるわけではない。 

 辞める場合は F 社では産前産後欠勤に入る前に辞める人が多い。ただ退職率自体は減少し

ている。 

 1987 年入社の総合職でみると、残っている人には独身が多いが、既婚で子どもがいる人

もいるので、特に子どもがいるから意欲が低下するということはないのだろう。ただし当時

はワーク・ライフ・バランスと言う考え方がなく制度もあまり整備されていなかったため、

必死で頑張ったということだろう。だから、均等法初期世代の女性管理職等からはよく、

「今の若い子は甘い。2 年も29育児休業が取れるのは日本ぐらいだ」というような指摘も挙が

る。現在の F社の両立支援制度は少し手厚すぎる感じもある。 

 子を持つと就労観が変わってしまうと言うことも起こっているため、職種を問わず産前産

後欠勤入り前の研修を行っている。この研修で、何のための両立支援制度なのか、復帰して

働くという就労継続意思が必須であると充分説くようにしているが、それでも就労観が変

わってしまう人も多い。だから、復帰してある程度時期が経つと、意識が高い人しか残って

いない。逆に、両立支援制度を充実させても、依然として結婚・妊娠退職する人が少なくな

いため、いわゆるフリーライダーが顕在化し、周囲への悪影響が問題になっているような状

況にはない。 

 むしろ勤務を続けている女性社員は皆、結構上位を目指しているというのが人事・ダイ

バーシティ担当者の印象である。M 職など、同期に遅れないようにと総合職以上に上を向い

ている。 

 

(3) 総合職以外の女性のさらなる活躍のための取り組みについて 

 旧一般職の職域や役割期待を拡大して N 職へ再編した人事制度改定30の折に、営業店に勤

務する派遣社員やグループ会社社員も正社員の N 職として雇入れた31。この N 職では法人営

業拠点・本店各部等のサポート業務に従事するコースと支店での事務処理や接客に従事する

コースを設けるとともに、それぞれのコースで、より高度な融資・外国為替業務等の提案書

作成や計数管理業務や、店頭事務・サービス全般の中核業務、管理職としての仕事にチャレ

ンジできるようにした。それまでにも、旧一般職から M 職へ転換して課長や支店長等の管理

職に登用された人はみられたが、今後は N職のまま、ライフスタイルやキャリア観を尊重し

                            
29 G 社の育児休業制度が保育所には入れない場合子どもが 2 歳までの休業が認められるため 
30
 2008年 

31
 2008年度に約2,000人、2009年度に約400人 
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つつ、意欲さえあればさらに活躍できるフィールドを拡大できるようにした。もちろん、M 

職へ転換できる仕組みも設けている。既に N 職で 100 人を超える役職者（代理や係長）も誕

生した。N 職全体の人数からすれば充分とは言えないかもしれないし、ここにさらにどう意

欲を持たせるかは課題でないことはなかろうが、既に一定の効果が得られているというのが

会社の理解である。 

 

(4) 管理職に占める女性比率の今後の見通しについて 

 今世紀初めの職種再編時の採用世代の M 職が現在、課長につく年齢に差し掛かっている。

このままゆけばあと 5 年程度（37～8 歳）で支店長に上がってくると予想される。営業店を

フルブランチ型から法人営業＋個人営業の 2 本立てへ変更してから、女性はとくに M 職とし

て、管理職登用を含めて活躍の場が拡がってきた。一方、総合職についても 2001 年以降、毎

年 20～30 人程度の女性を採り続けており、女性従業員数は累積しているが、まだこの 2001

年以降採用という一定の採用数があった年齢層が上級管理職に到達する年次になっていない

ことや、結婚・妊娠退職やそれ以前の転職等もあり、上位職はまだまだ少ない。15 年程度経

てば、グループ長当たりは出現しているかもしれないが、法人営業拠点の長までは難しいだ

ろう。男性でもまだそこまでは 1987 年入社でも到達していない。 

 

(5) 女性の管理職登用の数値目標を掲げることについて 

 他社のように数値目標を公表してはいないが、女性活用には注意を払ってきている。従業

員女性比率は 2001 年に 3 割弱だったが、職種再編や新卒採用の増加を通じて 2010 年には約

45％となっており、また M 職を導入したことなどから、課長クラスの女性比率でみれば同業

他者より高いと認識している。とはいえ、女性管理職比率は代理職を含め全体で 7％台であ

り、政府目標や社会情勢等を鑑みると、女性が活躍できるさらなる環境整備に加えて意識・

風土の醸成等をいっそう進める必要があると考えている。とくに個人営業部門や事務セク

ションでのロールモデルはあるが、法人営業部門の上位職のロールモデルが未だ不足してい

るとの印象を人事・ダイバーシティ担当者としては持っている。 

 

6 今後の政策課題についての見解 

 

(1) 女性の管理職登用を進めるのにもっとも必要だと思うこと 

 人事・ダイバーシティ担当者としては次のように考える。 

 何のためにやるかという課題意識をトップから末端まで持つとともに、当事者の意識を変

え行動に繋げるような理解の醸成をもっと進めてゆく必要があろう。ネックは管理職、とり

わけ 40 代～50 代男性のいわゆる粘土層にあるのではないか。かつて長時間労働をして高度

経済成長を成し遂げてきたようなバブル世代が現在、管理職に差し掛かっているが、そうい
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う人たちが理解を深めない限り進まないだろう。両立支援制度は男性への逆差別だろう、な

どと平気でいう人も未だに多い。従前に比べて優秀な若手、女性社員がどんどん入社するよ

うになっているが、これを組織としてどう活かしきれるか、そのために何をする必要がある

か、両立支援制度等について優秀な人材を獲得するためのコストとして割り切れるか、そこ

のところの意識を改革してゆく必要がある。両立支援制度を用意しても、既存の会社の文化

に合わせなさいでは利用は進まない。現場で女性活用を進めるほど当然、コミュニケーショ

ンコストはかかってくる。それを無駄だろうというのではなく、ダイバーシティを推進する

とこんなにメリットの方が上回る、結果として付加価値につながるという実感値を、いかに

ブレークダウンして感じられるようにするかである。目に見えないサービスを扱う業界の難

しさはあるが、女性の M 職が中心となっている部門の業績が上昇してきたのは間違いない。そ

ういう側面を、他の部門にもどう理解してもらい、実感値として感じられるようにするか、

トップから末端までどう働きかけるかが重要ではないかと思う。 
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第 8節 化学 G社 

 

1 会社基礎情報 

 

(1) 事業展開の特徴 

 国内本社、工場、研究所の外、アジア・オセアニア、欧米にも多数のグループ会社を擁し、

生産と販売を展開している。 

 

(2) 人事処遇制度 

ア 人事の基本方針 

 様々な人事のデータは G 社グループ全体で出すことが多いが、今回のインタビューでの調

査範囲は G 社単独の人事制度やデータである。 

  G 社の人事方針は、1970 年代までは年齢・勤続中心の年功型であったが、80 年代 90 年代

の能力実績重視による年功型修正の時期を経て、2000 年代に入り職務成果主義による人事を

基本とするようになった。その意味では、年功型払拭を実現している。現在は職務・役割、

職責に基づき能力・実績を加味して処遇する制度となっている。ただし、管理職にいきなり

外部の者を採用するといったことはそれほど頻繁ではなく、基本的には生え抜きを育成する

人事方針である。 

 かつて大卒についてのコース別雇用管理があったが、現在は廃止されており、コース別雇

用管理ではなくなっている。 

 採用区分としては、大きく分けると研究、生産、その他と言う 3 区分になる。 

 

イ キャリアアップの仕組み 

 昇進に試験等はなく、おおむね過去 3 年間における業績・能力評価結果に基づき昇進昇格

が行われる。早ければ 30 代前半で係長クラス、40 代前半で課長クラス、40 代後半から 50 

代で部長クラスに上がってくるが、上位職になると複数の部署経験も要する。 

 

(3) 従業員の構成 

 社員数 5,954（2011 年 3 月末現在）のうち女性が約 2 割弱である。また社員のうち非正社

員の数は 180 人程度で、全体の 3 ％程度と非常に少ない（2011 年 3 月末現在）。また、退職

者で見ると女性の割合が 2 割よりは高く 3 割ぐらいになるが、女性ばかりが退職して問題に

なっているということはない。妊娠、出産で退職する社員も 0 ではないが、さほど多くない。

社員のうち 4 割程度が生産部門に所属している。 

 年齢構成については該当データなし。大まかにいえば、50 代の女性が少ない。そのためも

あって平均勤続年数は、男性が約 20 年、女性が約 15 年となっている。また、勤続 10 年未満
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の離職率は 10％以下であるが男女別のデータはない。 

 

2 女性社員の採用状況と女性管理職の状況 

 

(1) 採用状況 

ア 四年制大卒女性の採用開始時期 

四年制大卒女性の定期採用は、1978 年頃から開始した。修士卒（理系）の女性の採用開

始は 1984 年頃である。 

 

イ 各採用区分の採用状況 

 経済状況に左右されはするが、研究、生産、その他の区分トータルで毎年新卒を 200 人程

度採用しており、2011 年も同程度採用している。 

 新規採用における女性比率は近年、3 ～ 4 割で推移しているが、これまで数値目安があっ

たわけではない。家庭・女性向けの商品も多い事業特性や、勤務場所の利便性等から、優秀

な女性社員が殺到し、非常に狭き門になっている一方、生産の区分や研究でも技術系の研究

領域（採用対象者に男性が多い）でも採用数を一定数確保しなければならない中で、結果と

してそのような比率となっている 

 

(2) 管理職の登用状況 

ア 管理職に占める女性の割合 

 管理職に占める女性割合は、現在、課長相当職以上で 6.5％、係長相当職以上で 10.3％と

なっている。内訳は、役員クラスで 1 人（取締役、監査役、執行役員ポストに就いている全

数 32 人に占める女性割合は 3 ％）、部長クラスで 15 人程度（ポストに就く者の 4 ％強）、課

長クラスで 40～50 人（同 8 ％）、係長クラスで 160 人（同 13％）となっている。 

 部門によって女性管理職の割合は大きく異なっており、事業企画や消費者コミュニケー

ションでは課長クラス以上が 2 割を超えるが、生産部門ではまだ誕生していない。 

  

イ 女性上級管理職の誕生時期等 

 1990 年に女性の部長職誕生。1970 年代前半に中途入社した者で、就任時  40 代半ばで

あった。また、2010 年に女性役員が誕生。1980 年代前半頃に中途入社で入社した者で、就

任時 50 代半ばであった。 
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3 両立支援制度状況と拡充経緯 

 

(1) 育児休業、短時間勤務制度等 

 1991 年（職域限定では 1989 年）に育児休職制度を導入し、数次の改訂を経て、現在の内

容となっている。 

 現在の内容は、出産後、子どもが満 1 才後の 4 月末日まで休職が可能となっており、保育

所に入れない等事由により 1 年延長も可能である。父母ともに育児休職を取得した場合の取

得期間延長（パパ・ママ育休プラス）や、父親が産後 8 週間以内に育児休業を取得した場合

の再取得等も可能である。なお、育児休職開始 5 日間分は有給である。 

 育休取得者が主な家計維持者である場合は、法定分に加え月給の 6 割を支給する。ただし

育児休職期間は賞与の算定や勤続期間に算入しない。育児休職中は代替要員なしの原職復帰

が原則で、休職前・復職前・復帰後の時点で本人、上長、人事担当者で面談を実施する32。 

 1991 年に育児に伴う勤務時間短縮制度を導入した。当時は復職後 1 年間、1 日に最高 2 時

間まで勤務短縮が可能と言うものであった。その後、数度の改定を経て、現在の勤務時間短

縮制度の対象期間は小学校 3 年修了時である。 

 このほか、1992 年には介護（看護）休職制度を、1998 年にはマタニティ支援制度（妊娠中

や産後の検診時間確保、短時間勤務や時差出勤等を可能とする制度）を導入している。 

 子どもの看護休暇制度、家族の看護のための傷病休暇もある。 

 

(2) 育児などのための柔軟な勤務制度 

 2005 年にフレキシブル勤務制度を導入した。同制度は、満 1 歳の 4 月末まで、出社の場合

所定勤務の半日勤務又は週 3 日勤務、在宅の場合所定勤務日の半日勤務をすることが可能な

制度である。 

 また、2005 年には時差出勤の利用可能期間を延長し、小学校就学時の 4 月末まで、1 日 2 

時間の範囲内で始業時間の繰上げ・繰下げが可能となった。またこの制度を 2010 年には小学

校 3 年修了時までに延長した。 

 このほか、0 歳児の親には残業・休日勤務を免除する制度、未就学児の親には深夜勤務を

申請で免除する制度、等がある33。 

 

(3) 育児などの経済的負担を軽減する制度 

 また、ベビーシッター（小学校低学年まで）、ホームヘルパー、介護サービス・施設、差

額ベッド等の費用を共済会が補助している。転居を伴う転勤は、育児や介護の家族状況への

                            
32 この部分の情報は会社公表資料による。 
33 同上 
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配慮を徹底している34。 

 2010 年 9 月には事業所内託児施設を開設している。 

 

(4) 育児休業の利用状況 

  G 社では、産前産後休暇を取った女性の 9 割以上が育児休職を利用する。育児休職は保育

所入園の関係から、早く切り上げて戻ってくることは難しい状況で、平均取得期間は 8～10

カ月と近年長くなりつつある。育児休職からの復職率は 100％で、その後の短時間勤務制度

の利用率も約 6 割と高くなっている。男性の育児休職取得率も 3～4 割と高くなっているが、

これは 5 日間の有給化をきっかけに諸啓発活動を強化した効果が大きいと考えられる。短時

間勤務については小学校入学前後と低学年で使いたいという意見が多いため、小学校 3 年生

まで制度をフル活用したいという人は限られるとみている。 

 

(5) くるみんマーク 

  G 社では、2007 年に次世代支援対策推進法に基づく、くるみんマークを取得した。  

 

4 女性の活躍促進の取り組みとその経緯 

 

(1) ポジティブ・アクションとしての取り組み 

ア 方針の策定と明示 

 現在はポジティブ・アクションという名称は使っていない。ダイバーシティ、あるいは、

イコールパートナーシップなどの名称を用いている。また内容的にも、特に女性を取り上げ

て活躍促進を図るようなものではない。男女を問わず意欲・能力ある社員に活躍してもらう

のが基本というスタンスである 

 具体的には、2001 年に制定した「宣言」の内容を、企業行動指針等に盛り込んで基礎とし

ている。具体的には、「社員の多様性と人権を尊重し個の力を最大限活かす」とともに、「文

化、国籍、人種、性別、年齢などのダイバーシティ（多様性）と人権を尊重し、一人ひとり

の多様な能力・個性・価値観を受容・結集して企業の統合力とする」ため、「業務遂行能力と

実績に応じた雇用と人材配置を行う施策を推進し文化、国籍、宗教、信条、性別、年齢、身

体的障がいなどを理由とする差別は行わない」「一人ひとりの尊厳と価値を尊重し、互いに仕

事の場で共に働く仲間として対等な関係を築く」「職場では、相手方の意に反したセクシュア

ル・ハラスメントまたはその他ハラスメント行為等は行わない」「差別や嫌がらせの問題が発

生した場合は被害者、情報提供者及び加害者と申し立てられた者のプライバシーを保護しつ

つ迅速に対応する」―ことなどを掲げている。 

 

                            
34 同上 
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イ 取り組みのための組織 

 2000 年に、当時の社長を委員長とし、各部門の推進責任者をメンバーとした「推進委員会」

と、そのための専門職が出来て、部門での取り組み、目標、具体的な進捗を確認しながら、

ポジティブ・アクションをすすめていた。ただし、当時も男女平等、均等、ポジティブ・ア

クションといった言葉は打ち出していない。この委員会は 5 年続けた後解散したが、活動は

継続し、設置された専門職も存続している。 

 

ウ 現状認識 

 現状としては、女性に特化した取り組みは一端区切りをつけた状況にあるが、現実として

男女で差を生じていないわけではなく、また、他社はさらにポジティブ・アクションとして

の取り組みを進めていることもあり、再び女性の活躍のための取り組みを考えるときに来て

いるのではないかというのがダイバーシティ担当の認識である。ただし、男女雇用機会均等

法のポジティブ・アクションの規定は担当者としては意識していない。 

 

(2) 女性社員の活躍推進に係る取り組み経緯 

ア 1990年代に進んだ女性の活躍推進の取り組み 

 女性社員の採用の歴史は 1970 年代後半から始まったため、両立支援制度の整備も他社に

先駆け 1980 年代後半から、女性の活用については 1990 年代から取り組んできた経緯がある。

特にこの時期は女性の就業継続策を力を入れて取り組んでいた。 

 具体的には、1990 年には女性の育成担当の部長職を設置し、1991 年女性意識調査を実施

した。また1993 年には人事部門に女性担当者を設置し、1994 年には29 歳女性面談を開始し

た。1998 年にはセクハラ相談窓口を設置して防止啓発を開始した。1999 年には女性キャリ

ア 開発セミナーや女性キャリア意識調査の実施、女性リーダーで構成する女性登用推進の

会の設置などに取り組んだ。 

 

イ 推進運動での取り組みの加速 

 2000 年ごろから第二段階にはいり、取り組みの目的を女性の就業継続から、経営視点、男

女ともに活躍できる環境づくりへ拡大しつつ女性の活躍をさらに推進していった。そのよう

な観点で、前述の通り 2000 年から、「推進活動」をスタートさせた。「多様な個を尊重し、

差別のない明るい風通しの良い職場」及び「社員一人ひとりが意欲を持ち能力を充分発揮し

て働きがいを感じられる職場」を目指し、まず、専任担当者を設置し、経営トップが率いる

専門委員会に、各部門の推進責任者等を参集した。 

 各部門の EPS 推進は、各部門の現状と特性にそって①啓発活動―男女協働と啓発、②仕事

の与え方や課題設定を意識した個別育成計画―採用拡大や職域の拡大、③マネジャーや高度

専門職への女性の育成と登用の実行（ポジティブ・アクション）―育成と登用、の 3 段階で
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進められることとなっていた。 

 部門によって、まず①段階まで、②段階まで、③段階までと、取り組みメニューは様々で、

部門ごとに具体的な目標を設けてもらい、進捗を確認しながら、不足している部分はさらに

求めながら取り組んでいった。女性がまったくいない部門では女性を採用できないか、ある

程度女性がいる部門ではもっと女性の職域を拡大・育成したり、管理職に登用できないかに

取り組んでいった。 

 

ウ 取り組みの効果と女性に特化した取り組みの終了 

 上記のような取り組みの結果、女性社員の採用比率は上昇し、この間に女性社員の平均勤

続年数も約 2 倍に伸び、管理職に占める女性比率も上昇していった。専門委員会はそうし

た一定の成果を受け、2005 年に発展的に解消した。 

 現在でも、新任マネジャー等を対象にした、多様性を活かすためのマネジメント研修など、

さまざまな形で意識啓発は続けているが、男女両社員から「なぜ女性社員だけ取り上げるの

か」という声もあり、とりたてて女性社員に特化した取り組みは行わなくなっていった。 

 ただこの過程を振り返り、ダイバーシティ担当としては、少々早く始め過ぎてしまい、ま

た辞めるも早すぎてしまったとも受け止めている。 

 

エ ダイバーシティの視点での取り組み 

 その後、ビジネスのグローバル化に伴い、外国人も含めた多様な人材が重要になるとして、

「ダイバーシティ＆インクルージョン」をキーワードに、さまざまな社員が活躍できる働き

がいある職場づくりに組んでいる。2010年には、「ダイバーシティ推進検討プロジェクト」

も発足させた35。これまでの取り組みは、はいわば『差を埋める』ための取り組みが中心

だった。これからは『差を活かす』取り組みが重要になるというのがダイバーシティ担当の

認識である。 

 

(3) 部門における女性社員の配置状況 

 女性が働きやすくなったとはいえ、生産・技術系、研究系、マーケティング営業及びサ

ポート系、総務・人事・会計系、消費者コミュニケーション等宣伝系、スタッフ（実務）系

など、部門により女性社員の配置比率は異なっている。 

 例えば、家庭用品や女性用商品も多く扱っているため、企画・開発系の部門は女性の活躍

がめざましく、従業員に占める割合は 4 割強、管理職に占める女性の割合も課長以上で 2 割

弱と相対的に高い。一方、同じ事務系でも、人事、会計、総務、広報、法務といったスタッ

フ系の部門は 3 割弱が女性ではあるものの、どちらかと言うと補助的な仕事を長期にする女

                            
35
 G 社サステイナビリティレポートによる。 
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性が多い傾向にあり、管理職に占める女性の比率は、企画開発系に比べると少なくなってい

る。 

 一方、研究職については、比較的女性も多く専攻する生物・化学系だけでなく、女性の専

攻者の少ない電子系や物理系の研究もあるため、従業員に占める女性割合は相対的に低く

なっており、女性の受け入れそのものも課題が残る分野もある。 

 また、従業員の約 4 割は生産・技術部門が占めるが、工場は交代制勤務がメインのため、

女性社員はそもそも少なく女性管理職も未だいない。採用時点で対象とする専攻が工業高校

や高専等に多く、女子学生があまり採れないことに起因しており、現場自体が、共に働く

パートナーとして女性社員をなかなか認めていけないという土壌もある。それでも、同じ製

造系で先駆的な企業が生産・技術部門でも既に積極的な配置を進めていることを考えると、 

G 社としてももう一歩先へ進めていかなければという課題意識がある。 

 

(4) 男性社員のワーク・ライフ・バランス 

 女性社員に対する育児との両立支援制度は、法定を上回って充実させてきたことから、会

社としてもこれ以上の拡充は考えておらず、むしろ男性社員の育児参加を促進させる方にマ

インドセットしていかなければならないとの認識をダイバーシティ担当は持っている。そこ

で、男性社員向けの育児マネジメント講座、イクメンの体験談等を収録したリーフレットの

配布、新任マネジャーへの研修等を行い、男性の育児参加を奨励してきた。また、育児休業

からの復職セミナーでも、「（社外を含めて）パートナーと共に参加してください」と呼び掛

け、パートナーぐるみの意識啓発を行ってきた。 

 2006 年には育児休職の開始 5 日分を有給化し、子が誕生した男性社員の全員取得を働き掛

けてきた。生産現場もかかえた、どちらかと言えば伝統的役割分担意識も根強い男性も多い

会社なので、あまり長い休暇を制度化しても「どうせ取れないから」ということになってし

まうため、低いハードルにして取得促進を図ることにしたものである。結果として、男性の

育休取得率は現在では 38.6％と、社会的にも高い水準となっている。昨年（2010 年）実施し

た子どもの生まれた男性社員向け社内アンケート調査では、男性社員の 6 割が、育児を理由

に年次有給休暇を取得していることも判明している。 

 

5 個別テーマに係る見解 

 

 以下は G 社のダイバーシティ担当としての見解である。 

 

(1) 育児休業等の時期の評価と昇進昇格について 

 昇進させる際、おおむね過去 3 年間における業績・能力評価結果をみるが、育児休職期間

でゼロリセットになってしまうわけではない。育児休職を取った場合の評価の仕方について
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ルール化しているわけではないが、直近で休職していたから上げないというわけでもなく、

そこは柔軟な対応を行っている。ただ、休職期間はとにかく不在だったのだから、在籍者よ

り経験が少ない分、休職期間相当の昇進が遅れるのも致し方ないだろう。 

 短時間勤務をしている者の評価も難しい。仕事は量と質の両方の要素があり、どちらか一

つと言うことはない。特に若い頃は一定の量を経験していくことも重要であり、短時間勤務

でも質のいい仕事をすればいいと言うことは当然には言えずさじ加減が悩ましい。非常に優

秀な短時間勤務者であれば昇進昇格させることにも問題がないかもしれないが、仮にまあま

あ優秀な短時間勤務者とそれ程でもないがフルタイムで頑張っている者がいたとして、どち

らを昇進させるかについては場面により非常に悩ましい。考課会議で議論し、個別の事情を

勘案して決めている。 

 そうしたことを踏まえ、育児休職からの復職予定者のセミナーでは、「短時間勤務を利用

すればその分、経験量は減ってしまうので、大きな仕事や責任ある仕事を与えられる機会を

逃す可能性もある。」「制度を使わなければ仕事と育児が両立できないというならぜひ使って

ほしい。ただ、可能であればできるだけ早くフルタイムに戻るように努力して欲しい」とい

うメッセージを伝えるようにしている。 

 

(2) 女性の昇進意欲と子育ての関係について 

 女性の中に能力や経験はありながら昇進意欲を縮小させている人がいるかどうかについて

は、そのような人がいないわけではないと思うが、現在それほど大きな問題にはなっていな

い。今後データを取った上でそういう層が少なからずいると言うことが分かった時にはしか

るべき対策を考えて行かなければいけない。そういう時期に来ていると思う。  

 現在の女性管理職には、独身・子なしも少なからずおり、仕事を最優先にしてきた印象が

否めないため、結婚して子を産み家庭が重要になってきたところで、この程度の昇進で良い

かなと思ってしまう女性社員がいてもおかしくないだろう。その意味で、G 社の執行役員は

既婚・子持ちのためアイコンにふさわしい。女性社員の意識啓発に向け、2010 年から彼女

を囲む座談会等も開催している。 

 一方、G 社では育児短時間勤務の利用可能期間を子どもが 3 歳から小学校 3 年までに延ばし

たところ、それまで 40～50％だったのが 6 割ほどに増加した。延長に当たっては大きな反対

があったが、調べてみるとフルに 10 年間短時間勤務を使うと言うよりも、育児休業明けや小

学校に入る前後の困った時に使いたいと言うことだったので導入に踏み切った。他社では 8 

割に達するところもあると聞くが、それでも、実際に延長によって利用率が上がったという

ことで、権利だから当然とると言う風にはなっていないが、今後短時間勤務利用率がどう

なっていくか動向を注目している。 

 育児休業も、保育所に入るのが難しいため短期間で切り上げることが難しくなり、取得期

間が平均 7～8 か月から 8 カ月～10 か月に伸びている傾向がある。 
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(3) 総合職以外の女性のさらなる活躍のための取り組みについて 

 コース別雇用管理制度を導入していた当時の旧一般職が、50 代に残っているかもしれない

が、女性社員がそもそも 2 割しかいない中で、残っている層もごくわずかの数であり、一つ

の層として働きぶりに問題があると認識されるような状況にはなっていない。そうした状況

が仮にあったとしても、個別対応の話になってくるだろう。 

 

(4) 管理職に占める女性比率の今後の見通しについて 

 1985 年以降、ある程度のボリュームで採用するようになってきた当時の女性社員が管理職

層の昇進年次に入ってきている。現在の 50 代以上女性は昇進が遅れてきたが、徐々に上げて

いる状況にある。今後も管理職に占める女性の割合の上昇はある程度は期待できると考えら

れる。 

  

(5) 女性の管理職登用の数値目標を掲げることについて 

  G 社は女性の管理職に係る数値目標は設けていない。このような数値目標を達成すること

が目的になることは本筋ではなく、さらに「女性だから上げってもらったのだろう」と囁か

れて、女性管理職自身も肩身が狭くなるのではとの危惧があり、あえて数値目標を設定する

ことは避けてきた。ただ、 G 社も 3～5 年前からグローバル化を強く意識するようになった。

これに伴い、SRI（社会的責任投資）の観点から、「FTSE４Good Global Index」や「Dow 

Jones Sustainability Index」など、グローバル基準で情報開示が求められ、評価されるよ

うになってきた。そのため、女性活用についても具体的な指標で確認し、継続的にモニタリ

ングする Key Performance Index の一つとして、何らかの数値目標も作るべきではないかと

いう議論が出ているのは確かである。ただ、仮に数値目標を設けたとしてもその開示範囲を

どうするか（社外まで拡げるのか、社員にも伏せるのか等）は慎重に判断する必要があると

考えている。冒頭のような懸念から、社員に対しては目指す方向性を示すにとどめ、実際に

は責任担当者が数値目標に基づいてきっちり進め、結果として「最近、頑張っている女性が

昇進しているし増えてきた」という状況になれば良い。 

 いずれにしろ G 社なりに多様化をもっと進めて行きたいし、その中では性別の問題は無視

できない。今までの総括をしたうえでもっと強化すると言うことは考えるべきなのかなと思

うが、その場合も女性活躍だけを単独でやると言うことはないだろう。ダイバーシティ＆イ

ンクルージョンで、個が輝くという、すべての社員が生き生きとするという活動をしながら、

性別、外国人、障害など様々な問題のなかの一つの活動としてポジティブ・アクションの方

針を打ち出していかざるを得ないと思う。 
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6 今後の政策課題についての見解 

 

 以下は G 社のダイバーシティ担当者としての見解である。 

  

(1) 女性の管理職登用を進めるのにもっとも必要だと思うこと 

 近年 G 社に入社してくる女性は、同期の 3 割程度は女性であり、学校教育の段階ではもち

ろん、入社後も、自分がマイノリティであるという認識がない。様々な場面で男性との差が

あると言うことは人事部などに入らない限り認識しない。私（インタビュー対応者）も、仕

事をすることは男女とも当たり前の話なのでただ普通に仕事をしたいだけなのに、女性と言

うことでいろいろ言われるのが嫌だったし、男性との差を埋めるための委員会などに参加を

求められた際も、なぜそのようなことに関わらなければいけないのかと反発する気持ちを

持った。このようなことを考えると、男女の均等ということについて学校教育と社会の実態

にギャップがある、それをどこで埋めるのかと言うのが課題であると思う。いいかえると女

性は雇用の場面で男性との間にハンディがあるんだと言うことをどこの段階で気づかせるか、

どうやって啓発するかと言うことは公的なところでも考えてもらいたい。 

 同時に、男女ともに仕事をするのが当たり前だと言う教育をもっと早期からぜひやって頂

きたい。母親が専業主婦であったり、パートタイムであまり大きな責任を持たずに働いてい

る姿を見て育った人が近年入社する層にも多く、女性でもしっかり働くというロールモデル

を見ていない。マスコミも女性が結婚して子供を産んだら子育てに専念するのが当たり前と

いったイメージのテレビ番組等も未だに多い。少子化が進み、労働力不足が懸念されている

ことを考えれば、女性は結婚・出産で家庭に入るものという認識を定着させるのではなく、

「これからの社会は男女ともに頑張って働くのが当たり前」という教育を意識的にしていかな

いと、これからのあるべき社会像と現在の文化的風土とのギャップは埋まらない。 

 

(2) 一定規模以上の企業に、女性の採用や管理職登用等について計画の策定を求めると

いった法政策についての認識と対応可能性 

 本来、法律などで強制されることではなく、企業戦略上の必要性として取り組むべきこと

であると考えるが、社会や企業の文化･風土変革が必要であり、スピード感を持って取り組

むことが難しい現実もある。よって、女性の活躍推進に関する計画策定が求められると、

「次世代育成法」のように話題となり、取り組みは進むと思う。ただし、男性への逆差別と

の意見は間違いなく出るだろうし、デメリットは否めない。いかにデメリットを防ぐかが実

現のポイントになると考える。「女性の人権尊重」といった視点ではなく、日本国の成長の

ために新しい男女の働き方が必要である、という今日的で前向きな意味あいが社会のコンセ

ンサスとなることを期待したい。 
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第 9節 輸送用機械 H社 

 

1 会社基礎情報 

 

(1) 事業展開の特徴 

 全世界で生産と販売を行うグローバル企業。日本での生産は全体の 4 分の 1、販売は全体

の 7 分の 1 に過ぎない36。また、1990 年代末に行なわれた外国企業の資本参加により、現在

発行株式の約 7 割が外国法人によって所有されており37、実質的には外資系の企業と言える。 

 

(2) 人事処遇制度 

ア 人事の基本方針 

 全世界に従業員を擁するが、以下は基本的に日本国内の事業所に適用される人事制度である。 

 人事処遇においては、評価や試験などによって昇進昇格が行われる。 

 採用については、2000 年より職種別採用を実施している。大卒についてのいわゆるコース

別雇用管理とは異なり、10 程度の職種を特定して募集・採用するもの。なお、採用時には部

門不特定の全部門にチャレンジと言う採用区分もあり、これは職種を特定しない人のための

採用区分となっている。 

 部門を大きく括ると、工場でのラインの仕事に従事する技能系と、技術職系、事務職系の   

 3 つの種類となる。 

 

イ キャリアアップの仕組み 

 昇格・昇進は、大卒の場合、エントリー職→総括層→係長層→課長層→部長層という段階

を踏むことになる。エントリー職から総括層、総括層から係長層、係長層から課長、課長か

ら部長に昇格するには試験がある。昇格のための試験は、評価において一定の基準を満たし

てはじめて受験することができる。昇格の基準に必要滞留年数はなく各階層を短期間で昇格

する場合もある。これまで 20 代の課長や 30代の担当部長も誕生している。 

 

 

 

 

 

 

 

                            
36 H 社の HPによる。 
37 H 社の 2010 年度有価証券報告書による。 
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図表9－1 入社からの昇進経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          インタビュー内容から執筆者作成。 

 

 一方、かつて高卒、短大卒の事務系で入社した女性の課長職もいる。 

 

ウ 評価、配置、能力開発、その他の制度 

 上司とのキャリア面談は、少なくとも年 2 回実施し、課題（コミットメント）をいかに達

成したかを結果で判断する「パフォーマンス評価」と、技能・知識・心構え等の行動特性を

捉える「コンピテンシー評価」により報酬を決定し、社内のキャリア形成についても、この

評価に基づき社員と上司の話し合いを行い、合意形成を図っている38。 

 転勤は業務ランクに係わらずありうる。職種変更や配転については、会社がキャリア形成

の観点から行う場合と、社員自らが希望して行う場合とがある。社員自ら希望する仕事に

チャレンジする仕組みとして、「オープンエントリー制度」と「シフトキャリア制度」を用意

している。「オープンエントリー制度」は部署の新設などポストの空きに応じて応募できるも

の、「シフトキャリア制度」はポストの募集に関係なく、希望する部署や職種に自由に登録し

ておく制度である。39 

 

(3) 従業員構成 

  H 社の総従業員数は、2011 年 4 月現在で 30,870 名。平均年齢は 42 歳、勤続年数は 20 年で

ある。このうち女性は 9 ％程度であり、平均年齢は 6 歳程度若く、平均勤続年数も 7 年程度

短くなっている。また上記総従業員の約 4 割が製造現場で働いているが、女性は女性従業員

の 1 割弱が製造現場の従業員である。また、出産育児などで退職する社員はほとんどいない。 

 

                            
38
 H 社の CSR 報告書による 

39
 2010年度(2011年1月時点)の実績としては、124のポストに155名がエントリーし、53名が合格している。 

(H社のCSR報告書より) 

役員

・・OFFJT実施

部長 ・・昇進試験実施

課長

係長層

総括層

エントリー職
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2 女性社員の採用状況と女性管理職の状況 

 

(1) 採用状況 

ア 四年制大卒女性の採用開始時期 

 四年制大卒女性を最初に採用した年度は 1970 年以前であるが、記録がないため正確な年

代は不明である。これまで大卒のコース別の採用は行なったことがないため、管理職候補

（総合職）として女性を最初に採用した年度についても同様である。 

 

イ 各採用区分の採用状況 

 直近の採用者数は、2011 年 4 月入社 250 人である。このうち女性が 2 割程度となっている。

採用についてはそれぞれ採用区分ごとに女性割合のガイド値を設けている。このガイド値に

ついては 4 で詳述する。技能系については、女子学生採用にむけ高校への採用活動など実施

している。 

 

(2) 管理職の登用状況 

ア 女性管理職数等 

 

図表 9－2 管理職に占める女性の割合等 

  階層 男性 女性 女性割合

管
理

職
 

役員層 

2475 160 

1.9% 

部長層 2.8% 

課長層 7.7% 

計 6.1% 

           インタビュー資料より執筆者作成 

 

 役員層の女性 1 人は、社外からの直接登用で、執行役員である。2008 年には、女性の執行

役員がもう 1 名在籍していたが、他の会社での役員経験のある者であった。 

 課長以上の管理職における女性割合については、全社的には 2017 年 4 月に 10％と言う目

標をおいて進めている。この数値目標については 4 で詳述する。 

 ミッドキャリア採用と言って通年で行っている空きポストへの中途採用に関しては、男女

関係なく、対象となるポストに見合った人材を採用している。 

 

イ 女性上級管理職の誕生時期 

 データなし。 
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3 両立支援制度の状況と拡充経緯 

 

図表 9－3 H社の両立支援制度 

 

   H社 HPより 

 

(1) 育児休業・短時間勤務制度等 

 現在「育児休職」は 2 歳到達後の 4 月末まで、「就業時間短縮制度」は小学校 6 年生の年

度末まで利用できる。2008 年 4 月に「育児休職」や「就業時間短縮制度」の期間を延長する

などした。 

 

(2) 社内託児所の開設 

 2005 年 4 月に社内託児所（神奈川県にある事業所内）をオープンした。 

 

(3) 配偶者海外赴任帯同休職制度 

 配偶者が海外転勤になった場合に、原則 3 年を上限に休職できる配偶者海外赴任帯同休職

制度も整備している。 

 

(4) 在宅勤務、各種休暇制度等 

 2006 年 7 月には在宅勤務制度を導入。2008 年度はファミリーサポート休暇を新設。これま

での結婚、配偶者の出産、育児、介護に加え、新たに不妊治療のための通院にも利用可能と

し、1 年度に最大 12 日間（内 5 日は有給）が取得可能とした。このほかベビーシッターサー

ビス利用の補助や 2006 年 4 月導入の母性保護休暇などもある。 

H 社独自 
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(5) くるみんマーク 

  H 社は、2007 年次世代支援対策推進法にもとづく、くるみんマークを取得している。 

 

4 女性活躍促進の取り組みとその経緯 

 

(1) ポジティブ・アクションとしての取り組み 

 2004 年からダイバーシティを経営方針とし、「女性」をファーストステップに取り組みを進

めている。名称は「ポジティブ・アクション」ではなく、ダイバーシティの名を冠して推進

している。ダイバーシティ推進のためのハイレベルの意思決定機関があり、人事部から独立

した担当部署があって、取り組みの推進を担っている。女性の採用と管理職登用には目標値

をもって取り組んでいる。 

 

ア 取り組みの内容 

  H 社がダイバーシティの名のもとに取り組んでいるポジティブ・アクションの取り組みは、

多岐にわたる。主要なものを挙げると、まずトップによるダイバーシティにかかるコミット

メント、ダイバーシティ推進のための意思決定機関や専任の部署の設置などの体制の整備が

ある。意思決定機関は、COO が議長を務める「ダイバーシティステアリングコミッティ」で

ある。専任部署は人事部から独立した形でおかれ、ダイバーシティデベロップメントオフィ

スと称する。また重要な取り組みとして、採用についての女性割合の目安、管理職に占める

女性比率の数値目標の設定、管理職候補の女性に対し、幅広い業務経験の付与について上司

定期的に行う育成会議や、育成のための研修などがある。さらに、女性のネットワーキング、

ロールモデルの育成、メンター制度や、専用のダイバーシティサイトとイントラネットの構

築なども行っている。 

 なお、インタビューシートから該当する項目を選べば下記のとおりである。 

 

２．新規採用時における女性の積極的な採用 

３．女性がいない・少ない部門・部署、職域・職務への積極的な配置 

４．管理職への女性の積極的な登用（要件を満たす男女がいれば女性を優先等） 

５．女性の管理職登用に係る数値目標の設定 

６．女性に対する昇進・昇格試験受験の積極的な奨励 

７．管理職候補の女性に対する能力・意欲等の底上げ（幅広い職務経験を意図的に付与、重点的に教育訓

練・研修を実施等） 

９．モデル（模範）となる女性社員の育成 

１０．メンター（助言・指導者）の導入など女性が業務やキャリア等について相談しやすい体制の整備 

１１．（結婚・出産等で離職した場合の）ОＧ登録・復職支援制度の導入 
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１２．男女の機会均等に向けた企業内推進体制の整備（ＥО推進室など専門部署・チームの設置等） 

１３．（性別の嗜好に左右されにくい）人事考課（評価・査定、昇進・昇格等）基準の整備 

１４．男女で公正な人事考課を行うための評価者研修 

１５．社内公募制や自己申告制等、男女に隔たりなく希望に応じ登用・配置するための体制の整備 

１８．職場風土の改善（とりわけ中間管理職や同僚の男性等の意識啓発） 

１９．経営層の参画（トップによるメッセージ発信等） 

２１.その他（女性の活躍推進のための取り組み参照） 

 

注：上記中太字は会社が重視する項目。また、14 については通常の評価者研修に特に男女間の評価の差について

意識した内容はない。また 21 については、ダイバーシティステアリングコミッティによる方針・進捗状況の確認

（部門長となる役員がメンバーとなり年 3 回各部門の目標に向けた進捗の確認や新方策の実施承認などを実施する）等

がある。 

 

イ 取り組みの意義・理由 

  H 社がダイバーシティに取り組むのは、H 社がダイバーシティを「重要な経営戦略の一つ」

であると考えるからである。グローバル経済の中で勝ち抜くには、さまざまなマーケットに

おける多様な顧客を理解し、そのニーズに応えていく能力が必要となる。特に昨今は女性

ユーザーの増加にも対応しなければいけないし、市場のグローバル化にも対応しなければい

けない。H 社の CEO は社員が「市場のニーズのミラーになるべきだ」と言っている（ユーザー

に対応した社員構成を追求するべきであるとの意味）また、COO は「多様な人材が入ることで

組織は強い組織になれる」と言っている。この 2 点が、H 社がダイバーシティに取り組む意味

であり、H 社はダイバーシティに取り組むことによって市場ニーズへの対応や組織力において

競争優位をとなることを目指している。 

 この競争優位を目的としたダイバーシティの推進においては、女性に関して言えば、意思

決定の場への女性社員の参加促進が不可欠と判断している。そのため 2004 年からダイバーシ

ティ推進に向けた仕組み・体制を整備し、目標値の設定をはじめとする積極的なポジティ

ブ・アクションに取り組んできた。 

  H 社では、その CSR の 8 項目の重点分野の一つ「社員」について、「多様性の尊重」を第一

の柱とし、「多様な人材がグローバルビジネスを通して自らの成長を実感できる、魅力的な組

織づくりを目ざす」としている。この「多様性」（ダイバーシティ）の尊重の中にポジティ

ブ・アクションやワーク・ライフ・バランスが含まれるという構造になっている40。ただし、

ダイバーシティ推進は CSR の取り組み拡大の目的として行われているわけではなく、CSR に関

して出された ISO26000 や、SRI についても H 社のウェブサイトなどでアピールしているが、

                            
40
 H 社の HP より。 
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ダイバーシティ推進の意義は、競争優位のためという意識が強い。 

 なお、インタビューシートから該当する項目を選べば以下のとおりである。 

 

１．女性の能力を有効に活用し、経営の効率化（生産性向上や競争力強化）を図るため 

２．顧客ニーズ（消費者・生活者の視点）を経営に活かすため 

５．優秀な人材を確保するため 

６．労働者（とりわけ若年層等）の意識・価値観の変化に対応するため 

７．労働力人口の減少が見込まれているため 

 

 また、インタビューシートに記された期待する効果は次のとおりである。 

 

 顧客の多様なニーズに最大限応え、あらゆるステイクホルダーとともに持続的な成長を維持する

ため。多様な意見がぶつかり合うことで、より革新的で強い組織を作るため。 

 

ウ 取り組みの効果 

 ダイバーシティを推進するため、女性のキャリア開発支援等に取り組んできた。その結果、

女性管理職比率は 2004 年の 1.6％から、2011 年には 6.1％まで上昇し、「日本の製造業の平

均を上回る」41までに上昇した42。 

 

(2) 女性社員の活躍推進に係る取り組み経緯 

ア 2004 年の体制整備とともに始まった取り組み  

 明確に H 社が女性活躍促進の取り組みを始めたのは、2004 年秋に前述の「ダイバーシティ 

ディベロップメント オフィス」が設置された時からである。この「ダイバーシティ ディベ

ロップメント オフィス」は、H 社がダイバーシティを強力に推進していくための、リーダー

的な役割を担っている専門組織であり、人事部門から独立し、ダイバーシティという切り口

で新たなアイディア・視点を取り入れた革新的な取り組みを全社的に進めている43。 

 2004 年には、最高執行責任者（COO）が議長を務め、各部門を代表する役員をメンバーと

し、ダイバーシティに関する意思決定を行う会議体「ダイバーシティ ステアリング コミッ

ティ」も新設された。年 3 回開催されるこの会議では、ダイバーシティを重要な経営戦略の 1 

つとして位置づけ、推進するための目標・施策の承認から進捗・成果の確認までを行う44。そ

                            
41
 H 社ダイバーシティウェブサイトより 

42
  こうした取り組みが評価されて2008年、アジアに本社を置く企業として初めて、「カタリスト賞」（カタリス

トという世界規模の非営利団体から女性のキャリア開発や登用を支援する画期的な活動に取り組む企業に贈

られる賞）も受賞した（H社 HPより）。 
43
 H 社 HP より  

44 同上 
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のための提案等はダイバーシティ ディベロップメント オフィスが行っている。 

 

図表 9－4 H社のダイバーシティ推進体制 

 

 

               H社 HPより 

 

イ ダイバーシティの中で女性の活躍推進を第一のテーマとして推進 

 このような体制のもとで決定される方針に沿って、採用における女性比率の目安を定めた

り、女性社員がいない・少ない部門・職域で、出来るだけ多様な人材が輩出される配置につ

いては、各部門人事で検討したりしてきた。また、女性管理職比率については、グローバル

の地域毎の中期目標、日本ではさらに各部門の目標値を設定し、その進捗状況をダイバーシ

ティステアリングコミッティで確認・承認。なぜ達成できなかったのか、翌年どの部分に取

り組んでいくかといったことをフォローアップして達成を促してきた。 

 又そこに繋がるものとして、管理職候補の女性に対する能力の向上、底上げについても

キャリアアドバイザーや部門人事、直属の上司などで取り組んできた。 

 このようにダイバーシティの中でもジェンダー・女性の問題を第一のテーマとして取り組

んできた。 

 

ウ 2006 年以降文化、国籍の違いにも拡大 

 その後、2006 年 4 月には、ダイバーシティの取り組みは第二のテーマ「文化・国籍の違い」

へ進展した。以来、ジェンダーだけでなくカルチャー（異文化理解）をテーマに、外国人と

のビジネスコミニケーションの研修やイベントの実施などに取り組んでいる。 

 

(3) 目標値を掲げた女性の積極採用 

 採用については、それぞれ事務系、技術系、技能系の採用区分ごとに女性割合のガイド

値を設けており、ガイドに向かって努力している。 
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(4) 女性が少ない部門への積極配置 

 女性がいない、あるいは少ない部門、職域については、できるだけ多様な人材が輩出され

る配置に向け、各部門人事が検討している。 

 

(5) 目標値を掲げた管理職への登用推進 

 課長以上の管理職に占める女性比率については、日本地域で 2017 年 4 月に 10％の目標を

おいており、部門ごとに数値目標を設定している。 

 ダイバーシティ・デベロップメントオフィス及び各部門人事では、この数値目標を意識し

て、女性に総括層、係長、課長、部長に上がるための昇進昇格試験の積極的受験を促すなど

の取り組みをしている。また、管理職候補となる女性については、OJT だけでなく OFFJT も

含む層別研修（選抜研修）を実施している。また上司と人事、キャリアアドバイザー（キャ

リアアドバイザーについては、後述。）が入ったキャリア開発会議において、育成プランを

作成し、育成の進捗を確認している。その部門ごとの進捗状況や達成確認の場としてダイ

バーシティステアリングコミッティを開催している。 

 なお、管理職に占める女性比率については、グローバルの各地域ごとに目標値を設定して

いる45。 

  H 社のポジティブ・アクションでは、昇進昇格のための試験や評価において女性に下駄を

はかせるということは考えていない。今まで与えられてこなかったチャンスを与えてその中

で能力を発揮する、成果を出す、評価をされると言う中でそれが昇格昇進に繋がることこそ

がポジティブ・アクションだというのが H 社の考え方である。 

  

(6) 女性社員一人一人に目を向けたキャリア開発支援 

  H 社では採用や、管理職における女性比率の数値目標とともに、管理職候補の女性に対す

る意欲、能力の向上にも、力を入れて取り組んでいる。その観点から、社内にキャリアアド

バイザーを配置し、女性社員との面談を実施するなどの取り組みを進めている。面談では業

務内容や今後のキャリアだけでなく、ワーク・ライフ・バランスに係る悩み等を聴き、一人

ひとりの状況を把握してそれぞれに合ったキャリア開発を支援している46。 

 キャリアアドバイザーは前述したキャリア開発会議にも参画し、個々の女性社員の育成プ

ランの作成・進捗確認など管理職登用に向けたサポートをしている。 

 管理職候補となる女性について行われる、OFFJT も含む層別研修（選抜研修）に於いては、

例えば、弱みを強みに変えるための気づきを与えるアクションラーニング等を行っている。 

 

                            
45
  H 社 CSR データ集掲載の 2011 年の目標では、日本 6 ％に対し、北米 13％ 欧州 15％、その他海外地域 12％と

いう数字がオープンになっている。 
46
  H 社 HP より 
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(7) 女性のネットワーク作りやロールモデルの提示 

 また、女性同士のネットワークの構築も促進している。先輩の女性管理職や、同じ職位ラ

ンクの女性でのパネル・ディスカッションやラウンドテーブルを行い、同じレベルでの悩み

を共有したり、刺激を受けたり、先輩からアドバイスを受けたりする機会としている。また、

社外ゲストを招き自身のキャリアを考えるヒントを提供したりしている。 

 

(8) イントラネットやイベントを通じた社内の意識啓発 

 ダイバーシティの推進に当たり、全社的な意識を高めるための情報発信として、イントラ

ネット上に「ダイバーシティサイト」を開設し、ダイバーシティ推進活動にまつわる情報を

掲載したり、毎月に社員向けにメールマガジンを送付したりしている47。社内の取り組みや

活躍する社員のインタビュー、異文化理解のためのヒント、ダイバーシティに係るイベント

情報などを提供するとともに、社員が参加できる双方向なコミュニケーションツールとして

確立し、ダイバーシティの社内浸透に活用している。 

 また、マネジメント層の参加を必須としたトレーニング「ダイバーシティワークショップ」

も実施し、組織におけるダイバーシティの浸透を目指している。ダイバーシティの重要性を

理解し、多様な人財をマネージすることを学び、どのようにダイバーシティをビジネスに役

立てていくのかを考えてもらう。 

 

5 個別テーマに係る見解 

 

(1) 育児休業等の時期の評価と昇進昇格について 

ア 評価における育児休業期間などの取り扱い 

 育児休職中は無給となり、休職期間中の評価も実施されない。育児休職明けは、休職前の

評価からスタートとなる。但し、昇進・昇格のための試験実施の際に休職している場合、受

験できないため、休職期間中の昇格はない。基本的には業績と能力の評価結果から、昇進昇

格の要件を満たしているかを判断し、受験するかどうかが決まる。 

 

イ 評価における短時間勤務期間の取り扱い 

  H 社における短時間勤務の活用状況は、3 ～ 4 歳くらいまで短時間勤務を活用するケース

が多いが、いわゆる小一の壁のために子が小学校に上がってから少しの間利用するという

ケースも存在している。短時間勤務を早く切り上げたり、制度を利用せず復職直後からフル

タイムで働く女性社員もいる。 

 

                            
47
 以下この部分については H 社 HP より 
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(2) 女性の昇進意欲と子育ての関係について 

  H 社の両立支援制度は法定を上回りかなり充実している。結婚・妊娠、育児等に伴う離職

を防止するため充実を図ってきたが、現在ではもうこうした理由で退職する女性はいなくな

り、両立支援制度を使う人が増えてきた。 

 育児休職は子が 2 歳到達後の 4 月末まで、育児のための短時間勤務は小学校 6 年生まで可能。 

 

(3) 高卒、短大卒事務系の女性のさらなる活躍のための取り組みについて 

ア 現在の職位 

 かつての高校・短大卒の事務系採用者には、エントリー職や総括職に在籍する女性もいる

が、一方で、能力・意欲があり、昇格・昇進し、課長職に就いている女性もいる。 

 

イ 意欲の喚起についての課題 

 ダイバーシティデベロップメントオフィスを設置してから、今までチャンスがなかった人

にチャレンジしてもらうために、女性のやる気向上やスキルアップに向けた研修などを実施

し、女性候補者を育成してここまで持ってきた経緯がある。 

 

ウ 活躍促進に当たっての課題 

  H 社の場合、前提として、海外企業との資本提携と言う特殊事情がある。上位職になるほ

ど英語力が求められ、そこは他社と比べ圧倒的なハードルとなっている。ほとんどの部門で、

海外とのやりとりがあり、英語はキャリアアップに必要な要件となってくる。 

 

エ 採用中断と今後の見込み 

 昨今、専門性を学んだ大学卒業以上の採用にシフトしている。 

 

(4) 管理職に占める女性比率の今後の見通しについて 

  H 社では管理職に占める女性比率に係る政府目標である、2015 年 10％のレベルは一応意識

して中期目標を設定しており、この取り組みがそのまま進めば、2015 年には 10％に近い数字

になる見通しである。 

 ただ、H 社では従業員に占める女性の割合が 9.0％とそもそも 1 割ない。工場部門を抱える

製造業は、高い女性比率の金融・小売業などと同等の管理職の女性比率というわけには行か

ず厳しい目標であるというのが本音である。特に、理系（機械・工学科）女性学生が少ない

のが現状であり、採用市場自体も厳しい。 

 いずれにしても管理職の女性比率についての、全社の適正なヘッドカウントの状況に合わ

せて、中途採用や内部人材を育成し、登用していこうという方向性は変わらない。 
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(5) 女性の管理職登用の数値目標を掲げることについて 

 採用段階及び管理職について女性比率に数値目標を既に持ち取り組んでいる。 

 

6 今後の政策課題についての見解 

 

(1) 女性の管理職登用を進めるのにもっとも必要だと思うこと 

  H 社ダイバーシティ担当者としての見解は以下である。 

 女性管理職を増やすことと、あわせて託児インフラの充実も必要と考える。 

 なお、公共のインフラを補うため、H 社でも神奈川の事業所に事業所内託児所を設置した

が、厚生労働省の助成金は一企業 1 カ所しか出ない。従業員規模等に応じた、複数カ所の助

成金支給など、企業としては検討して欲しい要件である。また、小学生の子供を持つ社員に

とって、学童保育は重要なサービスである。託児所は延長保育で 20 時、21 時まで預かる施

設もある一方で、小学校に進学以降になると、授業終了後に預かってもらえるところは学童

保育のみであるが、預かりの時間が限定されている。3 年生くらいまでは、学童保育で柔軟

な時間設定で預かってもらえる仕組みができれば、小一の壁による育児不安についてももう

少し解消できるのではないかと思う。 
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第 10節 保険 I社 

 

1 会社基礎情報 

 

(1) 事業展開の特徴 

  I 社は、国内拠点 500 か所以上を擁し、基本的には国内の法人、個人の顧客を主力とした

事業を行っている。ただし、海外にも 100都市以上に拠点を持つ。 

 

(2) 人事処遇制度 

ア 人事の基本方針 

  I 社では生えぬきの人材を育成して登用することを基本とした人事システムを構築してい

る。一方で、社員処遇に関しては、勤続年数の要素は中堅レベル以降の昇進、昇格において

は考慮しない。コース別雇用管理制度を実施してきたが、2010 年にこれを改訂した。いわゆ

る総合職と一般職の区分けであったものを、一般職の業務範囲の制約をなくし、異動の範囲

のみ、制約のない総合系α職と通勤圏内に限定する総合系β職の区分に変更した。一般職

だった社員は全員自動的に総合系β職に移行した。 

 一定の専門技術領域については、必要な職務経験のあるものを中途採用している。 

 

イ 評価の仕組み 

  I 社の評価システムは、「人物に対する評価」と「成果及び成果に至るプロセスの評価」

を基本としている。成果の評価については目標管理制度を実施している。評価結果への異議

申立制度等がある。 

 

ウ 配置、能力開発等の制度48 

  I 社の配置関連の制度としては次のようなものがある。 

 まず、社員が自らの意思で応募し、希望する部署への異動を実現するいわゆる公募制度を

設けている。また、そのほかに社員の自己実現や自立的なキャリア形成の確立のために、一

定の選考基準を充足した社員の異動希望を必ず実現する制度を 2000 年代初めに導入した。通

算約 100 名の社員が後者の制度の適用を受け、希望するポストへの異動を実現している。ま

た、 2 年ほど前には、キャリアアップを目指す各地区の職員が、半年から 1 年間、本社部門

で専門的な知識やスキルを習得し、活躍の幅を拡げることが可能となる新しい制度を設けた。 

 能力開発に関しては、全社員に学習機会を提供するため、階層別、部門別の研修と e ラー

ニングで構成した企業教育プログラムを実施している。 

                            
48 この部分は会社の公表資料による。 
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(3) 従業員構成 

 

図表 10－1 I社の正社員の採用区分別年齢階層別男女別構成など 

正社員の 

採用区分 

転勤、配転、

職種・職務変

更の有無 

正社員中 

の割合 

（％） 

採用区分

中男女別

割合(％) 

各採用区分各性別中の年代別割合(％)
平均

年齢

（歳）

平均 

勤続 

年数 

（年） 

左記の

うち 

2002年

度入社

者 

直近 

（2011年

度）の採

用者数

～ 

20代
30代 40代 50代

60代～

(再雇用

含まず)

総合系α 

（全国、海外 

含め）転勤、 

配転あり) 

36.5 

男性96.8 16.8 19.3 39.6 22.8 1.5 

41.6 18.5 約70 約100
女性3.2 59.4 19.8 19.3 1.6 0.0 

総合系β 

（限定エリア

内で）転居を

伴わない転

勤、配転あり 

47.9 

男性0.1 0.0 0.0 28.6 71.4 0.0 

33.7 9.4 約630 約230
女性99.9 41.9 34.2 16.6 7.1 0.2 

専門技術

系α 

医療調査な

ど 
4.8 

男性99.6 0.9 46.9 19.3 28.4 4.6 
43.5 10.4 約110 

中途採用

約230

(2010年

度) 

女性0.4 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 

専門技術

系β 

物的損害調

査など 
10.2 

男性98.3 12.7 30.9 27.4 26.5 2.5 
41.9 12.9 約90 

女性1.7 24.1 51.7 24.1 0.0 0.0 

営業指導

社員 

代理店営業

指導など 
0.5 

男性94.3 0.0 0.0 0.0 75.6 24.4 
57.7 17.1 0 

女性5.7 0.0 0.0 0.0 80.0 20.0 

会社インタビュー応答資料、会社公表資料などから執筆者作成 

 

 なお、I 社の正社員総数は約 16000 人であり、この正社員のほかに、契約期間が 6 カ月の

非正規雇用社員が一定数雇用されている。 

 

2 女性社員の採用状況と女性管理職の状況 

 

(1) 採用状況 

ア 四年制大卒女性の採用開始時期 

 四年制大卒女性を最初に採用した年度は 1986 年（合併前の採用）49であり、管理職候補

（総合職）として女性を最初に採用した年度は 1987 年（合併前の採用）である。 

 

イ 各採用区分の採用状況 

 定期採用者数は総合系αが 2010 年度約 120 名、2011 年度約 100 名。総合系β職員は 2010

年度約 340 名、2011 年度約 230 名となっている。  

 総合系α入社者のうち女性は 1 割程度、総合系βは全員女性である。総合系βは募集を女

性に限っているわけではなく、男性がいないのは、コース別の改定後間もないということと、

                            
49
 I社は 2000 年代初めに合併して現在に至る。 
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男性がグローバル志向だからということもある。ただ、会社としても総合系βに男性を増や

そうという考えはない。 

 男女を問わず人物重視・実力本位で、採用基準を満たせば採用している。総合系αの女性

比率でどの程度などという目標等は持っていない。 

 中途採用の専門技術系α（保険でカバーする医療費用の支払額が妥当かどうかを調査する

仕事。病院とのコネクションンが必要な職務。）と専門技術系β（自動車などの損害額の見

積もりが適正かどうかを調査する社員でディーラーや整備の仕事の経験が必要な職務）等に

は女性の応募は少ない。自賠責保険のみを代理店として扱っている整備工場などを回って営

業指導をする営業指導社員についても同様である。 

 

(2) 管理職の登用状況 

ア 女性管理職数の推移等 

 2010 年度現在で、管理職（＝課長職 K 50以上と課長職 L 51）の女性の合計は 70 人強、次層に

当たる管理職一歩手前の予備軍の担当課長52や課長代理53が約 530 人となっている。総合系α

の課長職 K 以上は 2005 年から 2009 年にかけ 20 人強増加し、課長代理も同一時期に 30 人強か

ら 50 人弱まで順調に伸びている。一方で総合系βも、コース別雇用管理改定前の初級のマネ

ジメント役職54が 2005 年度 70 人弱から 2009 年度 400 人まで増加し、これらの者が 2010 年か

らは課長代理となった。その上の課長職 L も 2010 年度 50 人弱となった。 

 これまで、管理職になれる分母自体が少ないという事情もあったが、現在はどこの企業で

も女性管理職を増やす取り組みを行っているため、I 社としてもこの管理職予備軍約 530 人か

ら、どんどん管理職に登用できるよう働きかけを行っている状況にある。 

 

図表 10－2 I社の管理職の男女別内訳 

  
管理職 

名称 
在職者数 

男女別割合 

（％） 
女性管理職が配置されている主な部門・部署

役員クラス 
取締役・監査

役・執行役員 
約50 

男性 98
社外役員 

女性 2

部長クラス 部長 約600 
男性 97 医療保険の引き受け部門の部長, 

保険金支払い部門の部長 女性 0.3

課長クラス 
課長職 K 

課長職 L 
約2300 

男性 97
  

女性 3

 インタビュー応答資料及びインタビュー内容より作成 

 

                            
50
 対外的に課長の名称の使用が許される管理職の最初の職位 

51
 総合系β特有の管理職職位。責任の範囲などから課長職 Kよりやや下の位置づけとなる。 

52
 総合系αのみの職位 

53
 総合系α総合系β共通の職位 

54 これについては後述 4(2)ウ参照。 
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イ 女性上級管理職の誕生時期 

 現在部長職についている女性は 2 名いる。1986 年入社の者（2009 年部長就任55）、1982～3

年ごろ入社の者（2008 年ごろ部長就任56）である。 

 

3 両立支援制度の状況と拡充経緯 

 

(1) 育児休業、短時間勤務制度等 

 育児休業期間の延長、育児短時間勤務制度の新設や対象者の拡大を図るなど、様々な形で

両立支援体勢を充実させてきている。現在、育児休業については、原則として子どもが満 1

歳に達する年度の翌年度の 5 月末まで利用が可能である。また短時間勤務については、小学

校 3 年の学年末まで利用が可能である。このほかに妊娠及び育児に係るシフト勤務制度があ

り、育児短時間勤務制度を合わせると 10 パターン以上の中から勤務時間帯を選択することが

可能となる。小学校 3 年生の学年末までの間、制度を利用して勤務時間を短くしたり、利用

をやめて通常の勤務時間に戻したりを何回でもできることになっている。 

 

(2) 配偶者の転勤などに対応する勤務地異動の制度 

 2006 年度には、総合系β社員でも配偶者の転勤などの場合に自分の採用エリア以外の地

域で勤務を継続できるという制度を新設した。それまでは退職して入り直す、あるいは退職

して終わりという選択しかなかった。 

 

(3) 育児休業制度等の利用状況 

 産前産後休業取得者、育児休業取得者、短時間勤務取得者、また勤務地異動の制度の利用

者とも年々増加しており、育児休業取得者は 2010 年度で 500 人弱、短時間勤務取得者は 250

人弱、勤務地異動の制度利用者は 80 人弱に上る。2006 年度はそれぞれ 200 人弱、70 人弱、

30 人強であった。 

 育児休業を使う人でも、地方だと三世代同居等のため子どもを見てくれる家族がいるので

短時間勤務を使わないという人がいる。大都市圏の方が短時間勤務を使う人が多いと思われ

る。また、保育園に入っている間はフルに働いて、小学校に上がるときに学童保育の問題が

あるため短時間勤務に切り替えるという人もいる。 

            

(4) 育児休業者を対象としたセミナー 

 2007 年から育児休業者を対象としたセミナーを開催している。育児休業から職場復帰す

る者が直前に抱える悩みや不安を払拭してもらうためである。当初は本社だけだったが、現

                            
55 入社年次や部長就任時期は、当該女性部長のインタビューを搭載したウェブサイトによる情報である。 
56 上記ウェブサイトによる情報である。 
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在は対象、実施地域を広げて行っている。 

 このセミナーの機会に、社外講師と事前に打ち合わせて、どういう心構えで復帰すべきか、

権利主張ばかりしていてはだめであること、同僚・周囲に対する気遣いが必要なこと、自分

ができる仕事は「私がやります」と引き取ることも必要と言うように、仕事に関しては強く

いってもらうようにしている。受け入れ側がどれだけ大きな負担を抱えているのかを分かっ

てほしいとの思いからだ。 

 2010 年度はセミナー参加者の募集や発信の方法を変えたため、復帰者を持つ上司の参加

率が急激に上昇した。男性・上司側でも育児休業復帰者への対応に悩んでいた方が多かった

らしく、社外講師による厳しめの内容は、自分では言えないことを言ってもらったと好評で

あった。終了後のアンケートでは、育児休業復帰者からも会社のメッセージをしっかり受け

止めたとみられる感想が得られている。休業中に商品内容や事故処理ルールが変わるなどの

こともあるので、このセミナーは、一般的な復帰に向けての心構えをきっちり認識させる意

味でも有効である。 

 

(5) 両立支援サイトの運営 

 このほか、両立支援のためのサイトを 3 年ほど前にオープンしている。充実させてきた制

度や制度間の関連づけを分かりやすく解説するサイトである。育休者は外部から閲覧するこ

ともできる。この中には出産、育児にかかる休務期間シミュレーションも搭載している。出

産予定日を記入すると、いつから育児休業開始でいつ終了かを計算してくれ、さらに年次有

給休暇の使用等を入力すればそれも加味して算出してくれる。提出書類確認ボタンを押すと、

必要な書類が何でどのグループにいつまでに提出すべきかまで、瞬時に明示してくれるよう

になっている。 

 

(6) 時間外労働の抑制 

 また、労働時間運動を推進しており、女性が多い総合系βでは時間外労働を一年間で 200

時間以内に収めることとなっており、総合系αでも 240 時間という制限目安を設けている。

月 2 回、18 時での早帰りも実施しており、時間外労働は従来よりだいぶ圧縮されてきている。 

 

(7) くるみんマーク 

  I 社では、2007 年に次世代育成支援推進法上の「くるみんマーク」を取得している。 
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4 女性の活躍促進の取り組みとその経緯 

 

(1) ポジティブ・アクションとしての取り組み 

ア 方針の策定と明示 

 2002 年から、ポジティブ・アクションを方針化し、取り組みを進めている。ただし、2007 

年からダイバーシティの名を冠して推進しており、このダイバーシティには、女性の問題の

ほか、障害者、外国人、ワーク・ライフ・バランスが柱となっている。 

 その他ポジティブ・アクションとしての取り組み内容としては、インタビューシートの選

択肢のうち以下の項目が該当する。 

 

１．女性が満たしにくい募集・採用、配置・転勤、昇進・昇格基準等の見直し 

２．新規採用時における女性の積極的な採用 

３．女性がいない・少ない部門・部署、職域・職務への積極的な配置 

４．管理職への女性の積極的な登用（要件を満たす男女がいれば女性を優先等） 

５．女性の管理職登用に係る数値目標の設定 

６．女性に対する昇進・昇格試験受験の積極的な奨励 

８．女性に対する職種や雇用形態の変更の奨励 

※以上は男女平等で運用 

７．管理職候補の女性に対する能力・意欲等の底上げ（幅広い職務経験を意図的に付与、重点的に教育訓

練・研修を実施等） 

９．モデル（模範）となる女性社員の育成 

１１．（結婚・出産等で離職した場合の）ОＧ登録・復職支援制度の導入 

１２．男女の機会均等に向けた企業内推進体制の整備（ＥО推進室など専門部署・チームの設置等） 

１３．（性別の嗜好に左右されにくい）人事考課（評価・査定、昇進・昇格等）基準の整備 

１４．男女で公正な人事考課を行うための評価者研修 

１５．社内公募制や自己申告制等、男女に隔たりなく希望に応じ登用・配置するための体制の整備 

１８．職場風土の改善（とりわけ中間管理職や同僚の男性等の意識啓発） 

１９．経営層の参画（トップによるメッセージ発信等） 

２０．管理職登用を意識した、パート・アルバイト等非正社員から正社員への登用・転換 

 

  I 社としては上記のうちの 4（太字）が重要と考えている。ただし、「要件を満たす男女

がいれば女性を優先」とはしていない。 

 

イ 取り組みの理由 

  I 社のポジティブ・アクション取り組み理由は、インタビューシートの中の以下の選択肢
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が該当する。 

 

１．女性の能力を有効に活用し、経営の効率化（生産性向上や競争力強化）を図るため 

２．顧客ニーズ（消費者・生活者の視点）を経営に活かすため 

３．職場のモラール向上に資するため 

４．企業のイメージ・アップを図るため 

５．優秀な人材を確保するため 

６．労働者（とりわけ若年層等）の意識・価値観の変化に対応するため 

７．労働力人口の減少が見込まれているため 

８．企業の社会的責任を果たすため 

９．男女雇用機会均等法等法令の趣旨、男女共同参画基本計画等を踏まえて 

 

ウ 取り組みのための組織 

 ダイバーシティ推進のため、人事部門にダイバーシティ担当グループを設けるとともに全

国的な推進組織を設けている。女性や採用や管理職登用についての数値目標については、こ

れまで抑制的であったが、現在前向きの方向に転換を検討中である。 

 

(2) 女性職員の活躍推進に係る取り組み経緯 

ア 合併を契機とした取り組みの開始 

 女性の活躍推進に本格的に取り組み始めたのは、2002 年である。合併に際し女性社員割合

の大きな一企業として、どのような取り組みを行っていったら良いかという議論からスター

トした。女性活躍推進 PT を立ち上げたほか、首都圏で働く女性職員の自主運営組織を形成し

て、女性の活躍推進に向けてどのような施策を講じたら良いか、女性職員自身から人事部門

に提言してもらうようにした。この女性の自主運営組織は、2004 年には全国展開を行った。 

 また、2003 年には、女性活躍推進の専任部署を人事部門内に設置した。 

 なお、合併前にも取り組みが行われたところがあるが、この項目での記述は合併後改めて   

 I 社として取り組んだことを中心に記述している。 

 

イ 女性の自主運営組織から男女のダイバーシティのための組織へ 

 2007 年には、それまでの女性の自主運営組織を男女のダイバーシティのための組織へ発展

させた。組織の名称を変更するとともに、ボードメンバーに加え、全国の部支店から男・女

各 1 人ずつメンバーを選出し、ダイバーシティ活動の牽引役（各部支店ごとに計画を出した

うえセミナー等を開催）になるとともに、意見の吸い上げなど人事部と各職場の橋渡し役を

担わせている。このような名称・組織の変更は、「女性の自主運営組織」だと男性社員が自分

の問題ととらえず、女性社員のみの問題と言う意識が定着してしまうということがその理由
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の一つである。名前を変えることで男女双方にとっての働きがいと働きやすさのある職場の

実現に取り組むと言うような意識改革につながると考えた。またファミリーデーなど、事柄

の性質上女性の自主運営組織にはなじまない取り組みも増えたこともある。時代の流れとと

もにダイバーシティという言い方が主流になったということもある。2010 年度の男女のダイ

バーシティのための組織のメンバーは 400 人弱に上る。 

 2011 年 4 月からは女性活躍推進の専任部署を組織変更し、名称も変えてダイバーシティ推

進のための部署とした。 

  I 社のダイバーシティは、①女性の活躍支援②障がい者活躍支援③外国人活躍支援―を

重点に、これらの実現を支える課題として④ワーク・ライフ・バランスの実現を据えてこの 4 

つを重点課題にとして取り組んでいる。 

 

ウ 旧一般職のキャリア開発支援 

 キャリア支援としては、まず 2005 年度に、一般職社員の中から部下・スタッフのマネジメ

ントを担う初級マネジメント役職を新設し、登用拡大を図るとともにこのころから一般職向

け各種研修を実施した。2007 年にはこの初級マネジメント役職の中でも管理職に相当する役

職を新設して登用を図った。非正規雇用職員から一般職への登用制度の導入、一般職の新卒

採用拡大、一般職の地区・部店内人事異動の弾力化といった取り組みを重ね、結果として

2010 年度には、総合職、一般職という区分のコース別人事制度を改定し、総合系α・総合

系β区分へ変更した。 

 

5 個別テーマに係る見解 

 

(1) 育児休業等の時期の評価と昇進昇格について 

ア 評価における育児休業期間等の取り扱い 

 育児休業などで勤務がない場合は、人物評価は通常通り実施するが、業績評価は評価でき

ないため、いわばフラットになる。昇級・昇進は、過去 3 年間程度の評価結果を勘案しなが

ら判断するが、途中で育児休業等を取得するとリスタートになる。ただし評価ポイントが累

積される形になるので、復帰後の評価さえ高ければ、挽回が可能である。そこは会社として

は、育児休業明けだからとか、育児短時間勤務を使っているからとかではなく、人物評価や

業績評価さえ上がっていれば、その人自身をみて評価するようにしている。 

 

イ 育児短時間勤務の取り扱い例 

 短時間勤務期間が 3 年くらいあり、その直後に 3 等級から 4 等級へ上がるチャンスが来た

として、短時間勤務中の評価がフルタイム勤務より低くなるから上がれないというようなこ

とが一般的になっているわけではない。 
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 インタビュー応対者の一人は、短時間勤務を利用した経験がある。その際、子が小学校入

学時から 3 年生末までの 3 年間に利用した。短時間勤務の間も普通に昇給したし、短時間勤務

中に課長職 K になり、短時間勤務明けと同時に「マネジメントあり・課長職 K 」になった。営

業だったというメリットもあるかもしれないが、自分の体験から育児短時間勤務を取っただ

けで直ちに昇進昇格に不利になるわけではないと実感している。要は、短時間勤務でも、ア

ウトプットが通常勤務時と変わらなければ良い。営業の場合は成績が目に見えるので成果が

分かりやすいかもしれない。短時間勤務者は、既に給与もそれだけ控除されているのだから、

逆にパフォーマンスが非常に良ければ周囲の刺激になる。貴方たちは長時間やっていて、な

ぜ成果を出せないのと。このインタビュー応対者は、金融機関を通じた営業を得意としてい

たので、銀行や信用金庫を担当し、組織的に窓口販売のキャンペーンを打ったりしていた。 

 

ウ 育児期の仕事の与え方 

 とはいえ、総合職で入社しても、子育て期にリスタートを経たり、短時間勤務を選択した

りすると、昇級は当然、職務や責任の拡大を伴うので、本人がつらかったりするかもしれな

い。子どもや家庭に手がかかる間は、責任を負いたくないという人もいるだろうし、会社の

中に未だ女性の課長職 Kがそれほど多くない中で、短時間勤務等で既に職場に迷惑をかけて

いるのに、自分こそが課長職 Kになりたいというような主張は、図々しくてなかなかしづら

いと思っている人もいるだろう。一方で、短時間勤務中の人にどれくらい責任のある仕事を

任せられるかについては、上司側も悩みどころである。育児があるのであまり負荷がかから

ない仕事を与えるべきではないかと思いがちだが、実際は責任ある仕事を任せないと意欲も

削いでしまうので、通常通りきっちり任せてくださいと指導している。 

 

(2) 女性の昇進意欲と子育ての関係について 

 女性の活躍推進を進めるに当たり、2002 年の段階でアンケート調査を行った限りでは、I

社の女性職員は主に 4 つのセグメントに分類された。 

 すなわち、仕事優先でキャリアを積んでいきたいというキャリア志向型のタイプ A 。また、

今までのスキルを生かして活躍したいし、責任のある仕事もある程度任されたいが、新たな

職務や責任には関わりたくないという仕事充実志向型のタイプ B 。バリバリのキャリア志向

ではないけれども、ある程度期待もされたいという、女性の微妙な気持ちを現しているタイ

プに該当すると思う。一方、子を持ち今は家庭重視で、キャリアアップより安定した職場が

大切というタイプ C 。また、どこの企業にも少なからずいると思うが、結婚したら退職した

いというタイプ D である。女性の場合、どれか一つに固定されると言うよりもこうしたセグ

メントをライフステージに応じて揺らぎながらキャリアを育んでゆくのだと思う。 

  I 社の女性活躍推進の特徴は、ライフステージによる変動も含めて、タイプ A（キャリア志

向）の人だけでなく、むしろタイプ B やタイプ C といった大多数を占める層が、それぞれの働
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き方で、生き生きと働くことができ、実力を発揮できるような取り組みを目指すことにある。 

 

(3) 旧一般職女性のさらなる活躍のための取り組みについて 

 

ア コース別雇用管理改訂による総合系β職と課長職 L の誕生 

 2010 年 7 月にコース別人事制度を改訂するとともに、10 月には課長職 L ポストを新設した。

管理職相当の初級マネジメントの役職を改訂したもので、名称上も管理職としての位置付け

が明確になった。 

 これまで、いわゆる総合職と一般職という形で職務範囲を分離していたものを、「総合系」

に統合した上で、転居を伴う転勤の有無のみの違いに基づく、総合系αと総合系βへ移行さ

せたことも前述のとおりである。旧一般職の社員は全員総合系βに移ったが、勤務地域は限

定されても「総合系」とすることで職員区分による役割や職務の制約を解消するとともに、

処遇も個人の能力や役割の発揮度に応じて決まる仕組みへ変更した。これに伴い、旧一般職

社員に対しては、既存の枠にとらわれない新しい形のキャリアを模索してほしい、女性の活

躍推進に向けて是非キャリアアップしてほしいと、経営からメッセージを発信した形となっ

た。 

 

イ 総合系β職の仕事の幅の拡大 

 このような会社側の制度改変とそれによる強いメッセージが伝わっても、長い間、一般職

として事務業務に従事し続けてきた女性たちが、いきなり総合系β職になったからといって、

仕事の拡がりを受容できるわけではない。ただ、わずかでも良いから現行の枠を取り壊して

いきたいと考えている。新しい形のキャリアを推進しましょうと活性化を促すようにしてい

る。会社としては、人件費に占めるボリュームも決して少なくないこの人たちを活躍させな

いと会社の成長もないという心づもりで働き掛けている。 

 

ウ 総合系β職の昇進意欲 

 2010～2011 年度にかけて一年間、3・4 等級という管理職手前くらいの総合系β職全員に対

して人事部で面談を行い、将来、管理職を目指したいか尋ねたところ、おおむね 3 割弱が出

来るならやってみたいと回答した。総合系β職の場合、まだ 1、2 等級の者が多く、一般職

から移行した 40 代～50 代のものも 2 等級にとどまっているものが多い。したがって 3，4 等

級の数自体が未だそんなに多いわけではないが、これまでキャリアアップの機会が開かれて

こなかったため、未経験ゆえの躊躇を抱えながらも、出来るならタイプ A を目指したいと

いう人が着実にいてダイバーシティ担当としても頼もしく感じるぐらいであった。重要なの

は、やはり場の提供であるというのがダイバーシティ担当の実感である。会社がこの人たち

をどこまで育てるか、活用したいかという育成の意識に掛かっている。 
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(4）管理職に占める女性比率の今後の見通しについて 

 趨勢的に女性管理職もその予備軍も増えてきているので、I 社としても、今後は増加させ

たいと考えており、すると思う。 

 

(5）女性の管理職登用の数値目標を掲げることについて 

ア 数値目標を据えた取り組みのスタート 

 まさに今年度下期から、 I 社として目標値を据えて取り組もうとしている。社内的にも数

字はオープンにしていないものだが、経営陣や人事部の間では 1 年後、3 年後、5 年後に何

人という形で目標値を持つようにした。これまで目標値を置かなかったのは、囚われ過ぎて

しまうのではないかという懸念から。数値達成の義務感に駆られ、周囲から理解を得られな

いような、何であの人がという登用に至ってしまう恐れを危惧した。しかし夏以降、人事担

当者は総動員で、女性活躍推進のテーマで全国を回り始めている。 

 

イ バイネームでの個別管理で育成 

 方法論としては、人事部が 1 人ずつバイネーム管理で把握し、この人なら何年後に管理職

を目指せるのではないか、ということになれば彼女たちを徹底的に育成・成長させてゆく。

両立支援制度も活用しながら、いかに活躍してもらうかの方向性にシフトし、将来的に女性

管理職をどんどん増やしてゆきたいというのが現在の会社の意向である。 

 

6 今後の政策課題についての見解 

 

(1) 女性の管理職登用を進めるのにもっとも必要だと思うこと 

  I 社ダイバーシティ担当者としての見解は以下である。 

  I 社の場合、社外から中途採用してマネジメントに就けるようなことはせず、基本的には

生え抜きの人材を主体として登用している。金融機関はとりわけ男性社会という背景事情も

あろうが、日本の企業にはこうした生え抜き優先タイプが断然多いだろう。そうした中で、

女性管理職になれる分母が増えない限り、登用も進まない。M 字カーブの底が晩婚化で上昇

してきたとはいえ、管理職にちょうど上がってくる 30 代後半や 40 代前半に、結婚・妊娠で

辞めてしまう人が依然として多い実情を、まず乗り越えなければならないだろう。 

 金融機関はかつて、残業が恒常化し接待も多い等女性の活躍をしにくくする要素が多かっ

たが、最近はだいぶ状況が変わってきた。 
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